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 地 下 水 中 の硝 酸 性 および亜 硝 酸 性 窒 素 の濃 度 は，地 下 水 および公 共 用 水 域

の水 質 汚 濁 に係 る人 の健 康 保 護 に関 する環 境 基 準 により 10 mg L-1 以 下 と定 め

られているが，近 年 ，わが国 ではこれを超 過 する硝 酸 性 窒 素 が検 出 され社 会 問

題 となっている。その原 因 の一 つとして，化 学 肥 料 や家 畜 ふん堆 肥 の多 施 用 があ

る。一 方 ，カリウムは窒 素 と同 様 作 物 生 産 に欠 かせない貴 重 な鉱 物 資 源 であり，

その有 効 利 用 が求 められている。このようなことから，農 耕 地 における肥 料 成 分 の

動 態 および溶 脱 の実 態 を解 明 することが重 要 な課 題 となっている。 

本 研 究 は，主 に露 地 野 菜 畑 を対 象 に，農 耕 地 における肥 料 成 分 の溶 脱 の実

態 を明 らかにするとともに溶 脱 機 構 の解 明 を目 指 したものであり，貴 重 な成 果 を得

ることができたので，ここに特 別 研 究 報 告 として公 表 することとした。これらの研 究

成 果 は，今後，地下水の環境基準を遵守するための窒素施肥およびカリ資源の有効

活用の技術開発に対して大きく貢献することが期待される。 

 なお，本研究は福岡県農業総合試験場において 2001～2007 年に実施した試験成

績と，九州大学大学院生物資源環境科学府において 2007～2009 年に実施した試験

成績をとりまとめたものである。 

 本研究の遂行にあたり，御指導，御鞭撻を頂いた九州大学大学院農学研究院教

授和田信一郎博士，同教授大坪政美博士ならびに同准教授山川武夫博士に厚くお

礼を申し上げる。 
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緒  言  
 

近年，わが国においては，農村地域の地下水中に高濃度の硝酸態窒素（NO3
-）が検出されるよう

になり，化学肥料の多施用や畜産廃 棄物の投棄的な土壌還元が原因とされている（環境省，2007）。

地 下 水 中 の硝 酸 態 窒 素 濃 度 が問 題 となっている背 景 には，1940 年 代 以 降 に欧 米 で多 発 した，高

濃 度の硝酸 態 窒 素を含 む井 戸 水を飲んだ乳 幼 児のメトヘモグロビン血 症（酸 素 欠 乏 症）による死 亡

事 故 がある。硝 酸 態 窒 素 はそれ自 体 に急 性 毒 性 をほとんど持 たないが，乳 幼 児 の胃 の中 で微 生 物

により亜硝 酸態 窒 素に酸化された後体 内に吸 収され，血 液中のヘモグロビンと結 合し，酸 素 欠乏 症

を引 き起 こすといわれている。そこで，わが国 では，地 下 水 および公 共 用 水 域 の水 質 汚 濁 に係 る人

の健康保護に関する環境基準の健康項目として，1999 年に硝酸性窒素および亜硝酸性窒素の基

準値を 10 mg L-1 とすることが定められた。なお，環境基準では NO3
-を硝酸性窒素としているが，本

研 究 では硝 酸 態 窒 素 と記 す。2006 年 に実 施 された地 下 水 水 質 測 定 概 況 調 査 によると，硝 酸 性 窒

素 および亜 硝 酸 性 窒 素 に関 する環 境 基 準 超 過 率 は 4.3％で，ヒ素 ，トリクロロエチレン等 を上 回 り，

項目別でみると最も高い状況である（環境省，2007）。 

硝 酸 態 窒 素 の前 駆 態 であるアンモニア態 窒 素 （NH4
+）には環 境 基 準 が設 定 されていない。しかし，

水質中のアンモニア態窒素濃度が高くなると水質汚濁防止法の排水基準項目である BOD（生物化

学 的 酸 素 要 求 量 ）が高 い値 を示 す。また，水 道 原 水 中 で高 濃 度 となった場 合 ，殺 菌 用 の塩 素 と反

応 してクロラミンが生 成 し，塩 素 の殺 菌 能 力 が阻 害 される懸 念 がある（武 田 ，2001）。アンモニア態 窒

素は除 去フィルターで濾 過することができないため，現 状 の対 策 としては多 量の塩 素を添 加 せざるを

得ない。 

このように窒 素 は，水 環 境 にとって公 害 の原 因 物 質 かもしれないが，農 業 生 産 にとっては非 常 に

重要な元素 である。農村地域における地下水 の富栄養化 には，人為 的な窒素付 加による自然界の

窒 素 循 環 の破 綻 がかかわっていることが指 摘 されている（越 野 ，1976）。土 壌 中 には多 量 の有 機 態

窒 素 が蓄 えられているが，植 物 が直 接 利 用 できないため，自 然 界 では天 然 供 給 量 ，すなわち土 壌

窒 素 無 機 化 量 が植 物 の生 長 を支 配 する。窒 素 は，植 物 （作 物 ）の成 長 に最 も大 きな影 響 を及 ぼす

元 素 であり，近 代 農 業 では作 物 を効 率 的 に安 定 生 産 するために，化 学 肥 料 として人 為 的 に窒 素 を

補わなければならない。また，作 物 はアンモニア態 窒 素と硝 酸 態 窒 素 を根から吸 収するため，肥 料と

してアンモニウム塩や硝 酸塩を用いるのが都合 よい。特に，ほとんどの野菜は好硝 酸作物であるため，

硝酸化成作用が進まない低温期には硝酸塩が施用されている。 

作物の栄養生長期は，茎葉など光合成器官を生長させるために多量の窒素を必要とする一方で，

生殖 生 長 期 には，根や下位 葉などからの転流 で賄われるためあまり要 しない。したがって，作 物の窒

素吸収特性は，収穫期と栄養生長期および生殖生長期との関係から，以下の 3 つのタイプに分け

ることができる（相 馬  1988，西 尾  2001a）。(A)ナス，トマト，キュウリなどの果 菜 類 で，栄 養 生 長 と生

殖 生 長 が同 時 に進 み栽 培 期 間 が長 いタイプ，およびセルリー，ホウレンソウなどの非 結 球 型 葉 菜 類

で，栄 養 生 長 終 了 時 に収 穫 するタイプは多 量 の窒 素 を要 する．一 方 ，(B)水 稲 ，ムギのように種 子 を

収 穫 する子 実 作 物 ，また，ダイコン，ニンジンなどの根 菜 類 は少 量 の窒 素 しか要 しない。(C)キャベツ，

ハクサイなど結 球 型 葉 菜 類 は，吸 肥 力 が強 いため窒 素 を要 するものの，栄 養 生 長 途 中 から生 殖 生

長 が始 まるため収 穫 前 にはあまり必 要 としない，(A)と(B)の中 間 タイプである。したがって，(A)の窒 素

多 施 肥 タイプの作 物 は，肥 料 および有 機 質 資 材 からの無 機 態 窒 素 供 給 量 と窒 素 吸 収 量 の差 で表

される非 吸 収 窒 素 量 が多 く（西 尾 ，2001a），これらの栽 培 では，収 穫 時 の土 壌 中 に多くの無 機 態 窒
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素が残存する。 

畑 土 壌 ではアンモニア態 窒 素 が極 めて高 濃 度 であったり，または極 低 温 であったりしない限 り，作

物が吸収しなかった無機態窒 素の多くは，土壌中で硝酸 化成作 用により速やかに硝酸態 窒 素に変

化 する（山 本 ，1994）。硝 酸 態 窒 素 は，土 壌 の間 隙 水 中 で硝 酸 イオンとして存 在 しているが，陰 イオ

ンのため層 状 ケイ酸 塩 鉱 物 など負 電 荷 を持 つ土 壌 粒 子 （固 相 ）には吸 着 されない。硝 酸 イオンは土

壌 水 の移 動 に伴 って輸 送 されることから，したがって，土 壌 中 の水 移 動 は硝 酸 態 窒 素 の溶 脱 に大 き

な影 響 を及 ぼす。収 穫 後 に裸 地 状 態 となった畑 では，降 雨 や灌 水 にさらされると硝 酸 イオンを含 ん

だ土 壌 水は下 方に移 動 する。そのため，ホウレンソウのような（A）窒 素 多 施 肥タイプの露 地 野 菜 畑で

は，硝 酸 態 窒 素 が多 量 に溶 脱 し地 下 水 に達 するリスクが高 い（西 尾 ，2001b）。こうした背 景 から，近

年 ，特 に露 地 野 菜 畑 において地 下 水 の硝 酸 態 窒 素 汚 染 地 が広 く分 布 していることが指 摘 されてい

る（熊 澤，1999）。そこで，露 地 野 菜 畑における硝 酸 態窒 素 の溶 脱をモニタリングするため，有 底のコ

ンクリート枠やステンレス槽に対象とする土壌を充填したライシメータによって，多くの試験が行われて

きた（嶋 田  1970，小 川 ら 1979，芝 野 ・大 野  1988，松 丸  1997，神 田 ・須 賀  1998）。これらの結 果

の多 くは竹 内 （1997）の総 説 によってとりまとめられ，硝 酸 態 窒 素 の溶 脱 は土 壌 の種 類 で異 なり，砂

質 土 での溶 脱 率 が高 く，熟 畑 化 によって増 大 すること，降 水 量 および窒 素 施 用 量 が多 いほど溶 脱

量 が増 加することが明 らかにされている。これらのことから，硝 酸 態 窒 素 の溶 脱を低 減 するためには，

まず，作 物 ごとに施 肥 窒 素 の収 支 を把 握 する必 要 がある。その次 に，窒 素 施 用 量 を削 減 しなければ

ならないが，作 物 の生 産 性 を維 持 しつつ効 率 的 に減 らすためには，その溶 脱 の予 測 が不 可 欠 であ

る。 

前 述 のように，硝 酸 態 窒 素 の溶 脱 は水 移 動 の影 響 を受 けるので，露 地 野 菜 畑 における溶 脱 を予

測するためには，まず，土壌水の移動特性を把握しておくことが重要となる。土壌水は大きく 2 つの

流 れの形 態 ，マトリックス流 と選 択 流 によって下 方 に移 動 する。マトリックス流は，土 壌 基 質 中 の均 一

な径 の細 孔 隙 を通 過 する水 の動 きで，降 雨 強 度 が充 分 弱 い場 合 ，土 壌 水 はマトリックス流 によって

土 壌 基 質 中 を緩やかに流れる。一 方，選 択 流 は土 壌のマトリックス（基 質）を迂 回し，粗 孔 隙 ，つまり

土壌構造間の間隙および粘質土壌の収縮による亀裂中を急速に移動する流れである。 

マトリックス流は，約 150 年前にフランスの土木技師 Darcy によって定式化されたダルシーの法則

に従 う。これは，水 で飽 和 された均 一 な土 壌 カラムにおいて，その水 の流 量 が，カラムの端 から端 の

圧 力 差 に比 例 し，カラムの土 壌 充 填 層 の長 さに反 比 例 するという経 験 則 である。したがって，この法

則は，粗粒 質で一様な土壌における水の移動 現象を説明できる。Richars（1931）はこれを不飽和 状

態に適 用し，不 飽 和 土 壌 水の運 動 モデル（リチャーズ式）を提 案した。1970 年 代には，コンピュータ

ーによる数 値 解 法 の発 達 により，リチャーズ式 を元 にした水 移 動 のモデル化 の研 究 が進 展 した。土

壌 中 の水 溶 性 化 学 物 質 は土 壌 水 に溶 解 して移 動 するため，土 壌 中 における硝 酸 態 窒 素 等 の移 動

は溶質移動といわれ，それは土壌の水分量と土壌水のフラックスに影響される。溶質移動は 2 つの

移 動 形 態 が複 合 して生 じている。第 1 に，土 壌 水 の移 動 にしたがって土 壌 中 を動 く，いわゆる「移

流」による移 動である。第 2 に，分 子のブラウン運動のように場所による濃度差を均一にしようとする

働きで，「拡 散」である。移 流 による溶 質 の移 動 速 度は間 隙 内 の土 壌 水 の流れの速 度（流 速 ）である。

さらに，土壌 中で水移動 の流速が局所的に不均 一なため平均流速より速い部分と遅い部分が存在

し，溶 質 が速 く移 動 する部 分 と遅 く移 動 する部 分 ができることで生 じる分 散 による移 動 ，「力 学 的 分

散」がある。古 典 的 な解 析 法では，溶 質 移 動 は，土 壌 中における溶 質 の移 流，拡 散および分 散 によ

る移 動 を表 す移 流 分 散 方 程 式 （Convection Dispersive Equation：CDE）とリチャーズ式 （Richars，

－ 2 －
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1931）を連立させて解くことで求められる。 

リチャーズ式 は，ガラスビーズのように均 一 な土 壌 を想 定 したモデルだが，現 実 の土 壌 中 には，構

造面などの粗大孔隙や亀裂が存在するため，野外土壌は極めて不均一な状態にある。露地野菜は，

黒 ボク土 や赤 黄 色 土 の畑 地 だけでなく（土 壌 保 全 調 査 事 業 全 国 協 議 会 ，1991），近 年 の米 の需 給

政策によって，湿性な灰色 低 地 土 においても作付けられることが多い（農林水 産 省，2009）。このよう

な畑 の下 層 土 では，暗 渠 排 水 による乾 燥 ，土 壌 収 縮 によって亀 裂 が生 じるため選 択 流 が発 生 する

（Hayashi and Hatano，1999）。選 択流は，均 一な土壌 中 での流れに比べて，溶 質が部 分的 に速く

かつ深くまで到達するため，リチャーズ式では説明することができない。そこで，1980 年代には，元々

均一系を対 象に発達した移動モデルに係数を付与することで，現実と適合するモデルが模索 されて

きたが，現場の実態との解離が大きかった。一方，W. Jury らは，流出量を移動現象の唯一の変数と

する伝達関数モデルを用いて表現することを提案した（Jury 1982，Jury and Gruber 1989）。これは，

従 来 の移 動 現 象 を説 明 するモデルとは異 なり，土 壌 中 の移 動 機 構 をブラックボックスとした上 で，出

力フラックス（流出 量）を単 純に入力 フラックス（流 入 量）の関 数として表わす表 現 モデルであるため，

選択流のように不規則な流れを近似できる。これらのことから，多様な土壌条件で行われる露地野菜

作 において硝 酸 態 窒 素 の溶 脱 を予 測 するためには，多 数 のパラメータの測 定 を要 しない伝 達 関 数

モデルが現実的な選択であろう。 

1990 年代以降の研究では，このように，不均一な野外土壌における水および溶質移動のメカニス

ティックモデル化 を断 念 し，再 び現 場 における溶 脱 現 象 のモニタリングに回 帰 している。不 均 一 な野

外 土 壌 におけるモニタリング手 法 として，前 述 のライシメータやキャピラリーライシメータ（前 田 ・尾 崎 

2006，山 田 ら 2003）の利 用 が考 えられる。これらは，土 壌 浸 透 水 を確 実 に採 取 できる利 点 があるも

のの，攪乱土を再充 填 しており，実際の土壌構 造と異なるため水移動形態の評価 には使えない。暗

渠排水の利用（Ragab et al. 1996，Hayashi and Hatano 1999，望月ら 2000）は，下層に亀裂が生

じた細粒質土壌におけるモニタリングに適しているが（長谷川，2002），暗渠管より下層に上層から連

続 した亀 裂 が存 在 する場 合 は流 出 水 量 を正 確 に測 定 できない。また，近 年 ，土 壌 を未 撹 乱 状 態 の

まま効 率 的 に採 取できる，モノリスライシメータ法が開 発 された（Persson and Bergström，1991）。現

地 に比 較 的 近 い規 模 で未 攪 乱 土 カラム実 験 を行 えることは魅 力 的 であるが，採 取 に特 殊 な装 置 が

必要なことや 1 基当たりの面積が限定されるなどの欠点がある。このように，装置や設備を利用したモ

ニタリング手 法 には個 々に欠 点 がある上 ，単 体 での計 測 では水 の移 動 形 態 を含 めた情 報 を得 ること

は難しい。一方，TDR（Time Domain Reflectometry）法（Topp and Davis，1985）を利用した任意の

深さまでの貯 留 水 量 の測 定 によって，選 択 流 を含む浸 透 水 量を精 度 よく測 定できるようになった（長

谷 川 ，2006）。また，パンライシメータは，マトリックス流をほとんど採 取 できないが（金 子 ら，2002），土

壌 構 造 の発 達 した粘 質 土 における選 択 流 ，および粗 孔 隙 の多 い砂 質 土 における重 力 水 のモニタリ

ングに有 効 であることが報 告 されている（Barbee and Brown 1986，金 子 ・山 本  1999，山 本 ・金 子  

2000，長谷川 2002）。これらのことから，水移動の形態にまで踏み込んだ解析を行うためには，適切

なモニタリング手法を組み合わせる必要がある。 

層状ケイ酸塩鉱物主体の土壌では，硝酸態窒素のような 1 価の陰イオンは，負電荷を持つ固相

表 面 に吸 着 されにくいため間 隙 水 中 に多く存 在 する。特 に，スメクタイトのような大きな比 表 面 積 と固

相 表 面 の負 電 荷 を持 つ粘 土 鉱 物 において，固 相 付 近 の硝 酸 イオンは負 電 荷 表 面 上 に形 成 された

拡散 二 重層 内で斥力を受ける（Bolt and Bullugenbert，1980）。この作 用を陰イオン排除といい，こ

れによる塩化物イオンの排除量は全孔隙体積の 17％に及び（Hatano et al.，1992），塩化物イオン
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の移 動 が非 反 応 性 トレーサーであるトリチウム水 の流 速 より約 10％速 くなることが報 告 されている

（James and Rubin 1986，Jacobsen et al. 1992）。したがって，土壌中における 1 価の陰イオンの移

動にはこの作用（陰イオン排除）をある程度考慮する必要がある。 

一 方 ，固 相 表 面 の負 電 荷 は，陽 イオンを吸 着 することによりバランスされている。土 に添 加 された

陽 イオンの一 部 は，陽 イオン交 換 反 応 によって固 相 に保 持 されていた交 換 性 陽 イオンと置 換 して吸

着される。また，2：1 型層状ケイ酸塩鉱物の Si 四面体シート表面は，シロキサン六員環の中央部が

窪 んだ構 造 をとっており，その穴 （cavity）の大 きさはカリウム（K+），アンモニウム（NH4
+）の大 きさとほ

ぼ同 じである。このため，このシロキサン六 員 環 が大 きな負 荷 電 を持 っていれば，静 電 的 に引 きつけ

られた K+と NH4
+は水和水を放出して穴に収まる。さらに，層状ケイ酸塩鉱物の層間が閉じることによ

り不可逆 的 に強く吸着 される。この吸着 反応は非常に強く，容易に脱 着されないことから固定 反応と

呼ばれている（平舘，2003）。なお，固定された K+と NH4
+は和水力の強い Na+，Mg2+によって徐々に

ケイ酸 塩 層 間が開 かれることによって交 換 される（和 田 光 ，1981）。このため，硝 酸 態 窒 素 などの陰イ

オンとは異 なり，NH4
+や K+は施 用 しても一 般 に農 耕 地 から溶 脱 しにくいといわれている。陽 イオン交

換基に吸着される陽イオンの割合は陽イオン交換基のイオン選択性と土壌溶液の陽イオン組成によ

って決 まる（和 田 信 ，1997）。層 状 ケイ酸 塩 鉱 物 のイオン選 択 性 の順 序 は，概 ね K+＝NH4
+＞Al3+＞

Ca2+ ＝ Mg2+ で あ る が ， ア ロ フ ェ ン で は こ れ と 異 な り ， Ca2+ ＝ Mg2+ ＞ K+ ＝ NH4
+ の 順 で あ る 。 小 林 ら

（1995）は，有効陽イオン交換容量（ECEC）が約 10 cmolc kg-1 の粗粒質黒ボク土を用いたカラム実

験において，アンモニア態窒 素が硝 酸態 窒 素と同様にカラム中を下降 したことを明 らかにし，供試土

壌の NH4
+選択 性や陽 イオン吸着 能が低いためとした。また，林 地では添加した NH4

+の多くは表層

土 壌に吸 着 されて移 動 しないが，粗 孔 隙を通 過 する水 移 動 に伴った NH4
+の流 出 が明らかにされて

おり，土壌 の NH4
+保 持能が水の移動 様 式と密接に関 係 することが示唆されている（嶋ら，1996）。こ

のように，主要粘土鉱物の NH4
+選択性の強弱や ECEC，および土壌中の水移動形態によっては， 

NH4
+においても農 耕 地 から容 易 に溶 脱 する可 能 性 が考 えられる。アンモニア態 窒 素 の溶 脱 は肥 料

経 済 的 な損 失 だけでなく，冒 頭 に示 したように地 下 水 汚 染 につながる恐 れがあるにもかかわらず，こ

れまであまり注目されなかった。これは，アンモニア態窒素が，酸化的条 件下の土壌 中では速やかに

硝 酸 態 窒 素 になるため，存 在 形 態 として無 視 されてきたこと，また，陽 イオンの交 換 ・吸 着 反 応 が密

接に関わるため，硝酸態窒素に比べて動態が複雑であることに起因すると思われる。 

前 述 のように，米 の需 給 調 整 政 策 により，水 田 において野 菜 などの高 収 益 作 物 を組 み合 わせた

田 畑 輪 換 栽 培 が行 われている（農 林 水 産 省 ，2009）。水 田 では長 年 ，施 肥 だけでなく稲 わらや刈 り

株 ，藻 類 等 のすき込 みにより，有 機 態 窒 素 が継 続 的 に補 給 されるとともに，夏 期 の湛 水 による嫌 気

的 環 境 のため土 壌 窒 素 の消 耗 が少 ない。このような水 田 において畑 作 への転 換 を行 った場 合 ，土

壌 の通 気 性 が良 好 になるため硝 酸 化 成 能 が年 々高 まり（西 尾 ，1997），土 壌 由 来 硝 酸 態 窒 素 の溶

脱の増 大が懸 念される。したがって，わが国の農 耕 地で広い面 積を占める灰 色 低 地 土において，水

田 転 換 畑 の窒 素 溶 脱 の実 態 を明 らかにすることは，環 境 負 荷 を軽 減 するための栽 培 法 を確 立 する

上で重要であり，その適用範囲が広いメリットがある。 

また，カリウムは，これまで述べてきたように土壌中で理化学的にはアンモニア態窒素とほぼ同じ振

る舞いをするが，肥 料 の原料として，すべてを海外 からの輸入に依 存 する貴 重な鉱物 資 源でもある。

しかし，施肥されたカリウムの溶脱率は 8.5～32.5％と報告されており（Riekerk 1971，吉田 1992，岡

田ら 1992，杉山ら 2002，Sansoulet et al. 2007），作物に吸収されなかったカリウムの一部は土壌

に吸着されずに，農耕地から溶脱している可能性がある。 
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 そこで，本 研 究 では，主 に露 地 野 菜 畑 を対 象 に農 耕 地 における肥 料 成 分 の溶 脱 の実 態 を明 らか

にするとともに溶 脱 機 構 の解 明 を目 指 した。硝 酸 態 窒 素 については，最 終 的 に地 下 水 環 境 基 準 の

10 mg L-1 を遵守するための施肥窒素量を策定することを念頭に，硝酸態窒素の溶脱を支配する土

壌 中 の水 移 動 についてモデル化 および形 態 別 流 量 の定 量 化 を試 みた。また，土 壌 の持 つ荷 電 特

性 および保 水 性 ，そして土 壌 窒 素 の無 機 化 がアンモニア態 窒 素 および硝 酸 態 窒 素 の溶 脱 に及 ぼ

す影 響 を明 らかにした。さらに，貴 重 な鉱 物 資 源 であるカリ肥 料 の消 費 節 減 の観 点 から樹 園 地 にお

けるカリウム溶脱の可能性を検討した。 

本論文は次のような構成とした。 

前述のように，露地 野 菜は施肥 量 が多く，作 物に吸 収されなかった肥料 成 分のうち窒 素とカリウム

は農耕地から溶脱する可能性がある。そこで，第 1 章では，九州・沖縄地域における露地葉菜類の

施肥 管 理および肥 料成 分の吸 収に関する 37 件の試 験 事 例をとりまとめ，家畜ふん堆 肥等の有 機

物 由 来 の肥 料 成 分 を含 めた施 肥 管 理 が，収 量 および作 物 による利 用 効 率 に及 ぼす影 響 を解 析 し

た。 

第 2 章では，低 地 土 畑の未攪 乱 土 壌を充 填 したモノリスライシメータを用い，水 および硝 酸 態 窒

素 のトレーサーとして，重 水 （D2O）および臭 化 物 イオン（Br-）を施 用 した不 飽 和 定 常 カラム実 験 を行

った。そして，重 水 の流 出 結 果 を伝 達 関 数 モデルの一 部 である確 率 密 度 関 数 で近 似 することにより

モデル化し，浸 透 特 性 を表わすパラメータを求 めた。また，マトリックス流と選 択流 の合 量をモニタリン

グできる水 収 支 法 と，選 択 流 を特 異 的 に集 水 するパンライシメータ法 を組 み合 わせることによって，

福岡県内の現地の灰色低地土畑における水移動形態の定量化を試みた。 

第 3 章では，第 1 章において窒素利用効率が低かったホウレンソウを対象に，土壌の母材および

荷電特性が異なる 3 種類の土壌を供試し，室内カラム実験を行った。その結果に基づいた陽イオン

交換・吸着反応の数値計算から，土壌の NH4
+選択性やアンモニウム塩の添加がアンモニア態窒素

の溶 脱に及 ぼす影 響を明らかにした。また，土 壌 タイプごとの保 水 性と作 物 生 育 が無 機 態 窒 素 の溶

脱に及ぼす影響を検討した。 

第 4 章では，水田転換畑における施肥窒素の動態と土壌窒素の無機化が硝酸態窒素の溶脱に

及 ぼす影 響 について述 べた。跡 地 土 壌 からの施 肥 窒 素 の溶 脱 については，自 然 界 に多 く存 在 する

窒 素（14N）の安 定 同 位 体である重 窒 素（15N）標 識 肥 料の利 用により，それがほとんどないことが報 告

されている（日 高 ・伊 藤 ，1987）。そこで，水 田 転 換 畑 を模 したライシメータにキャベツを供 試 し，同 様

の手 法 によって施 肥 由 来 アンモニア態 窒 素 の土 壌 中 における形 態 変 化 と作 物 吸 収 ，下 方 移 動 ，そ

して溶脱窒素の起源の解明を試みた。 

第 5 章では，福岡県内 22 地点の樹園地におけるカリ施肥量と交換性カリ含量の関係を解析し，

第三紀堆積岩を母材とする柑橘園土壌におけるカリウムの溶脱の可能性を，第 1 層の交換性陽イ

オン組成および pH（H2O）の変化から推定した。 

最後に，第 1 章から第 5 章までの総合考察を行った。 
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第 1 章 露地野菜畑における施肥管理の実態解析 

 

1.1 九 州 ・沖 縄 地 域 の露 地 野 菜 畑 における施 肥 と養 分 吸 収  

 

1.1.1 緒 言  

  露 地 野 菜 では，従 来 ，主 に家 畜 ふん堆 肥 の施 用 による土 壌 肥 沃 度 の維 持 を基 本 とする土 壌 管

理が行われてきた。ところが，堆肥中に含まれる肥料成分 は考慮されずに過剰施 用されることが多い

ため，土 壌 中 に養 分 が集 積 する傾 向 にある。特 に，近 年 ，家 畜 ふん堆 肥 は元 の堆 肥 を水 分 調 整 材

として流 用 する戻 し堆 肥 が行 われるようになり，堆 肥 中 成 分 の濃 縮 による成 分 含 量 の増 加 が指 摘 さ

れている（小山・高椋 2000，西尾 2007）。また，全国で 1979～1998 年 に行われた土壌環 境基 礎

調査では，露地 野菜 畑 土壌の可 給 態リン酸および交換性 カリウム含量 が増加傾 向 にあることを認め

ている（小原・中井 2003，2004）。政府は 2005 年に「食料・農業・農村基本計画」において，「わが

国 農 業 生 産 全 体 のあり方 を，環 境 保 全 を重 視 したものに転 換 する」との基 本 方 針 の下 で，「環 境 と

調 和 のとれた農 業 生 産 活 動 規 範 について」を発 表 した（農 林 水 産 省 ，2005）。この方 針 は，環 境 保

全 型 農 業 の営 農 による持 続 的 農 業 の推 進 を基 本 とし，農 家 に環 境 保 全 型 営 農 の実 施 を強 く要 求

するものである（草場ら，2009）。このような情勢から，露地野菜では土壌および施肥管理の新基準を

策 定 する必 要 性 に迫 られている。そのためには露 地 野 菜 における土 壌 および施 肥 管 理 の実 態 を把

握することが重要である。西尾（2001a，2003）は，1998 年に農林水産省が農家を対象に実施した調

査 の施 肥 管 理 データと既 存 の養 分 吸 収 量 データベースを用 いて，窒 素 およびリン酸 の施 用 実 態 を

報 告 した。しかし，これらは実 際 の作 物 収 量 や養 分 吸 収 量 に基 づいた解 析 ではない。また，近 年 ，

露地野菜において多くの品目を網羅した実データによる実態解析は行われていない。 

 そこで，本 節 では九 州 ・沖 縄 各 県 において近 年 実 施 された露 地 野 菜 に関 する試 験 データを収 集

し，露地 野 菜畑における施肥 管理 の現状を明 らかにするため，品目ごとに施肥 量と収量および養分

吸収との関係を解析した。 

  

1.1.2 材料 および方法  

九 州 沖 縄 各 県 試 験 研 究 機 関 から提 供 された，露 地 野 菜 に関 する土 壌 管 理 および施 肥 に関 する

試 験 データに基 づき作 物 別 にデータシートを作 成 した。収 集 したデータは，1）施 肥 管 理 情 報 ：窒

素 ，リン酸 およびカリの各 施 肥 量 ，家 畜 ふん堆 肥 等 有 機 物 施 用 量 ，2）収 量 および養 分 吸 収 情 報 ：

実収量，各 成分の作物 吸収量，3）土壌管 理情 報：土壌 中 の無機態窒 素，陽イオンおよび可 給態リ

ン酸含量，4）各県の施肥基準量および目標収量である。 

各県から収集した全 66 事例は部分的にデータが欠損しているものが多かったので，以下の基準

に基づいて有効 事例を選抜した。1）データセットとして施肥 管理 情報，収量および養分 吸収 情 報が

揃っていること，2）1 県のみでは土壌条件や作型が偏るため，解析対象事例が複数の県にまたがる

こと，さらに，明 らかに異 常 値 と判 断 されるデータを含 む事 例 を解 析 対 象 外 としてスクリーニングを行

った。その結果，解析対象作物および事例数は 6 品目の合計 37 件で，内訳はキャベツ（9 件），レタ

ス（11 件），ホウレンソウ（7 件），ブロッコリー（3 件），ハクサイ（2 件）となった。リーフレタスは解析対象

事例が 1 県のみであったものの事例数が 5 件と多く，窒素に関するデータセットが揃っていたので解

析 対 象 とした。収 集 データには根 菜 類 および果 菜 類 も含 まれていたが前 記 の理 由 で解 析 対 象 外 と

した。 
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各 県 の施 肥 基 準 には施 肥 基 準 量 と目 標 収 量 が記 載 されている。目 標 収 量 と実 際 の収 量 （実 収

量 ）を比 較 することによって，現 行 の施 肥 基 準 量 が収 量 性 に及 ぼす影 響 が明 らかになると考 えられ

る。そこで，まず，1）目 標 収 量 と実 収 量 の比 較 ，2）実 収 量 からみた適 正 施 肥 量 の検 討 を行 った。次

に，実 際 の施 肥 量 が効 率 的 な養 分 供 給 を行 っているか，また，環 境 に影 響 を及 ぼす可 能 性 を明 ら

かにするために，3）施肥量が肥料成分の見かけの利用効率に及ぼす影響を検討した。 

施 用 した家 畜 ふん堆 肥 に含 まれる有 効 成 分 量 を含めた肥 料 成 分 の利 用 効 率 は次 式 に従 って算

出した。見かけの利用効率＝吸収量÷施肥量（化学肥料+家畜ふん堆肥中の有効成分量）×100 

ここで，家 畜 ふん堆 肥 中 の有 効 成 分 量 は成 分 施 用 量 に化 学 肥 料 に対 する肥 効 率 を乗 じて算 出 し

た。肥効率は各県から提供された情報に基づくが，これがない場合は畜種ごとに表 1.1-1 の化学肥

料に対する肥効率を一律に適用した。 

 
   表 1.1-1 家 畜 ふん堆 肥 の化 学 肥 料 に  

対 する肥 効 率  
 

畜 種  N P2O5 K2O 

  % % % 

牛  20 60 90 

豚  40 70 90 

鶏  50 70 90 

 
1.1.3 結果 および考察  

1.1.3.1 目標収量と実 収量との関 係 

各 県 施 肥 基 準 の目 標 収 量 と実 収 量 を表 1.1-2 に示 した。実 収 量 は，目 標 収 量 に対 して平 均

114％（97～126％）と目標収量を満たしたもののやや過剰傾向であった。 

 
表 1.1-2  各 県 施 肥 基 準 の目 標 収 量 および実 収 量 の平 均 値  

 
収 量 比  

品  目  
事 例

数  

 目 標  

  収 量 *1 
実 収 量  

実 /目 標  

    g m-2 g m-2 % 

キャベツ 9 5,175 5,950 120.1  

レタス 11 3,200 3,310 113.8  

ホウレンソウ 7 1,929 2,425 126.3  

リーフレタス 5 2,500 2,427 97.2  

ブロッコリー 3 1,000 1,047 104.7  

ハクサイ 2 8,500 9,218 108.5  

全 体  37 3,418 3,767 114.4  

            *1  目 標 収 量 は各 県 で作 型 ごとに設 定 された目 標 値 。  

 
1.1.3.2 施肥量が実 収 量に及ぼす影響 

キャベツおよびレタスにおける家 畜 ふん堆 肥 由 来 の有 効 成 分 量 を含 めた施 肥 量 と実 収 量 との関

係を図 1.1-1 および図 1.1-2 に，総施肥量の平均値を表 1.1-3 に示した。 

(1) キャベツ 

家畜ふん堆 肥中の有効 成分 量を含 めた窒素 総 施肥 量は施 肥基 準 量と差がなく，また，実 収量 と

の間に正 の相 関 があるため（r＝0.596，p＜0.05），施 用 量が多いほど多 収 となる傾 向 がみられた（図

1.1-1）。リン酸総施肥量は，離れ値の 1 事例を除けば 16～30 g m-2 と施肥基準量（14～25 g m-2）
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を大幅に越えなかった。また，実収量との相関はなかった。カリ総施肥量は平均が 33.6 g m-2 で，施

肥基準量の平均（21.8 g m-2；データ略）に比べて多く，40 g m-2 以上では増収しなかった。 

(2) レタス 

窒素総施肥量の平均は 27.3 g m-2（表 1.1-3）で，各県の施肥基準量の平均値（20.2 g m-2；デー

タ略 ）に比 べて多 かった。これは家 畜 ふん堆 肥 施 用 事 例 が多 く，一 部 で肥 効 の高 い豚 ぷん堆 肥 や

鶏 ふん堆 肥 が施 用 されたためである（図 1.1-2）。また，総 施 肥 量 が多 いほど多 収 となる傾 向 がみら

れたものの，30～40 g m-2 の水準では増収しなかった。リン酸およびカリの総施肥量の平均は 37.8

および 53.6 g m-2 と多く（表 1.1-3），特に堆肥施用事例において施肥基準量を大きく上回ったが

（図 1.1-2），多施用による増収は認められなかった。 
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図 1.1-1  総 施 肥 量 （家 畜 ふん堆 肥 の有 効 成 分 量 を加 味 した施 肥 量 ）と収 量 との関 係 （キャベツ） 

*1 標 準 は関 東 東 山 土 壌 肥 料 技 術 連 絡 会 議 （1954）により提 案 された目 標 値 。 
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図 1.1-2  総 施 肥 量 （家 畜 ふん堆 肥 の有 効 成 分 量 を加 味 した施 肥 量 ）と収 量 との関 係 （レタス） 

*1 標 準 は関 東 東 山 土 壌 肥 料 技 術 連 絡 会 議 （1954）により提 案 された目 標 値 。 
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表 1.1-3  肥 料 成 分 の収 支 ，見 かけの利 用 効 率 および土 壌 残 存 量 の平 均 値  

 
(a)窒 素  

利 用    土 壌  
品  目  

事 例

数  
総 施 肥 *1  吸 収    収 支 *2

 効 率 *3 残 存 *4 

      g m-2   g m-2 g m-2  %  mg kg-1 

キャベツ   9   25.0   24.5    0.5   98.2 63 

レタス  11   27.3   10.4   16.9   38.1 140 

ホウレンソウ   7   24.1   10.9   13.2   45.3   33 

リーフレタス   5   22.4    5.3   17.1   23.6    17 

ブロッコリー   3   28.4   21.8    6.6   76.9    － 

ハクサイ   2   35.6   16.4   19.2   46.1    56 

全 体   37   25.6   14.4   11.1   56.5    77 

標 準 偏 差       7.1    8.2    9.7   32.4   134 

 
(b)リン酸 （P2O5） 

利 用      土 壌  
品  目  

事 例

数  
総 施 肥 *1  吸 収  収 支 *2

 効 率 *3 残 存 *4 

      g m-2   g m-2 g m-2    % mg kg-1 

キャベツ   7   31.5    9.4   22.1   29.9 408 

レタス   8   37.8    3.7   34.1    9.8 640 

ホウレンソウ   4   23.8    2.8   21.0   11.8 506 

リーフレタス   2   16.0    2.4   13.6   15.0 1,087 

ブロッコリー   3   25.1    8.9   16.2   35.6   297 

ハクサイ   2   40.4    7.6   32.9   18.7   485 

全 体   26   31.0    5.9   25.1   19.1   577 

標 準 偏 差     21.2    4.0   21.6   20.4   552 

 

(c)カリ（K2O） 

利 用    土 壌  
品  目  

事 例

数  
総 施 肥 *1  吸 収  収 支 *2 

 効 率 *3 残 存 *4 

      g m-2 g m-2 g m-2  % mg kg-1 

キャベツ   7   33.6   35.4 -1.8 105.4    342 

レタス   8   53.6   21.1 32.5  39.4    808 

ホウレンソウ   4   33.8   22.0 11.9  64.9    380 

リーフレタス   2   22.9   22.1 0.8  96.4    353 

ブロッコリー   3   37.9   69.6 -31.7 183.7    267 

ハクサイ   2   55.3   37.4 17.9  67.7    906 

全 体   26   41.1   32.0 9.1  77.9    500 

標 準 偏 差     28.7   21.9 37.9  83.2    413 
 
*1 施 肥 量 +堆 肥 由 来 有 効 成 分 量 。  

    堆 肥 由 来 有 効 成 分 量 ＝堆 肥 施 用 量 ×成 分 濃 度 ×化 学 肥 料 に対 する肥 効 率 。 
*2 総 施 肥 量 －吸 収 量 。 
*3 吸 収 量 ÷総 施 肥 量 ×100。 
*4 無 機 態 窒 素 ，可 給 態 リン酸 （Truog 法 ），交 換 性 カリ。  
 

1.1.3.3 施肥量と吸収 量の関係および見かけの養分利 用 効率 

キャベツおよびレタスの各肥料成分の総施肥量と吸収量の関係を図 1.1-3 および図 1.1-4 に，見

かけの利用効率を表 1.1-3 に示した。 

(1) キャベツ 

窒素吸収量は，15～34 g m-2 の施肥量の範囲内において窒素総施肥量に対しほぼ 1:1 の量的

関係を示し，両者に高い相関（r＝0.871，p＜0.01）が認められた（図 1.1-3）。見かけの窒素利用効
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率は 98.2％（表 1.1-3）と全国平均の 64％（西尾，2001a）より高かったが，これは総施肥量が 25.0  

g m-2 と全国平均の 33.8 g m-2 より少なかったためである。また，栽培期間に栄養生長から生殖生長

に転 換 するキャベツは，本 来 ，収 穫 時 点 において土 壌 中 の無 機 態 窒 素 は少 なくてよい（相 馬 ，

1988）。したがって，跡地土壌の無機態窒素量（63 mg kg-1）を考慮すると，見かけの窒素利用効率

が高かった理由として，前作残存窒素や土壌由来窒素供給量が多かった可能性が考えられる。 

リン酸吸収量は，関東東山土壌肥料技術連絡会議（1954）で策定された目標値を含め，ほとんど

の事 例 がリン酸 総 施 肥 量 の半 分 以 下 であった（図 1.1-3）。そのため，見 かけのリン酸 利 用 効 率 は

29.9％と低かったが（表 1.1-3），全国調査では 15％とされ（西尾，2003），これに比べて約 2 倍高い

ことが明 らかになった。この理 由 として，本 研 究 では黒 ボク土 での事 例 が比 較 的 少 ないため，リン酸

総施肥量の平均が 31.5 g m-2 と全国平均の 38 g m-2 に比べて少なかったこと，また，比較的地温が

高いことによる施肥リン酸の効率的吸収が考えられる。 

見 かけのカリ利 用 効 率 は 105.4％であり，ブロッコリーを除 いた他 品 目 に比 べて高 かった（表

1.1-3）。一方，一般的 な作物におけるカリ「利用率」は 40～70％である（上沢，2002）。西尾（2007）

は，家畜ふん堆肥のカリの肥効率を 65％とすることを提案したが，その理由を，土壌や灌漑水からの

天 然 供 給 量 や肥 料 由 来 の可 給 態 カリ蓄 積 量 が多 く，実 際 に根 に吸 収 される堆 肥 由 来 のカリが少 な

いためとした。本研究では，表 1.1-3 に示したように跡地土壌の交換性カリ含量が比較的低かった。

Wada and Odahara（1993）によると，アロフェンを主体とする黒ボク土は，カリ飽和度の上昇にともなっ

てカリウムイオン（K+）選択性が急 激 に低下するため土壌溶 液中に K+を放出しやすい。しかし，本研

究では黒ボク土の事例数が 3 分の 1 程度と多くないことから，見かけのカリ利用効率が高かったの

は，土壌からのカリ供給量が少なかったためと考えられる。 
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図 1.1-3  総 施 肥 量 （家 畜 ふん堆 肥 の有 効 成 分 量 を加 味 した施 肥 量 ）と吸 収 量 との関 係 （キャベツ）  

*1 標 準 は関 東 東 山 土 壌 肥 料 技 術 連 絡 会 議 （1954）により提 案 された目 標 値 。 

 

 

(2) レタス 

窒素吸収量は総施肥量との間に二次多項式で表わされる関係がみられ，30 g m-2 までは吸収量

が増加した（図 1.1-4）。また，レタスの見かけの窒素利用効率は 38.1％と，葉菜類全体の 56.5％より

低かった（表 1.1-3）。 

リン酸およびカリの吸収量は総施肥量に対して概ね少なかったが，堆肥無施用の場合標準とほぼ

同程度の関係を示した。見かけのリン酸の利用効率は 9.8％と他品目に比べて低く（表 1.1-3），全
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国 平 均（9％）とほぼ同 等 であった（西 尾，2003）。西 尾（2003）は，リン酸 総 施 肥 量の如 何にかかわら

ず収 量がほぼ同 等 か，わずかな増 収であり，むしろリン酸 の減 肥 事 例 において増 収 した場 合もあると

している。本研究では，跡地土壌の可給態リン酸含量は 640 mg kg-1 と土壌改善目標値の上限値

（500 mg kg-1）を上回っており，したがって，このような圃場では総施肥量を削減するべきである。 

見かけのカリの利用効率は 39.4％で，品目別では最も低かった（表 1.1-3）。キャベツではカリを贅

沢 吸 収 した事 例 があったにもかかわらず，レタスではそれがほとんどなく，特 に堆 肥 施 用 事 例 の総 施

肥量は吸収量に対して明らかに過剰であった（図 1.1-4）。元来，レタスは窒素およびリン酸に比べて

カリの吸収量が極めて多いものの（吉田，2006）， 20 g m-2 以上のカリ施用量では吸収量がほとんど

増 加 しなかった。このため，未 吸 収 のカリが蓄 積 した結 果 ，土 壌 中 の交 換 性 カリ含 量 が高 くなり（表

1.1-3），これが施 肥 カリと競 合 し，見 かけの利 用 効 率 が低 下 したことが推 定 された。なお，本 研 究 で

は，家畜ふん堆肥施用事例の割合が，収集データのスクリーニング前の時点で 55％（66 事例中 36

件）と半数を越えていた（データ略）。家畜ふん堆肥中のカリ肥効率は表 1.1-1 に示したように 90％と

高 く設 定 されているが，これはカリが堆 肥 中 で主 に無 機 態 として存 在 しているためである。一 方 ，カリ

肥 効 の高 い鶏 ふん堆 肥 を施 用 したレタス畑 では，交 換 性 カリの集 積 の実 態 が報 告 されている（大

井・大津，2003）。したがって，これらのようなカリ集積圃場は，前述の西尾（2007）による指摘のように

カリ利 用 率 が低 い可 能 性 があるので，家 畜 ふん堆 肥 中 のカリ含 量 に基 づいて堆 肥 施 用 量 を決 定 す

る必要があろう。 
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図 1.1-4  総 施 肥 量 （家 畜 ふん堆 肥 の有 効 成 分 量 を加 味 した施 肥 量 ）と吸 収 量 との関 係 （レタス）  

 *1 標 準 は関 東 東 山 土 壌 肥 料 技 術 連 絡 会 議 （1954）により提 案 された目 標 値 。  

 

 

(3) その他 

ホウレンソウの見かけの利用効率は，窒素が 45.3％，リン酸が 11.8%，カリが 64.9％と，三要素とも

にやや低かった（表 1.1-3）。リーフレタスの見かけの窒素利用効率は 23.6％と品目中最も低かった。

ブロッコリーおよびハクサイでは，見かけの窒素利用効率が 76.9 および 46.1％と，同じアブラナ科葉

菜類のキャベツより低いため，特に，窒素総施肥量が多いハクサイでは収支が 19.2 g m-2 と多かっ

た。一 方 ，ブロッコリーではカリの収 支 がマイナスとなり，交 換 性 カリを多 量 に吸 収 した可 能 性 が考 え

られた。 
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1.1.4 総合 考察および結論 

露 地 葉 菜 類 の実 収 量 は平 均 で目 標 収 量 の 114％（97～126％）とやや多 く，現 状 の施 肥 管 理 は

目標収量を満たすものの過剰傾向が伺われた。家畜ふん堆肥の施用事例は全収集データ 66 事例

のうち 36 件 と半 数 を越 え，堆 肥 施 用 に起 因 するリン酸 およびカリの過 剰 投 入 が認 められた。これ

は，家 畜 ふん堆 肥の施 用 量 が毎 回 画 一 的であったり，窒 素 成 分 量を基 準に施 用 したりしているため

と思われる。 

葉菜類全体の見かけの利用効率の平均値は，窒素が 56.5％，リン酸が 19.1％，カリが 77.9％で

あった（表 1.1-3）。窒素およびリン酸について全国平均と比較するため，西尾（2001a，2003）の報告

から同 一 作 物 のみ抽 出 すると，窒 素 が概 ね 40％以 下 （29～64％），リン酸 が概 ね 10％以 下 （6～

15％）であった。本 研 究 はいずれもこれらに比 べて高く，主 に総 施 肥 量 が少なかったことによると考え

られる。一 方 ，吸 収 量 は変 わらないかむしろ多 かったことから，可 給 態 成 分 の土 壌 蓄 積 量 が多 いこと

や地温が比較的高いことが理由として推察される。 

見かけの窒素利用効率 を品目間で比較すると，リーフレタス＜レタス＜ホウレンソウ＝ハクサイ＜ブ

ロッコリー＜キャベツの順 に高 く，栽 培 期 間 の短 い品 目 ほど低 い傾 向 であった。特 に，リーフレタスや

ホウレンソウなどの栄 養 生 長 型 葉 菜 類は，比 較 的 栽 培 期 間 が短く基 肥 主 体の施 肥 体 系であるととも

に，収穫期まで土壌中の硝酸態窒素濃度を高く保つ必要がある（相馬，1988）ためと考えられる。 

次に個々の品目についてみると，キャベツでは，窒素総施 肥 量と実収量 との間に正の相関が認め

られ，窒素総施肥量と窒素吸収量との量的関係もほぼ 1:1 であった。このことから，現行の施肥窒素

基準量の 24～29 g m-2（春キャベツを除く）は妥当な範囲にあると判断できる。しかし，レタスでは，三

要 素 すべてにおいて見 かけの利 用 効 率 が低 く，硝 酸 態 窒 素 およびカリウムの大 幅 な溶 脱 の可 能 性

が示 唆 された。したがって，レタスにおいて，環 境 負 荷 および肥 料 経 済 上 の損 失 を防 ぐためには，施

肥量とともに速効性肥料主体の従来施肥法を見直す必要がある。 
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第２章 露地畑における土壌中の水移動形態の解明  
 

2.1 モノリスライシメータを用 いた低 地 土 の水 田 転 換 畑 における溶 質 移 動 特 性 の解 析  

 
2.1.1  緒 言  
 緒 言 で述 べたように，硝 酸 態 窒 素 は陰 イオンであり，層 状 ケイ酸 塩 鉱 物 を主 体 とする土 壌 では固

相 に吸 着されず，土 壌 水 の下 方 移 動 に伴って流 出 する。このため，土 壌 水 の移 動 特 性は硝 酸 態 窒

素の溶脱に大きな影響を及ぼすとともに，畑作地帯では施肥等が地下水の硝酸態窒素汚染の主な

要 因 とされている（環 境 省 ，2007）。硝 酸 態 窒 素 の溶 脱 を低 減 するためには窒 素 投 入 量 を削 減 しな

ければならないが，作 物 生 産 性 を維 持 しつつ効 率 的 に減 らすために溶 脱 の予 測 が必 要である。した

がって，硝 酸 態 窒 素の溶 脱を予 測 するために，土 壌 中の水 移 動 特 性を把 握しておくことが重 要 であ

る。 

近年，米の需給政策によって，麦や大豆だけでなく付加価 値の高い野菜も低地土の水田転換 畑

において多 く作 付けられるようになっている（農 林 水 産 省 ，2009）。このような畑 の下 層 土 では暗 渠 排

水 による乾 燥 ，土 壌 収 縮 のために亀 裂 が生 じやすく，土 壌 水 の流 れの中 に土 壌 のマトリックス（基

質 ）を迂 回 する画 分 （＝選 択 流 ）が生 じることがある。選 択 流 は基 質 中 の細 孔 隙 内 を通 るマトリックス

流に比べて溶質を速くかつ深くまで輸送する（Jury and Horton, 2006）。そして，土壌構造の発達し

た灰 色 低 地 土 畑 で は，硝 酸 態 窒 素 の 溶 脱 が主 に 選 択 流 に 伴 って起 こることが示 唆 されている

（Hayashi and Hatano，1999）。選択流に伴う硝酸態窒素の溶脱の測定手法としては，主に選択流

を集 水 すると考 えられている暗 渠 排 水 を利 用 した例 があるが（Ragab et al.，1996, Hayashi and 

Hatano，1999），条 件 として暗 渠 より下 層 が不 透 水 層 である必 要 がある（長 谷 川 ，2002）。一 方 ，従

来 の施 設 型 ライシメータは土 壌の再 充 填 による土 層 撹 乱 の影 響 があるため選 択 流 を評 価できない。

そこで，近 年，亀裂や土壌構 造が発達したほ場の硝酸態 窒素の溶脱 量を把握できる手法として，モ

ノリスライシメータ（以 下，ML）法が開 発された（Persson and Bergström，1991）。これは特 殊な採 取

装置を用いて，土壌を未撹乱状態のまま直径 0.3～1.0 m，深さ 0.5～2.0 m の円筒管に採取するこ

とで，実験施設内に持ち運んで浸透実験を行える手法である。 

一 般 的 に溶 質 移 動 の予 測 に使 われるリチャーズ式 と移 流 分 散 方 程 式 は選 択 流 を表 せないため

（Feyen et al．, 1998），このような圃 場では溶 質の流 出予 測が困 難である。この場 合，流 出量 を移

動 現 象 の唯 一の変 数 とする伝 達 関 数モデルを用いて表 現 することが可 能であり，土 壌カラムや暗 渠

排 水のように流 出 口で溶 液 採 取が可 能な系を表 現するのに適している（Jury and Roth，2005）。本

モデルに組 み込 まれる確 率 密 度 関 数 には対 数 正 規 型 （Jury, 1982）およびガンマ型 （Jury and 

Gruber 1989，Maeda and Bergström 2000）等がある。ただし，これは溶質の移動機構を説明するモ

デルではなく，浸 透 流 出 水 中 の溶 質 濃 度 実 測 値 と最 もよく一 致 するような特 性 値 を当 てはめて近 似

させる表現モデルである（Jury and Roth, 2005）。 

土 壌 中 の溶 質 移 動 を測 定 するには，非 反 応 ・非 吸 着 性 トレーサーである重 水 （D2O）やトリチウム

水 （3H2O）を使 用 する必 要 がある。しかし，これらは非 常 に高 価 であり測 定 に特 殊 な機 器 を要 し（佐

久 間 ら，1989），簡 便 とはいえない。したがって，土 壌 中 の存 在 量 が少 なく（Bowman 1984，結 田  

1994），また，微生物との反応がなく，安価かつ測定が容易であり，硝酸態窒素（NO3
-）と同じ 1 価の

陰イオンである臭化物 イオン（Br-）または塩化 物イオン（Cl-）をトレーサーとして用いることが有効であ

る。一 方 ，火 山 灰 の風 積 物 を母 材 とする黒 ボク土 はその変 異 荷 電 のため陰 イオン吸 着 能 があり，土
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壌 中 での陰 イオンの移 動 を遅 延 させる（加 藤 ・Clothier，1991）。わが国 は火 山 国 であり，低 地 土 の

多 くは黒 ボク土 の性 質 の影 響 を受 けている可 能 性 がある。また，土 壌 粒 子 表 面 の拡 散 二 重 層 にお

ける陰イオン排除による溶質移動速度への影響も無視できず（Bolt and Bruggenwert, 1980），これ

により臭 化 物 イオンが，水 に対 して 1.05～1.64 倍 速 く流 出 したことが報 告 されている（Smith and 

Davis，1974）。  

そこで，本節では，細粒質グライ低地土の水田転換畑の未攪乱土壌を充填した ML を用いて重

水 および臭 化 物 イオンの浸 透 実 験 を行 った。その実 験 結 果 を用 いて，伝 達 関 数 モデルの一 部 で浸

透 流 出 水 量 の関 数 である確 率 密 度 関 数 による重 水 浸 透 モデルを作 成 し，マトリックス流 を主 体 とす

る黒 ボク土 畑 と浸 透 特 性 について比 較 ，検 討 することを目 的 とする。また，臭 化 物 イオンの低 地 土 に

おける溶質移動トレーサーとしての有用性を検証した。  

  

2.1.2 材料 および方法  

2.1.2.1 供試土壌およびモノリスライシメータの作製 

独 立 行 政 法 人 農 業・生 物 系 特 定 産 業 技 術 研 究 機 構 中 央 農 業 総 合 研 究 センターの茨 城 県 谷 和

原村の水田および畑圃場の地表下 56 cm までの未攪乱土壌を供試した。土壌は水田圃場が細粒

質 泥 炭 質 グライ低 地 土 ，強 粘 ～粘 質 （以 下 ，低 地 土 ），畑 圃 場 が典 型 淡 色 黒 ボク土 ，非 埋 没 腐 植

質 （以 下 ，黒 ボク土 ）である（農 耕 地 土 壌 分 類 委 員 会 ，1995）。両 圃 場 は近 接 しており，水 田 圃 場 は

火山灰台地上にある畑圃場に対して西方 1 km，標高 20 m 程度の下流に当たる。土壌採取圃場の

前歴は，水 田が水 稲 連 作から畑 転 換した大 豆 1 作 後 ，畑が大 豆 ，トウモロコシ等畑 作 物 の連作 体

系である。供試土壌の土性および物理性を表 2.1-1 に示した。 

土壌採取は，2003 年 6 月に供試土壌を層位および構造を乱さずに採取できる土壌モノリス採取

装置（前田・尾崎，2006）を用いて，内径 30 cm×長さ 65 cm の塩化ビニル管（VP-300）に充填する

ことで行った（図 2.1-1）。また，各土壌ともに 3 連で採取し実験の反復とした。採取した供試土壌は

底面から 6 cm を取り除いて土壌流出防止用のナイロンメッシュで覆い，砂利を 3 cm 厚で充填した。

これにステンレス製の支持台（高さ 3 cm）をはめ込み，採 水口を有する底蓋を取り付けることで浸透

流出水を貯水タンクに貯留できるようにした。 

 

 

 

図 2.1-1 土壌モノリス採取装置による土壌採取の様子 
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2.1.2.2 トレーサー処理および実験 方法 

  ML を降雨の影響を受けない半開放型ガラス室内に移動し無作為に並べた。土壌を底面給水に

より水道水で飽和した後，土壌構造を破壊しないように重力水を徐々に排出した。 臭素として 20 g 

m-2 相当量の臭化カリウムを重水（D2O 99.8％）200 mL に溶解した溶液をトレーサー液とした。排水

が完了した土壌の表面に洗浄ビンで液を均一散布し，無栽植条件で実験を行った。 

 散布直後から，人工降雨装置（サンケイ理化，SK-7100-25）を用いて 2.5 mm h-1 の降雨強度で連

続 30 日間 ML に水道水を滴下した。ただし，低地土を充填した 2 基の ML（L1，L3）については，降

水量が浸透水量を大きく超過しオーバーフローしたため，ML に蓋をすることで適宜降水量を調整し

た。降雨処理中は 1 日に 1～2 回浸透流出水量を測定し，一部を分析用試料として 500 mL のポリ

エチレン製 瓶 に採 取 した。なお，横 風 による雨 滴 降 下 位 置 の攪 乱 を避 けるために,実 験 設 備 の周 囲

を農業用ハウスのビニル資材で覆った。 

 

2.1.2.3 試料土壌の採 取および物理性の測 定  

低地土が L2，黒ボク土が A2 のモノリス採取時に，各層中央部の土壌を 100 mL 金属円筒を用い

て未攪乱状態で 3 反復採取し，土性以外の各項目を定法（土壌環境分析法編集委員会，1997）

に従って測定し，その平均値を示した。土性は野外土性で決定した。 

 

2.1.2.4 浸透流出 水中 の溶質濃 度 と土壌の最 大保持 水分 量の測定 

 浸 透 流 出 水 中 の 臭 化 物 イ オ ン 濃 度 は ， 適 当 な 希 釈 液 を イ オ ン ク ロ マ ト グ ラ フ （ ダ イ オ ネ ク ス ，

DX-320）で測定した。重水濃度は浸透流出水の原液を用いて，反応カラムに HOKKO PAC を用い

た TCD 付きガスクロマトグラフ（島津，GC-14B）により測定した。 

 降雨処理終了後 ML から重力水を完全に排出するため 2 日間放置した後，ルートオーガー（直径

3 cm，長さ 100 cm）を用いて土壌表面から底までの土壌を層位別に採取した。炉乾法で含水比を

測定後，乾燥密度を乗じて体積含水率を求め最大保持水分量とした。 

 

2.1.2.5 土壌水の浸 透 流出パターンのモデル化 

伝達関 数モデルについて，一定 量 の水が一定 の速度で流入する定常 状態の土 壌 カラムに，例 え

ば多量の硝酸塩を瞬時に添加した場合を想定し，その溶質移動を図 2.1-2 の模式図に示した以下

の理論によって説明する。つまり，t＝0 の時に表面に添加された N 個の硝酸イオンが，連続灌水に

よって下方移動し，移動時間 t～t +Δt の間に任意の深さから n 個流出した時，添加した硝酸イオン

のその深さまでの移動時間が t～t +Δt である確率は n/N であると考えることができる。 

ここで，定常流の場合，流出水量の積算値 I は移動時間 t に比例するので，t を I に置き換えるこ

とができる。したがって，n/N は ΔI の期間における浸透流出水中の溶質濃度（C）をそれらの総流出

量 （ΣC *ΔI）で除 した正 規 化 濃 度 によって表 せる。本 研 究 では浸 透 流 出 水 量 に対 する正 規 化 重

水 濃 度 の関 数としてプロットしたものを式(2.1-1)のガンマ型 確 率 密 度 関 数にフィッティングすることで，

浸 透 流 出 特 性 パラメータα，βを求 めた。フィッティングはαとβに適 当 な値 を次 々と代 入 することに

よって行 った。なお，確 率 密 度 関 数 には他 にフィック型 と対 数 正 規 型 があるが（Jury and Roth, 

2005），本 実験の目的 は浸透流 出 水量の関数 をモデル化することなので，深さのパラメータを必要と

しないガンマ型を採用した。 
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図 2.1-2 移動時間確率密度関数のモデル 

*1 定 常 カラム実 験 で多 量 の硝 酸 塩 を t=0 のときに添 加 した場 合 に，n 個 の  
  硝 酸 イオンが t～t+Δt の間 にカラムを通 過 する確 率 を表 わした模 式 図 。  
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                       （2.1-1） 

 
ここで I は積算浸透流出水量(mm)，α，βはパラメータであり，Γ(α)はガンマ関数である。なお，

αβ＝E(I)：溶質の平均到達浸透水量，αβ2＝Var(I)：浸透特性分布の分散を表す。 

 

2.1.3 結果  

2.1.3.1 供試土壌の物 理性 

 供試土壌の物理性を表 2.1-1 に示した。Ap 層および Ap2 層においては，低地土が黒ボク土に比

べて乾燥密度が大きく，孔隙率および飽和透水係数が小さかった。低地土の B 層は泥炭層を含む

ため，黒 ボク土に比べて乾 燥 密度 が小さく，孔隙 率が大きく，飽 和 透水 係 数が同 等もしくは小さかっ

た。 

 
表 2.1-1  供 試 土 壌 * 1 の主 な物 理 性  

層 位  -3.2kPa(pF1.5)*2

土 壌  
区 分  

深 さ 土 性  
乾 燥  

密 度  

真 比

重  液 相  気 相  

孔 隙

率  

飽 和 透 水   

係 数  

  cm  Mg m-3   m3 m-3 m3 m-3 m3 m-3 m s-1 

 Ap 0～13 CL 0.64 2.57 0.50 0.25 0.75  10-5～10-4 

黒 ボク土  Ap2 13～25 CL 0.82 2.61 0.60 0.10 0.68  10-6 

 B 25～53 LiC 0.72 2.60 0.66 0.06 0.72  10-7～10-6 

  Ap 0～10 CL 0.97 2.57 0.61 0.01 0.62  10-6～10-5 

低 地 土  Ap2 10～25 CL 0.90 2.54 0.66 0.00 0.65  10-9～10-7 

  B 25～53 CL 0.36 2.55 0.83 0.03 0.86  10-8～10-6 
 

*1 土 壌 採 取 は黒 ボク土 が A2，低 地 土 が L2 のモノリス採 取 地 点 において行 った。 
*2 マトリックポテンシャル-3.2 kPa のときの液 相 率 および気 相 率 。  
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2.1.3.2 積算降水 量および積算浸 透流出 水量  

積算降水量および積算浸透流出水量の推移を図 2.1-3 に示した。黒ボク土のすべての ML およ

び低地土の L2 は，積算浸透流出水量が積算降水量とほぼ同様に推移し，降雨処理後の重 力水

の完全排水までで 1,624～1,663 mm に達した。一方，低地土の L1 および L3 は降水処理開始から

3 日目以降浸透流出水量が激減し，積算量は 224 および 730 mm に留まった。積算降水量（1,785 

mm）に対する浸透流出水量の割合は黒ボク土で 91～93％，低地土の L2 で 92％であったが，L1 お

よび L3 は 13％および 40％と極めて小さかった。 
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図 2.1-3 積 算 降 水 量 および積 算 浸 透 流 出 水 量 の推 移  

 

2.1.3.3 臭化物イオンおよび重水 の収支 

ML1 本当たりの臭化物イオンおよび重水の収支および回収率を表 2.1-2 に示した。添加量から

積 算 溶 脱 量 を差 し引 いた臭 化 物 イオンの収 支 は，黒 ボク土 ，低 地 土 ともに正 であり，土 壌 中 にその

一部が残存したことが考えられる。臭化物イオンの回収率は黒ボク土では 94～96％，低地土では L2

が 96％であったものの，その他は 58，78％と低かった。 

 重水の積算溶脱量は添加量より 7～29 mg 程度多かったため，回収率は黒ボク土で 106～108％，

低地土で 54～115％と臭化物イオンに比べて L1 を除いて高く，100％を超過したものが多かった。ま

た，低地土における ML 相互の重水回収率は臭化物イオンと同様 ML 間差が大きかった。 

 
表 2.1-2 ML1 基 当 りの臭 化 物 イオンおよび重 水 の収 支   

臭 化 物 イオン   重 水   

添 加

量  

溶 脱

量  
収 支  

回 収

率  
 

添 加

量  

溶 脱

量  
収 支  

回 収

率  土 壌  

ML 

試

料  
(A) (B) （A-B）

(B/A 

×100)
(A) (B) （A-B） 

(B/A

×100)

    mg mg mg % mg mg mg  % 

 A1 1,284 1,213  72 94  200 215 -15  108 

黒 ボク土  A2 1,284  1,232  52 96  200 212 -13  106 

 A3 1,284  1,224  61 95  200 211 -11  106 

  L1 1,284  743  541 58  200 107 93  54 

低 地 土  L2 1,284  1,228  56 96  200 229 -30  115 

  L3 1,284  999  286 78  200 174 26  87 
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2.1.3.4 臭化物イオンおよび重水 の浸透流 出 特性 

積 算 浸 透 流 出 水 量 に対 する臭 化 物 イオンおよび重 水 の正 規 化 濃 度 （浸 透 流 出 水 中 濃 度 （C)/

添加量（C0））の流出濃度曲線を図 2.1-4 に示した。黒ボク土における溶質濃度のピークは，臭化物

イオンが重水に比べて 1.4～1.5 倍遅かった。一方，低地土（L2）では両者の濃度ピークの出現位置

は同じく積算浸透流出水量 183 mm で，臭化物イオンの浸透の遅延はみられなかった。しかし，重水

が 183 mm で鋭敏なピークを示したのに対し，臭化物イオンは 133～183 mm 付近で最高値に達して

いることから，重水よりやや早い流出がみられた。また，黒ボク土は個々の ML がほぼ似通った溶質濃

度の推移を示したものの，低地土は ML ごとに大きく異なった。 
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図 2.1-4  積 算 浸 透 流 出 水 量 に対 する臭 化 物 イオン（Br－）および重 水 の正 規 化 濃 度  

 
2.1.3.5 重水の浸透 流 出特性のモデル化 

  図 2.1-4 に示した浸透流出水の正規化重水濃度の流出濃度曲線に，ガンマ確率密度分布関数

を近似させることによってモデル化し，図 2.1-5 に積算浸透流出水量に対する正規化重水濃度の推

定曲線を示した。 

黒ボク土は，すべての ML で推定曲線によって重水濃度のピーク位置を示すことができた。さらに

A2 では，α＝11，β＝30 の浸透特性パラメータで表される推定曲線によって重水正規化濃度の推

移 を正 確 に表 現 することができた。A2 における重 水 濃 度 のピーク位 置 は，圃 場 容 水 量 に相 当 する
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最大保持水分量の 308 mm とほぼ同じ 309 mm であり，平均到達浸透流出水量：αβの 330 mm と

比べても 20 mm 程度の差であった。なお，A2 以外では濃度の急激な増加や緩慢な減少をモデルに

よって正確に表現できなかった。 

低地土は，L2 においてα＝4.5，β＝53 のパラメータで表される推定曲線によって正規化重水濃

度の推移を示すことができた。このとき，重水濃度のピーク位置は 180 mm であり，平均到達浸透流

出水量：αβの 239 mm より 59 mm 前方，また最大保持水分量の 267 mm より 87 mm 前方であった。

他の ML の濃度ピーク位置は 79 mm および 129 mm であり，最大保持水分量の 302 mm および 300 

mm よりも極めて前方に現れたものの，重水濃度の分布が複雑なためモデル化できなかった。 
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図 2.1-5 重 水 流 出 推 定 曲 線 と最 大 保 持 水 分 量 * 1 

*1 最 大 保 持 水 分 量 は圃 場 容 水 量 （-3.2 kPa）相 当 の土 壌 水 分 量 。 

 

2.1.4 考  察 

細粒質泥炭質グライ低地土（以下，低地土）の水田転換畑における溶質の浸透流出特性を把握

するため，未 攪 乱 土 壌 を充 填したモノリスライシメータを用 いて不 飽 和 定 常 条 件 における臭 化 物イオ

ンおよび重水の浸透実験を行った。その結果，ガンマ確率密度分布関数を用いて積算浸透流出水

量に対する正規化重水濃度をパラメータフィッティングすることによって，α＝4.5，β＝53 のパラメー

タで表 される溶 質 移 動 モデルを作 成 した（図 2.1-5）。このモデルで表 される推 定 曲 線 のピーク出 現

時 の流 出 水 量 と土 壌 の最 大 保 持 水 分 量 との大 小 関 係 から，水 移 動 に対 する選 択 流 の寄 与 につい

て検 討 した。土 壌 中 において重 水 が，もし，すべてマトリックス流 によって下 方 浸 透 するならば，重 水
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の流 出ピークは積 算 浸 透 流 出水 量 が最 大 保持 水 分 量（＝圃 場 容水 量 ）に到達した時に現れる。典

型 淡 色 黒 ボク土 （以 下 ，黒 ボク土 ）では流 出 ピークと最 大 保 持 水 分 量 が一 致 したが，低 地 土 では流

出 ピークが最 大 保 持 水 分 量 の前 方 に認められた（図 2.1-5）。このことから，黒 ボク土は土 壌 水 の流

れがマトリックス流主体と考えられ，Hasegawa and Sakayori（2000）の見解と一致した。一方，低地土

には土 壌 水 の流 れの中 に流 速 の極 めて速 い画 分 ，つまり選 択 流 が多 く含 まれていたことは明 らかで

ある。同じ手法により，Maeda and Bergström（2000）は強粘質のインセプティソル（Inceptisol）におい

て，Maeda and Ota（2006）はアルティソル（Ultisol）に属する粘質の黄色土においてともに選択流が

発生したことを示している。 

臭 化 物 イオンおよび重 水 の浸 透 流 出 特 性 を比 較 した。その結 果 ，低 地 土 は黒 ボク土 で認 められ

た臭 化 物 イオンの流 出 遅 延 はなく，両 トレーサーの濃 度 ピークはほぼ同 じ流 出 水 量 時 に現 れた（図

2.1-4）。このことには低 地 土 と黒 ボク土 の陰 イオン吸 着 能 の違 い（和 田 ，1981）の影 響 が推 察 され，

それをほとんど有 しない層 状 ケイ酸 塩 鉱 物 を主 体 とする低 地 土 では，臭 化 物 イオンが重 水 とほぼ同

様 の浸 透 流 出 特 性 を示 したと考 えられる。一 方 ，本 研 究 では，低 地 土 の採 土 地 点 が地 理 的 に黒 ボ

ク土台 地 の下 流に当たるため，土 壌 浸 食にともなう黒ボク表 土の混 入 の可 能 性がある。しかし，土 壌

中の有機態炭素量が 10 g kg-1 程度あれば陰イオン吸着能は無視でき（Wada S.I. and Wada K.，

1985），硫 酸 イオン共 存 下では硝 酸 イオンの吸 着はほとんどない（亀 和 田 ，1994）。畑 土 壌 には一 般

的にこの程 度の有 機態 炭素や硫酸 イオンが含まれることから，臭化物 イオンの吸着の可 能性 を考 慮

する必要はないと考えられる。 

 低地土では，臭化物イオンがわずかではあるが重水より早く流出する傾向がみられた（図 2.1-4）。

しかし，重 水 と似 た性 質 のトリチウム水 は，トリチウム自 体 が土 壌 に収 着 され，陰 イオンに比 べて移 動

が遅延する可能性があり（Van de Pol et al. 1976，Logsdon et al. 2002），カラム実験における塩化

物イオンとトリチウム水との 10％の流出速度の差が，圃場 条件では問題にならないことが指 摘されて

いる（Jacobsen et al.，1992）。本研究では，図 2.1-4 に示した流出ピーク時の積算浸透流出水量か

ら，臭 化 物 イオンと重 水 の流 出 速 度 の差 は 14％と計 算 された。したがって，低 地 土 では臭 化 物 イオ

ンの固 相 近 傍 からの排 除 が生 じていたものの，これらの既 往 の見 解 から，その移 動 に及 ぼす影 響 は

無視しうると結論した。 

 

 

2.2 灰色低 地土の露 地 野菜畑におけるマトリックス流と選 択流の定 量 化 

 

2.2.1 緒言  

 前 節 では，定 常 状 態 での室 内 実 験 によって，低 地 土 の水 田 転 換 畑 における土 壌 中 の水 移 動 形

態 に流 速 の速 い選 択 流 が多 く含 まれることを明 らかにした。細 粒 質 の灰 色 低 地 土 畑 においては，選

択 流 が 硝 酸 態 窒 素 を 下 層 土 に 輸 送 す る 主 要 な メ カ ニ ズ ム で あ る こ と が 明 ら か に さ れ て い る

（Pampolino et al.，2000）。また，室内実験によって，少ない保水容量および小さい有効陽イオン交

換 容 量 を有 する中 粒 質 の灰 色 低 地 土 の作 土 から，多 量 のアンモニア態 窒 素 が溶 脱 することが明 ら

かにされている（藤冨・末吉，2009）。したがって，浸透水に対する選択流の寄与割合を明らかにする

ことは，根域下に流れるアンモニア態窒素および硝酸態窒素の挙動を予測するために重要である。 

 水 移 動 特 性 に関 する先 行 研 究 では，作 物 を作 付 けした黒 ボク土 畑 からの水 移 動 について水 収 支

法 とダルシー則 の併 用 によって，選 択 流 が年 間 の総 流 出 量 の 16～27％に相 当 することが推 定 され
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た（Hasegawa and Eguchi 2002，Eguchi and Hasegawa 2008）。また，気象パラメータを用いた水収

支モデルによって，収 縮 性 粘 質 土 壌 における選 択 流 の割 合 が，年 間 浸 透 流 出 量 の 16％に相 当す

ることが間接的に推定された（Bouma and de Laat，1981）。これらの研究は，ダルシー則のみを適用

する従 来 の手 法 では，圃 場 条 件 下 における水 移 動 の直 接 的 定 量 が困 難であることを示 している。そ

れゆえに，選択流とマトリックス流のフラックスを分別定量することはより一層困難である。 

 仮に，圃 場において表面流去 水 が無視されるならば，任 意の深さからの浸透流 出水量は，降水量

から蒸 発 散 量 と貯 留 水 量 の変 化 量 を差 し引 く水 収 支 法 によって求 めることができる。しかし，蒸 発 散

量 の実 測 は困 難 であるため，通 常 では気 象 学 的 手 法 によって推 定 されている。もし，土 壌 水 分 の測

定 期 間を豪 雨 発 生 時 の短 期 間 に限 定するならば，蒸 発 散 量を無 視できる（長 谷 川 ，2006）ので，任

意 の深 さまでのマトリックス流 と選 択 流 の合 計 は，積 算 降 水 量 から目 的 の深 さまでの貯 留 水 量 の変

化量を差し引くことによって求めることが可能である。 

 畑地の不飽和条件における土壌水の浸透を，土層を乱さずに観測できる手法としてパンライシメー

タ法が考えられている。パンライシメータ法は，金 属板（パン）を土 層に挿 入する方 法で，土 壌 中の粗

孔隙を通る重力水を主に集水すると考えられている（Jemison and Fox，1992）ことから，ゼロテンショ

ンライシメータ（Russel and Ewell，1985）とも言われる。したがって，マトリックス流が主体の黒ボク土に

設置されたパンライシメータは，年間降水量 の 2～11％しか集水できなかった（金子ら，2002）。一方，

構 造 が発 達 した粘 質 土 壌 において，パンライシメータの採 水 パンは選 択 流 の水 みちを遮 断 できるた

め，それを測定するのに使えることが示された（Barbee and Brown，1986）。これらの事例は，構造が

発 達 した灰 色 低 地 土 に対 するマトリックス流 と選 択 流 の分 別 定 量 化 技 術 として，パンライシメータ法

が有効である可能性を示唆している。 

 本節の目的は，簡略 化した水収 支法とパンライシメータ法を併用してマトリックス流および選択流の

双方を定 量 的に推 定することであり，特に，土 壌構 造が発 達した灰色 低地 土 畑の下層に着目 した。

なお，任 意 の深 さを下 方 浸 透 している水 の動 態 を把 握 するには，対 象 とする深 さの水 分 状 態 と圃 場

容水量を比較することが重要である。Hasegawa（2000）によると，排水良好な土壌の圃場容水量は，

土壌水の降下浸透が充分小さくなったと考えられる降雨 2～3 日後の水分状態である。そこで，本 研

究では，圃場容水量を多量の降雨後 48 時間目における土壌体積含水率と定義した。 

   

2.2.2 材料 および方法  

2.2.2.1 実験場所 

 本研究は 2005 年 9 月 14 日から 2006 年 6 月 26 日まで福岡県久留米市善導寺町の農家キャベ

ツ（Brassica oleracea L. var. capitata）圃場において実施した。1995 年から 2005 年における久留

米市の年間降水量の平均および平均気温は 1,803 mm および 16.3℃であった。供試土壌は細粒灰

色低地土，灰褐系（Soil Taxonomy/FAO-UNESCO; thermic, Aeric Haplaquent/Fluvisol）で，下層 土

には亜角塊状および粒状の土壌構 造が発達している。供 試土壌の物 理性の一部 を表 2.2-1 に示

す。土 性 は粘 土 含 量 が 20～23％の CL（国 際 法 ），主 要 粘 土 鉱 物 はスメクタイトである（江 頭 ら，

1994）。供試土壌は乾燥密度（仮比重）が 1.23～1.39 Mg m-3 と高く，孔隙率が 0.45～0.52 m3 m-3

と少ない。飽和透水係数は表層および 60 cm 以下の下層土では高く，次表層および下層土上部で

は低 かった。下 層 土 の断 面 には，亀 裂 および植 物 根 の跡 やミミズの活 動 によって形 成 された直 径 3

～4 mm の管状の粗孔隙が多数観察された。  
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表 2.2-1   試 験 圃 場 の土 壌 の主 な物 理 性 （2005)  

体 積  
層 位  深 さ 土 性 *1 真 比 重

乾 燥  

密 度  
孔 隙 率

含 水 率 *2 

飽 和  

透 水 係 数  

 cm   Mg m–3 m3 m–3 m3 m–3 m s–1 

表 層  0～15 CL 2.54 1.23 0.52 0.49  10–6 

次 表 層  15～27 CL 2.52 1.39 0.45 0.44  10–9～10–8 

下 層    27～60 CL 2.57 1.34 0.48 0.43  10–8～10–5 

 60～80  CL*1 – 1.23 0.52 0.42  10–6～10–4  
*1 下 層  (0.60～0.80m)の土 性 は野 外 土 性 による。  

*2 －3.1 kPa（pF1.5）のマトリックポテンシャル相 当 の値 。 

 

2.2.2.2 試験区の設 定  

  試験区の設定状況を図 2.2-1 に示す。表面水の流出入を避けるため，キャベツの定植直前に，

試験区（幅 75 cm，長さ 90 cm）をポリ塩化ビニル製の枠板で取り囲み，3 株の苗を各々が 30 cm 間

隔 となるようその中 に定 植 した。供 試 品 種 は‘彩 ひかり’，栽 培 は福 岡 県 野 菜 施 肥 基 準 の晩 出 し栽

培に準じて行った。定植は 2005 年 9 月 25 日に，幅 120 cm，高さ 10 cm に成形した畝に条間 50 cm，

株間 30 cm の 2 条千鳥植えで行った。このときの栽植密度は 40,000 株 ha-1 であった。2006 年 2

月 8 日に収穫し，その後 6 月 26 日まで裸地状態を維持した。なお，キャベツ苗の活着を促進するた

めに，定植後の 6 日間に地下水を合計 13 mm 灌水した。 

 

2.2.2.3 土壌の体積 含 水率および降水量の測 定 

土壌中の体積含水率は TDR 法によって以下のように測定した。TDR 水分測定計は TDR プロー

ブ（独 IMCO 社製，TRIME-ITC），データロガー（白山工業社製，LS-3000）および車用 12 V バッテ

リーによる外部電源から構成される。TDR プローブの設置状況を図 2.2-1 に示した。試験区の片側

の長辺脇に幅 50 cm，長さ 100 cm，深さ 100 cm の縦穴を掘削し，キャベツ 1 株の直下の 20，40 お

よび 60 cm の深さに，3 本の TDR プローブをそれぞれ 1 本ずつ縦穴の垂直壁面に対し 45°の角度

で挿 入 した。斜めに挿 入 した理 由 は，鉛 直 方 向 に連 続 する亀 裂 や粗 孔 隙 をセンサーの感 知 領 域 が

横切る可能性を高めるためである。プローブの先端からは長さ 11 cm の 2 本のロッド（センサー）が突

き出ており，その中心が測定深となるよう設置した。そのため，地表から 20，40，60 cm の深さの体積

含水率は，厳密にはそれぞれ 16～24，36～44，56～64 cm の土層の平均値である。また，各々のプ

ローブは土壌水の浸透の攪乱を避けるため，互いに 10 cm の間隔を空けた。降水量は試験区横の

転倒マス式雨量計で測定した。すべての測定は 1 時間間隔で行った。 
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図  2.2-1  試 験 圃 場 における TDR プローブとパンライシメータの設 置 状 況   *1 図 中 の数 値 の単 位 は cm。  
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なお，本研究では，前述のように圃場容水量は多量降雨後 48 時間目の体積含水率を指す。便

宜上，24 時間の連続降水量が 20 mm 以上となった降雨イベントを多量降雨と定義し，調査期間に

発生した 15 回での体積含水率を測定深さごとに平均し圃場容水量とした。 

 

2.2.2.4 水収支法による流出水量 の算出 

 任 意 の深 さからの浸 透 流 出 水 量 は，降 水 量 から表 面 流 去 水 量 ，蒸 発 散 量 および貯 留 水 量 の変

化量を差し引く次式の水収支法によって求めることができる（Hasegawa and Sakayori，2000）。 

                 ΣP－R＝ET＋D＋ΔS                                 (2.2-1) 

ここで，R は表面流去水量で，本研究では無視できる。マトリックス流と選択流の合計は積算降水量

から貯 留 水 量 の変 化 量 を差 し引 くことにより求 められ，豪 雨 時 には蒸 発 散 量 （ET）を無 視 することが

できる（長谷川，2006）。そこで，次の水収支式が成立する。 

                  Dw＝ΣP-ΔS                                        (2.2-2) 

ここで，Dw は深さ 60 cm からの浸透流出水量（mm），ΣP は積算降水量（mm），ΔS は深さ 60 cm ま

での貯留水量（S）の変化量（mm）である。水収支の対象期間は多量降雨の開始の 1 時間前から終

了後 48 時間目までとした。 

 なお，ΔS は本来，地表から深さ 60 cm までの土層を対象としなければならないが，本研究では 0

～16 cm の体積含水率を測定していないため，正確には深さ 16 cm から 64 cm までの土層の貯留

水 量 変 化 量 である。なお，地 表 付 近 の体 積 含 水 率 は地 表 面 からの土 壌 水 の蒸 発 により常 に低 いた

め，適度な湿潤状態であればその変化量が数日から 1 週間の水収支に及ぼす影響は小さいと考え

られる．ΔS の計算は次式に従って行った。 

( ) ( ) 480
33

321321 ∗
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ ++

−
′+′+′

=
WWWWWWSΔ               （2.2-3) 

ここで，W1 は深さ 20 cm（16～24 cm），W2 は同 40 cm（36～44 cm），W3 は同 60 cm（56～64 cm）の

降雨前の体積含水率（m3 m-3），W1
′，W2

′，W3
′は降雨後の体積含水率（m3 m-3）である。 

ただし，前述のように，本研究では深さ 0～16 cm の体積含水率を測定していないため，貯留水 量

の変化量はある程度の誤差を含むことに留意する必要がある。  

 

2.2.2.5 気象学的 手法 による蒸発 散量の推 定  

 蒸 発 散 量 を簡 易 に推 定 できるソーンスウェイト法 （Thornthwaite，1948）を使 用 した。ソーンスウェイ

ト法 は月 平 均 気 温 の関 数 として計 算 された月 ごとの可 能 蒸 発 散 量 （ETt）で，十 分 な土 壌 水 分 を持

つ圃場に適 用できる。しかし，ソーンスウェイト法によって求 められた蒸発散量は，夏季に過 大 評価さ

れ，冬 季 に過 小 評 価 される傾 向 にあるため，それを補 正 するために月 ごとの補 正 係 数 が提 案 されて

いる（Nakagawa，1984）。本 研 究 では推 定 された毎 月 の蒸 発 散 量 に補 正 係 数 を乗 じたものを積 算 し，

調査期間（9 月 16 日～6 月 24 日）の蒸発散量とした。なお，9 月と 6 月は調査期間が 1 ヶ月に満た

ないので，調査期間日数を 30 日で割った係数を各月の可能蒸発散量に乗じることで概算した。 

 

2.2.2.6 パンライシメータの設置および流出水 の採水 

パンライシメータのサンプラー（パン）を，図 2.2-1 に示したようにその先端が 60 cm の深さになるよ

う埋設した。ステンレス製のパン（30×30 cm，900 cm2）は，わずかに上向き角度を付けた上で，土層
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攪乱を最小限にするために縦穴の垂直壁面から車用のジャッキを使って注意深くキャベツ株の真下

に挿入した（図 2.2-2）。パンによって遮断された下方移動水は PVC 菅を通ってその下方に埋設され

た 20 L の容器内に導入される。2 つのパンライシメータを，それらの間に挿入された TDR プローブと

並 べて，（パンの中 心 を基 準 にして）60 cm の間 隔 を開 けて設 置 した。採 水 は，調 査 圃 場 付 近 の

AMeDAS 観測点における連続降水量が 20 mm を越えた場合に実施した。 

 

 
 

図  2.2-2 試験圃場におけるパンライシメータの設置作業の様子 

 

2.2.3 結果 および考察  

2.2.3.1 降水量 

調査期間の積算降水量は 1,237 mm で，これに灌水量を加えた総降水量は 1,250 mm であった

（表 2.2-2）。また，調査期間中，日降水量が 50 mm を越える降雨イベントが 4 回発生し，最大日降

水量は 2006 年 6 月 26 日の 109 mm であった（図 2.2-3a）。9 月 14 日の調査開始から 2 月 8 日ま

での約 5 か月間は降水量が 215 mm と少なかったが，それ以降の約 5 か月間では 1,022 mm と平年

（846 mm）に比べて 1.2 倍多かった。 

 

表 2.2-2  2005 年 9 月 14 日 ～2006 年 6 月 26 日 の期 間 における水 収 支  

    ETw
*4 

期 間       P*1      Dw
*2     ΔS*3 

（P–Dw–ΔS）
ETt

*5 

  mm  mm mm mm mm 

9/14～30      13*6 0  –6   19   44 

10 月   29 0  –26   55   57 

11 月  85 9  22   54   27 

12 月  37 0  12   25    5 

1 月  40 15  –4   29   11 

2 月  119 90  7   21   17 

3 月  96 73  –13   35   24 

4 月  267 218  4   45   34 

5 月  255 196  12   47   78 

6/1～26 310 245  29   36   73 

計  1,250 846  37  367  371 
 
*1 積 算 降 水 量 （灌 水 量 を含 む）。 
*2 浸 透 流 出 水 量 。 
*3 貯 留 水 量 の変 化 量 。 
*4 水 収 支 法 で求 めた蒸 発 散 量 。 
*5 補 正 係 数 （Nakagawa, 1984）で修 正 したソーンスウェイト法 による蒸 発 散 量 。 
*6 積 算 降 水 量 に灌 水 量 を加 算 した値 。 
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2.2.3.2 深さ 20，40 および 60 cm における土 壌の体積 含 水率の推 移   

土壌の体積含水率の推移を図 2.2-3b，c に示した。圃場容水量は，深さ 20，40 および 60 cm に

おける体積含水率で表わすと 0.291，0.383，0.374 m3 m-3 に相当した。深さ 20 cm の体積含 水 率は，

9 月 16 日から 4 月 3 日の期間中圃場容水量をわずかに越えただけであったが，4 月 4 日以降では

それを大きく越えた。深さ 20 cm における土壌含水率の増加が，もし，降水強度と土壌水の浸透速

度の関係に依存しているならば，土壌含水率の 4 月 4 日以降の頻繁な上昇は，降水強度が浸透速

度を上回ったために生じたものと思われる。一方，深さ 40 および 60 cm における体積含水率は頻繁

にほとんど同 時 に圃 場 容 水 量 を越 えた。これらの結 果 は，土 壌 水 の下 層 への急 速 な移 動 が上 層 か

らの排水に対応して瞬間的に発生したことを示していると考えられる。 

 

2.2.3.3 深さ 60 cm までの貯留水 量の推移 

深さ 60 cm までの貯留水量の推移を図 2.2-3d に示した。貯留水量（S）は 16 から 64 cm までの

土層の平均体積含水率に層厚（48 cm）を乗じた値で示される。貯留水量の推移は降雨パターンに

概ね対応し，秋には極少雨のため急激な減少傾向を示した。また，貯留水量は 9 月 14 日から 6 月

26 日の全期間中 130～220 mm の範囲で変動した。 
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図 2.2-3  (a)日 降 水 量 ，(b)20 cmおよび40 cmの深 さの体 積 含 水 率 ，(c)60 cmの深 さの体 積 含 水 率 ， 

       (d)60 cmの深 さまでの貯 水 量 （2005～2006）    *1 WCは体 積 含 水 率 ，FCは圃 場 容 水 量 。 

         *2 (b)，(c)中 の横 線 は圃 場 容 水 量 相 当 の体 積 含 水 率 。   
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2.2.3.4 豪雨時における土壌体積 含水率と流 出水量 

2006 年 4 月に発生した豪雨時における体積含水率の推移を図 2.2-4 に示した。降雨は 4 月 10

日午前 0 時に始まり，4 月 11 日午前 6 時に終了し，積算降水量は 120 mm であった。連続降雨中，

深さ 40 および 60 cm の体積含水率は圃場容水量に相当する 0.383 および 0.374 m3 m-3 を越えて

いた。降雨が終了すると，体積含水率は 4 月 11 日の午前 12 時まで急速に減少し，その後緩やか

に低下した。 

次 に，図 2.2-4 の豪 雨 時 における積 算 降 水 量 （ΣP），貯 留 水 量 の変 化 量 （ΔS），および式

(2.2-2)から求めた流出水量（ΣP-ΔS）の推移を図 2.2-5 に示した。貯留水量の変化量は降雨開始

直後から 9 時間後まで変化しなかった。このことは，降雨開始後の最初の数時間に下方浸透水が深

さ 16 cm に到達していなかったためと考えられ，同様の現象は他の降雨イベント時にもみられた。貯

留水量の変化量は積算降水量に引き続いて増加し，4 月 10 日午後 10 時にピークに達した後急速

に減少し，その後，4 月 12 日午前 10 時までの 14 時間に緩やかな低下を示した。Hasegawa and 

Sakayori（2000）は，連 続 降 雨 に続 く貯 留 水 量 の変 化 量 の急 速 な減 少 が選 択 流 によるものであるこ

とを指摘している。本研究においては，この時点で深さ 60 cm の体積含水率が圃場容水量を越えて

おり（図 2.2-4），選 択 流 が発 生 したことが示 唆 された。なお，この降 雨 イベントにおける総 流 出 水 量

は 118 mm であった。 
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図 2.2-4  豪 雨 時 における土 壌 深 さ別 の体 積 含 水 率 および1時 間 降 水 量  

 
*1 Y軸 のラベルは日 付 および時 刻 。 
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図 2.2-5  豪 雨 時 における水 収 支  

 
*1 Y軸 のラベルは日 付 および時 刻 。 

*2 P：1時 間 降 水 量 ，ΣP：積 算 降 水 量 ，ΔS：貯 留 水 量 の変 化 量 。 

 

2.2.3.5 水収支法で求 めた調査期 間の総流 出 水量 

  調査期間（2005 年 9 月 14 日～2006 年 6 月 26 日）の総流出水量を表 2.2-2 に示した。これは，

調査期間に 27 回発生した連続降水量が 20 mm を越える降雨イベント時に水収支法によって求め

た流出水量の合計である。その結果，60 cm より下層に流出した水量は 292 日間で 846 mm であっ

た。黒ボク土では，深さ 100 cm からの年間流出水量は 7 年間の平均で 476 mm であり，流出水量を

積算降水量で除した流出率は 39％であることが報告されている（Eguchi and Hasegawa，2008）。本

研究における流出率は 68％であり，主にマトリックス流によって土壌水が移動する黒ボク土のものより

高かった。Eguchi and Hasegawa（2008）は年間降水量 1,227 mm と流出水量から蒸発散量を求め，

751 mm とした。試験圃場のある久留米市の平年の年間降水量 1,803 mm から，仮にこの地域の年

間実蒸発散量 700 mm（大槻ら，1984）を差し引くことで求めた流出水量は 1,103 mm であり，流出率

は 61％となる。したがって，流出率の Eguchi and Hasegawa（2008）との違いは土壌だけでなく地域的

な降水量の違いにも基づくと考えられる。 

 

2.2.3.6 水収支法による流出水量 の推定精 度  

  水 収 支 法 による総 流 出 水 量 の推 定 値 の精 度 を評 価 するために，水 収 支 法 で推 定 した蒸 発 散 量

（ETw）とソーンスウエイト法（1948）による可能蒸発散量（ETt）を表 2.2-2 に示した。本研究ではこれ

まで，豪雨 を含む短期 間の水収 支 を取り扱ってきたため対象 期間の蒸発 散量を無視してきたが，対

象期間を月単位とすれば無降雨期間も多く含まれる。この間当然，土壌表面から蒸発散が生じてい

るので月間の水収支は式(2.2-4)となる。 
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                  Pm＝ETwm＋Dwm＋ΔSm                               (2.2-4) 

ここで，Pm，ETwm，Dwm，ΔSm は月ごとの積 算 降 水 量 ，蒸 発 散 量 ，流 出 水 量および貯 留 水 量 の変 化

量であり，Dwm は個々の降雨イベントで求めた流出水量の月別合計である。 

さらに，式(2.2-4)を式(2.2-5)に変形すると， ETwm の全期間の合計（ETw）は式（2.2-6)で表せる。 

              ETwm＝Pm-Dwm-ΔSm                               (2.2-5) 

              ETw＝Σ(Pm-Dwm-ΔSm)                              (2.2-6) 

その結果，求められた全期間蒸発散量（ETw）は 373 mm であった。次に， Nakagawa（1984）が提

案した補 正 係 数を用いたソーンスウエイト法による可 能 蒸 発 散 量を計 算 したところ，本 研 究 と同 期 間

において 371 mm であった。ペンマン法およびモートンの補完式を用いた北部九州の 10 月から 6 月

の実蒸発散量は 350 mm とされ（大槻ら，1984），これらと比較した結果，本研究で求められた全期

間蒸発散量は同程度であることから，水収支法による総流出水量は概ね妥当な値と考えられる。 

 

2.2.3.7 パンライシメータで測定した流出水量  

パンライシメータで測定した 60 cm 以下への流出水量を表 2.2-3 に示した。個々のライシメータに

おける調査期間の流出水量は 807 mm（No.1）および 237 mm（No.2）で，No.1 の期間流出水量は 2

つの採 水 期 間 において降 水 量 を上 回 り，過 剰 に集 水 していた。パンライシメータが，もし，主 に選 択

流を集水するならば，集水量の違いには集水部（パン）の面積（Radulovich and Sollins，1987），地

表面の凹凸などの設置状況（長谷川，2003）や亀裂および粗孔隙の連続性（佐藤，1992）が影響す

る。本研究では両パンライシメータの最短距離は 30 cm しかなく（図 2.2-1），試験区が枠で囲まれて

いるため地表水の流出入は無視できる。試験区内は，豪雨のたび一面湛水状態 を呈していたことか

ら，豪雨時に試験区表面に滞留した水が No.2 の直上から移動し，No.1 の直上に偏って集積したり，

あるいは No.1 の集水面に向かって亀裂が生じていたりした可能性が考えられる。元々パンライシメー 

タ法はかなりの測定誤差をともなう方法であることが知られている。Zhu et al.（2002）は，採水量の許

容誤差を 30％以内とした場合に，5％の有意水準を確保するには最低 8 反復を要するとした。その

ため，本研 究で得られた個々の結 果を単純に平均し，供試圃場の代 表値とすることは些か問題があ

ると言わざるを得ない。しかし，本研究では 2 つのパンライシメータ直上を枠で囲っており，地表水の

流出入はないことから，ここで得られた流出水量については紛れもない事実である。したがって，本研

究 の結 果 をこの試 験 区 内 で生 じた限 定 的 な事 象 として取 り扱 うならば，便 宜 上 ，両 者 のデータを平

均して差し支えないと考える。 

流 出 水 量 を積 算 降 水 量 で 除 し て求 めたパンライシメ ータの集 水 率 は 19～65％であった（表

2.2-3）。これについては，土壌構造が未発達の黒ボク土畑では 2～11％（金子ら，2002），それが発

達したアルフィソル（多湿の鉱質土壌）では平年で 14～21％，多雨年で 45％であることが報告されて

いる（Zhu et al.，2002）。これに対し本 研 究は，少なくとも構 造 が未 発 達 でマトリックス流が主 体 と考

えられる黒 ボク土 畑を上 回り，平 均では 42％とそれが発 達している土壌 の多 雨 年に匹敵 した。一方 ，

選択流は，日流量がマトリックス流の 1.7 倍以上であり，そのため発生回数の割に年浸透水量が多

い（江口，2006）ことから，本研究では選択流が多く生じたものと推定される。 

選 択 流 が生 じるには，降 水 強 度 が土 壌 水 の土 壌 マトリックスへの侵 入 速 度 を越 えなければならな

い （ 長 谷 川 ， 2003 ） 。 こ の た め ， 選 択 流 は 短 期 間 の 多 量 の 降 雨 に よっ て 発 生 し （ Hasegawa and 

Eguchi，2002），団粒構造が発達した黒ボク土では，週降水量が 200 mm を越える 2 回の豪雨時に

パンライシメータの年間採水量の 84％を集めたことが報告されている（Russel and Ewell，1985）。本
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研 究では，№1 において，132，158，209 mm の流 出水 量 が観 測された期間の積 算 降水 量 は 100 

mm を越えるとともに，いずれも最大降水強度が 10 mm h-1 以上と高かった（表 2.2-3）。このことはす

なわち，パンライシメータで求めた流 出 水 量 が，構 造 の発 達 した灰 色 低 地 土 における短 期 間 の豪 雨

を含む気象条件での浸透実態を反映し，選択流が生じていたことを示唆するものと考えられる。 

 
表 2.2-3  2005 年 9 月 14 日 から 2006 年 6 月 26 日 の期 間 における降 水 量 ，水 収 支 法 および 

パンライシメータ法 による浸 透 流 出 水 量 ，および両 者 の差 し引 き量  
 

期 間   Dp
*4  Dm

*5 
採 水 期 間   

 日 数  
P*1 RI*2 Dw

*3

No.1 No.2 avg. （Dw–Dpavg）

    mm mm h-1 mm mm mm mm mm 

 9/14 ～ 10/ 8 56  84 11 0 0 1 0  0 

10/ 8 ～ 10/14 6  17 7 9 0 0 0  9 

10/14 ～ 10/30 22  27 10 0 0 0 0  0 

10/30 ～ 12/12 12  14 3 0 0 0 0  0 

12/12 ～ 12/26 14  24 3 0 0 0 0  0 

12/26 ～  1/25 30  36 9 15 0 2 1  14 

 1/25 ～  2/ 9 15  31 8 18 21 3 12  6 

 2/ 9 ～  2/22 13  59 11 48 32 11 22  26 

 2/22 ～  3/ 2 8  59 7 48 23 8 16  32 

 3/ 2 ～  3/23 21  70 4 50 22 13 18  33 

 3/23 ～  4/ 6 14  84 16 70 81 1 41  29 

 4/ 6 ～  4/14 8  129 11 118 158 57 108  10 

 4/14 ～  4/25 11  51 3 30 48 19 34  –4 

 4/25 ～  5/12 17  112 15 85 132 37 84  0 

 5/12 ～  5/22 10  118 8 112 71 22 47  65 

 5/22 ～  6/16 25  99 9 33 10 7 8  26 

 6/16 ～  6/26 10  241 42 212 209 55 132  80 

計  292  1250 － 846 807 237 522  325 

P の計 に対 する比 率 *6 － － － 0.68 0.65 0.19 0.42  0.26 
 

*1 採 水 期 間 における積 算 降 水 量 。 
*2 採 水 期 間 における最 大 降 水 強 度 。 
*3 水 収 支 法 による浸 透 流 出 水 量 。 
*4 パンライシメータ法 による反 復 とその平 均 の浸 透 流 出 水 量 。 
*5 水 収 支 法 による流 出 量 （Dw）からパンライシメータ法 による平 均 流 出 量 （Dpavg）を差 し引 いた値 。 
*6 水 収 支 法 （Dw），パンライシメータ法 （Dp）の流 出 量 を積 算 降 水 量 で除 した値 。 

 

2.2.3.8 マトリックス流と選択流の比 率 

Barbee and Brown（1986）は，サンプラーが土壌構造を破壊せずに土層に挿入されるため，パンラ

イシメータが，構 造 の発 達した粘 質 土 壌において選 択 流を集 水するのに有 効であることを指 摘 した。

本 研 究は，主 要 粘 土 鉱 物がスメクタイトで構 成 される構 造 の発 達した細 粒 質 土 壌の畑で実 施してお

り，パンライシメータによって集められた下方移動水は選択流を多く含む可能性がある。Maeda et al.

（1999）は，土 壌 中 に埋 設 したウイックサンプラーの集 水 率 に対 する壁 高 の影 響 を検 討 し，それが高

いほどサンプラー内部のマトリックポテンシャルが低いため，集水率が増加することを明らかにした。本

研究で用いたパンの集水タンクへの導水部には高さ 2 cm ほどの壁があるため，集水面付近のマトリ

ックポテンシャルは極 わずかにマイナス側 と考 えられる。このため，集 水 面 まで到 達 するマトリックス流

がわずかながらも存 在 するものと思 われる。水 収 支 法 で推 定 した流 出 水 量 がマトリックス流 と選 択 流

の合計である（Hasegawa and Sakayori，2000）ことは疑いようがないが，パンライシメータはこのように

選 択 流 のみを集 水しているわけではない。このためかなりの誤 差 を伴 う方 法 ではあるが，水 収 支 法 に

よって求められた数 値からパンライシメータによる採水 量を差 し引くことによって，マトリックス流 量 を概
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ね推定できると考えた。この計算結果は，マトリックス流と選択流の比率が 5：2 と 1：20 であり，平均す

ると約 2：3 であることを示していた。構造のよく発達したアルフィソルにおいては，パンライシメータ法と，

Penman-Monteith 法で推定した蒸発散量を用いた水収支法による流出水量が報告され（Zhu et al.，

2002），これから計算したマトリックス流と選択流の比率は平年で 2：1，多雨年では 1：4 であった。一

方，黒ボク土では，選択流は年間にわずか 2～7 回の頻度しか発生せず，両者の比率は 5：1～3：1

と見 積 もられた（Eguchi and Hasegawa，2008）。これらのことから，パンライシメータの測 定 精 度 に留

意する必要はあるものの，構造が発達した灰色低地土では，多雨条件 の場合，選択流がマトリックス

流より水移動に大きく寄与している可能性が示唆された。 

 

2.2.4 結  論 

豪 雨 期 間 中 は，マトリックス流 と選 択 流 の合 計 量 を降 水 量 と土 層 ごとの体 積 含 水 率 から概 算 でき

る。これを約 9 か月の調査期間において積算することによって，灰色低地土畑の深さ 60 cm からの総

流出水量が 846 mm と推定された。主に選択流を集水すると考えられるパンライシメータによる計測

では，総流出水量が 237～806 mm であることが明らかになったものの，集水部の面積や設置状況等

にともなう誤 差 が大 きかった。仮 にこれらを平 均 すると，積 算 降 水 量 で除 したパンライシメータの集 水

率は 42％となり，構造が発達した土壌での多雨年の事例（Zhu et al.，2002）に匹敵した。このことか

ら，本 研 究 の結 果 は，構 造 が発 達 した灰 色 低 地 土 畑 における豪 雨 を含 む気 象 条 件 での実 態 を反

映 しており，選 択 流 の発 生 が示 唆 された。したがって，水 収 支 法 による流 出 水 量 との差 し引 きから求

められた調査期間のマトリックス流と選択流の比率は平均で約 2：3 であり，灰色低地土では選択流

の方 が水 移 動 に寄 与 している可 能 性 がある。しかし，本 研 究 では，パンライシメータによる測 定 精 度

に問題があったため，水移動の形態別割合については定性的結論を示すに留めた。 
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第３章 露地野菜畑における施肥窒素の溶脱機構の解明  
 

3.1 秋 冬 作 ホウレンソウ栽 培 における窒 素 溶 脱 に対 する土 壌 の荷 電 特 性 の影 響  

 
3.1.1 緒言  

 農 耕 地 に施 用 された施 肥 窒 素 は，好 気 的 条 件 下 において硝 酸 化 成 作 用 を受 け速 やかに硝 酸 態

窒 素 に変 わる。作 物 に利 用 されなかった余 剰 分 の硝 酸 態 窒 素 は土 壌 に吸 着 されにくいため降 水 や

灌 水 による水 の浸 透 に伴 い地 下 水 等 の水 系 に移 行 しやすい（Hillel,2001）。露 地 野 菜 栽 培 では化

学 肥 料 等 の施 用 量 が多 いため窒 素 環 境 負 荷 量 も多 く（西 尾 ，2001），さらに，汚 染 源 を特 定 しにく

いことから対策が難しいため地下水環境への負荷が問題となっている（永井，2000）。 

 一 方 ，施 肥 窒 素 には硝 酸 態 窒 素 だけでなくアンモニア態 窒 素 も含 まれ，作 物 は土 壌 溶 液 中 に溶

存しているアンモニア態窒素を吸収する。土壌溶液中の陽イオンは土壌固相と交換吸着による平衡

関係にあるため，アンモニア態窒素の動態は土壌ごとのアンモニウムイオン（NH4
+）に対する選択性と

密 接 な関 係 にある。これまで，施 肥 窒 素 の溶 脱 を土 壌 の陽 イオン保 持 能 から検 討 した研 究 （小 林 ら，

1995）はほとんどなく，さらに葉 菜 類 を対 象 作 物 とし数 種 の土 壌 について比 較 ，検 討 した事 例 はな

い。 

 そこで，本 節 では，土 壌 タイプごとの荷 電 特 性 の違 いが施 肥 窒 素 の溶 脱 に及 ぼす影 響 を明 らかに

することを目的に，ホウレンソウ栽植条件において母材および荷電特性の異なる 3 種類の土壌を用

いたカラム実験を行った。 

  

3.1.2 材料 および方法  

3.1.2.1 供試土壌 

 供試土壌は，1984年に福岡県朝倉市（旧朝倉町）来春の旧福岡県立農業試験場畑作試験地内

の普 通 畑 作 土を農 業 総 合 試 験 場（福 岡 県 筑 紫 野 市）の露 地 畑 に客 入 後14年 経 過 した圃 場 ，農 業

総 合 試 験 場 内 の水 田 圃 場 ，福 岡 県 三 潴 郡 大 木 町 の農 業 総 合 試 験 場 筑 後 分 場 の水 田 圃 場 ，計 3

圃 場 の作 土 から1998年 に採 取 した。土 壌 の種 類 （農 耕 地 土 壌 分 類 第 3次 改 訂 版 ）はそれぞれ淡 色

黒 ボク土 （以 下 ，黒 ボク），中 粒 質 灰 色 化 低 地 水 田 土 ，壌 質 （以 下 ，中 粒 質 ）および細 粒 質 灰 色 化

低 地 水 田 土 ，強 粘 質 （以 下 ，細 粒 質 ）である。土 壌 採 取 前 の栽 培 歴 は，中 粒 質 および細 粒 質 では

水 稲 が作 付 けられ，収 穫 後 に稲 わらを全 量 搬 出 し，黒 ボクではキャベツ，ネギ等 の露 地 野 菜 が作 付

けられていた。なお，供 試 土 壌 は実 験 前 10年 間 にわたって有 機 物 施 用 歴 がなく，土 壌 採 取 後 は露

天 下 でホウレンソウを3作 作 付 けし，本 研 究 の直 前 の1年 間 は無 作 付 けで降 雨 にさらされた状 態 であ

った。 

 

3.1.2.2 浸透実験の方法 

 2001年11月～2002年3月に天窓 の一部および側窓を開 放したガラス室内において降雨にさらされ

ない条件下で実験を行った。供試土壌は風乾したものを乳鉢で細かく砕いた後2 mmの篩を通した。

底 に玉 砂 利 を敷 き詰 め，その上 に浸 透 流 出 水 の濾 材 として不 織 布 を装 填 した内 径 15.7 cm，深 さ

19.5 cm（0.02 m2）のワグネルポットに全土壌とも風乾状態で1ポット当たり2.4 kgを充填した。乾燥密

度（福岡県立農業試験場，1978）が黒ボク：0.8 Mg m-3，中粒質：1.2 Mg m-3，細粒質：1.0 Mg m-3

程度となるように調製した結果，土 壌の厚さは黒ボク：15 cm，中粒質：10 cm，細 粒質：12 cmとなっ
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た。ポットは高さ約100 cmの台上に設置され，下端の排水口から浸透流出水を採取できる仕組みに

なっている（図 3.1-1）。浸 透 流 出 水 は穴 を空 けたゴム栓 とシリコンチューブ内 を通 って下 方 に設 置 し

た1,000 mLのポリエチレン製 容 器 に導 入 される。2001年 11月 26日 から12月 9日 の期 間 は合 計 で黒

ボクが30 mm，中粒質および細粒質が25 mmの灌水をメスシリンダーで適宜行った。12月9日からは，

大型バケツに貯留した水をタイマーと連動した水中ポンプで汲み上げて点滴灌水チューブ（パイオニ

アエコサイエンス T-Tape）の吐 水 口 （間 隔 ：20 cm）から滴 下 する自 作 の灌 水 装 置 による自 動 灌 水

を行 った。灌 水 は毎 日 行 い，総 灌 水 量 が福 岡 県 久 留 米 市 の11月 下 旬 から3月 上 旬 までの平 年 降

水量253 mmとなることを目標に各旬の平年降水量を日数で割ることで1日当たりの目標灌水量を決

定した。灌水量の切り替えは灌水時間を調整 することで旬ごとに行った。ただし，12月上旬は晴天が

続 き土 壌 が過 乾 状 態 となったため灌 水 量 を増 加 した結 果 ，実 験 開 始 から12月 下 旬 の目 標 総 灌 水

量 （72 mm）の1.3倍 量 を12月 25日 までに灌 水 し，また，12月 26日 から1月 5日 の期 間 は供 試 作 物 の

生育状態を考慮して灌水を中止した。結果的に，全期間平均で1日当たり2.0 mm（1.0～11.8 mm）

の灌水を2002年3月8日まで行った。その結果，実験終了時までの積算灌水量は217.9～222.9 mm

で，久 留 米 市 の同 期 間 における平 年 降 水 量 の86～88％であった。カラム直 上 に位 置 しない点 滴 灌

水 チューブの吐 水 口 はすべてエポキシ樹 脂 系 接 着 剤 で塞 ぎ，汲 み上 げた水 の全 量 をカラム内 に滴

下 させて実 際 の灌 水 量 をバケツ内 の貯 水 量 の減 少 分 から計 算 した。点 滴 位 置 ごとの灌 水 量 を事 前

に確 認 した上 で，カラムは点 滴 灌 水 チューブの上 流 から下 流 にかけて土 壌 タイプ間で偏 りがないよう

に配置した。灌水に使用した水は井戸水で，カラム壁面を土壌表面より約2 cm高くし表面流去水が

発生しないようにした。なお，カラム内の地温を測定するために細粒質カラムの土壌表面から10 cmの

深さに自記式温度計（T＆D製 サーモレコーダー TR-52）のセンサーを埋設した。 

 

 
図3.1-1 ガラス室内でのホウレンソウ栽培 および浸透流 出水の採取の様子  

 

3.1.2.3 供試作物および耕種概要 

 ホウレンソウ(Spinacia oleracea L.)の作型は露地秋冬作栽培で供試品種は‘パンドラ’である。基

肥は硫安，苦土重焼リン，塩化加里を用いて成分でN：18 g m-2（420 mg pot-1），P2O5：19 g m-2，

K2O：17 g m-2を施 用 し移 植 ゴテで土 壌と混 和 して施 用 した。追 肥は硝 安および硫 酸 加 里を用いて

成 分で各々3 g m-2を表 面施 用した。基肥および播 種を2001年11月26日に行った。播 種 量は1カラ

ム当 たり6粒 とし，円 形 状 の播 種 溝 に約 5 cmの等 間 隔 で種 子 を配 置 し，軽 く覆 土 を行 った。実 験 は
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土 壌 タイプごとに3連 制 で行 い，反 復 ごとに3ブロックに分 け，カラムを点 滴 灌 水 チューブの吐 水 口 の

真 下 に設 置 した。配 置 は各 ブロック内 における各 土 壌 タイプの設 置 順 序 がブロック間 で全 く異 なるよ

うに行 った。以 後 の栽 培 は本 葉 が2～3枚 に展 開 後 ，間 引 きして最 終 的 に1カラム当 り3株 （栽 植 密

度：150株 m-2）とした。追肥を2002年1月22日に，収穫を3月15日に行った。 

 

3.1.2.4 浸透流出水の採水および分析法 

 容 器 に貯 留 した浸 透 流 出 水 は12月26日，1月19日，1月31日，3月8日 および3月15日 にメスシリン

ダーで水量を測定するとともに一部を分析用試料として50 mLポリエチレン製容器に採取した。浸透

流 出 水 および原 水 はアンモニア態 窒 素 をインドフェノール法 （日 本 土 壌 協 会 ，2001）で，硝 酸 態 窒

素をイオンクロマトグラフィー（東 ソー製 SC-8020，カラム：東 ソー製 TSK-GEL-ANION-PWXL）で測

定した。  

 

3.1.2.5 土壌分析法 

 土壌は作物を収穫後，全体から採取し均一になるように混合し，風乾後土塊を乳鉢で細かく砕き2 

mmのふるいを通した風 乾 細 土を試 料とし，表3.1-1の化 学 性の各 項 目 を測 定した（日 本 土 壌 協 会，

2001）。全 炭素 量はチューリン法，全窒 素量はガンニング変法で分 解 後セミミクロ・ケルダール法，交

換 性 陽 イオン含 量 はセミミクロ・ショーレンベルガー法 で交 換 ・抽 出 後 原 子 吸 光 光 度 法 および炎 光

光 度 法 により測 定 した。なお，本 研 究 においては陽 イオン交 換 容 量 （CEC）ではなく有 効 陽 イオン交

換 容 量（以 下，ECEC）を用いた。これはECECの方が黒 ボク土の実 際 の陽イオン吸 着 特 性を反 映す

るためである。 

 

3.1.2.6 陽イオン交換 平衡計 算 

a）選択係数（Kv）と交換平衡 

K と NH4，Ca と Mg は陽イオン交換反応においてはほぼ同じ挙動をするため，これらをひとまとめに

して考える。本 来はイオンの活 量を用いて計 算 すべきであるが，この計 算ではイオン強 度が低 いので

濃度で代用した。K-NH4，Ca-Mg 間の選択係数は 1 とした。 

                        
2 2 2+

K NH4
+ + 2

Ca Mg 4

( ) ([Ca ]+[Mg ])
( )([K ]+[NH ])v
N NK
N N

++
=

+
                   （3.1-1） 

                        
+

NH4
+

K 4

[K ] 1
[NH ]

N
N

=                                  （3.1-2） 

                        

2+
Mg

2+
Ca

[Ca ]
1

[Mg ]
N
N

=                                    （3.1-3） 

ここで，N は交換体上に吸着されている陽イオンのモル分率である。 

b）モル分率と当量分率の関係  

各陽イオンのモル分率 は全ての陽 イオンに対するモル比で，次式で表わされる。当量分 率は各陽

イオンの当量が交換性陽イオンの合計量（ECEC）に占める割合である。 
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Ca Mg K NH4 1E E E E+ + + =                       （3.1-8） 

ここで，E は当量分率である。 

c）陽イオンの収支 

n mol kg-1 のアンモニアを添加した場合，交換体上に吸着している陽イオン i の電荷分率 Ei と土

壌溶液中の遊離の陽イオンの濃度 Ci はともに増加し，新しい平衡状態との間に陽イオン i の質量保

存を表わす次の式が成立する。 

                        

K K K

Ca Ca
Ca

Mg Mg
Mg

NH4 NH4 NH4

2 2

2 2

E ECEC E ECEC C W
E ECEC E ECEC C W

E ECEC E ECEC
C W

n E ECEC C W

= +

= +

= +

= +

o

o

o
            

ここで，上付きの o は供試土壌の初期値（表 3.1-1）の交換性陽イオン含量から計算した値，W：

含水比，C：添字で示したイオンのモル濃度，n：添加アンモニア量（mol kg-1）である。 

以上，ECa，EMg，EK，ENH4，NCa，NMg，NK，NNH4，CCa，CMg，CK，CNH4 の 12 個の未知数について，

上記の 12 個の方程式を連立させて解いた。 

 

表 3.1-1  供 試 土 壌 の主 な化 学 性 （試 験 終 了 時 ） 
 

交 換 性 陽 イオン含 量  
土 壌  

pH  

(H2O) 
T-C T-N

Ca Mg K 計  

    g kg-1 cmolc kg-1 

黒 ボク 6.2  32.3 2.2 15.7 2.9 1.0 19.6  

中 粒 質 6.0  9.7 0.9 6.4 1.3 0.4 8.1  

細 粒 質 6.2  18.2 1.6 13.8 3.0 0.8 17.6  

 

 

3.1.3 結果  

3.1.3.1 日平均地 温の推移 

 実 験 期 間 における細 粒 質 カラムの日 平 均 地 温 の推 移 を図 3.1-2に示 した。実 験 開 始 後 12月 中 旬

まで概 ね10～15℃で推 移 した後 1月 11～17日 の期 間 を除 いて2月 中 旬 まで10℃未 満 で推 移 した。2

月下旬以降は10℃以上に達した日が多かった。 

 

（3.1-4） 

 

（3.1-5） 

 

（3.1-6） 

 

（3.1-7） 

（3.1-9）

 

（3.1-10）

 

（3.1-11）

 

（3.1-12）
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図 3.1-2  供 試 カラム（細 粒 質 ）の日 平 均 地 温 の推 移  

*1 図 中 の下 向 き矢 印 は採 水 日 を表 す。  

 

3.1.3.2 無機態窒素の浸透流出水中濃度および溶脱量の推移 

アンモニア態 窒 素 と硝 酸 態 窒 素 の浸 透 流 出 水 中 濃 度 および溶 脱 量 の推 移 を図 3.1-3に示 した。

基 肥 施 用 （11月 26日 ）から30日 後 （12月 26日 ）までの期 間 （Ⅰ期 ）における浸 透 流 出 水 中 の無 機 態

窒 素 濃 度 は中 粒 質 が他 の土 壌 タイプに比 べて著 しく高 く，特 にアンモニア態 窒 素 濃 度 が高 かった。

また，無機態窒素溶脱量は中粒質が69 mg pot-1と黒ボクおよび細粒質の7および17 mg pot-1に比

べて多 かった。このため，中 粒 質 の全 期 間 合 計 溶 脱 量 に対 するⅠ期 の溶 脱 割 合 は52％であった。

形態別の溶脱量はいずれの土壌タイプでも硝酸態窒素よりアンモニア態窒素が多く，特に中粒質で

は硝酸態窒素の16 mg pot-1に対して53 mg pot-1と3.3倍であった。 

 基肥施用51日後（1月16日）から同66日後かつ追肥施用9日後（1月31日）の期間（Ⅲ期）において

は，黒 ボクおよび細 粒 質 ではほぼ硝 酸 態 窒 素 で占 められたものの中 粒 質 のみ硝 酸 態 窒 素 だけでな

くアンモニア態窒素も多く含まれていた。 
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図 3.1-3  浸 透 流 出 水 中 の無 機 態 窒 素 の濃 度 および溶 脱 量 の推 移  

*1 図 の項 目 軸 の数 字 は浸 透 流 出 水 採 取 期 間 ．Ⅰ：11/26～12/26，Ⅱ：12/26～1/16， 

Ⅲ：1/16～1/31，Ⅳ：1/31～3/8，Ⅴ：3/8～3/15。 

*2 棒 グラフが溶 脱 量 ，折 れ線 グラフが浸 透 流 出 水 中 濃 度 を表 し，濃 度 のシンボルに 

付 した縦 棒 は標 準 偏 差 （n=3）。 

*3 基 肥 施 用 ：11 月 26 日 ，追 肥 施 用 ：1 月 22 日 。 
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追 肥 施 用 9日 後 （1月 31日 ）から同 45日 後 （3月 8日 ）の期 間 （Ⅳ期 ）における無 機 態 窒 素 はいずれ

の土壌タイプにおいてもほぼ硝酸 態窒素であり，濃度は黒ボクが133 mg L-1と著 しく高かった。同様

に黒ボクの溶脱量は91 mg pot-1と他の土壌タイプに比べて多く，全期間合 計溶 脱量に対するⅣ期

の溶脱割合は82％であった。 

なお，全 期 間 合 計 無 機 態 窒 素 溶 脱 量 を100とした場 合 の形 態 別 割 合 （アンモニア態 ：硝 酸 態 ）は，

黒ボクが6：94，中粒質が51：49，細粒質が10：90であった（データ略）。 

 

3.1.4 考察  

本節で得られた結果の特徴の一つは，浸透流出水中の無機態窒素にかなりの量のアンモニア態

窒 素 が含 まれていたことである（図 3.1-3）。これは冬 期 の低 温 のため硝 酸 化 成 作 用 が抑 制 され（図

3.1-2），土壌に吸着されなかったアンモニア態窒素が浸透水とともに下方に移動したことによると考え

られる。アンモニア態窒素の溶脱量は基肥施用から30日間（Ⅰ期）に多かったが，中粒質ではその後

の36日間（Ⅱ～Ⅲ期）においても浸透流出水中窒素の3分の1ないし半分以上がアンモニア態窒素で

占められていた（図3.1-3）。そこで，アンモニア態 窒素の溶 脱 量およびその試料 間 差がNH4
+吸 着特

性 の差 によって説 明 可 能 かどうかを検 討 するため，単 純 化 したイオン交 換 平 衡 計 算 によって施 肥

NH4
+の土壌と土壌溶液間の分配を計算した。カルシウムイオン（Ca2+）とマグネシウムイオン（Mg2+）は 

陽イオン交 換 反 応においてはほぼ同じ挙 動をするため（Bruggenwert and Kamphorst，1979），これ

ら 2 つのイオンはひとまとめにした。またカリウムイオン（K+）と NH4
+も陽イオン交換特性が似るためひと

まとめにした。その結 果 ，これらイオンの陽 イオン交 換 平 衡 に対 しては式 (3.1-1)が成 立 する。K+や

NH4
+の関 与 する交 換 反 応 の選 択 係 数 は定 数 ではなく，土 壌 の種 類 によって，また吸 着 K+および

NH4
+の交 換 性 陽 イオンに占 める割 合 によって変 化 する（Wada and Odahara, 1993）。Wada and 

Odahara（1993）によると，交換性陽イオンに占める K+の割合が 5％程度のとき lnKv 値は，土壌の種

類によって約 4～6 の範囲にある。K+の割合が 10～20％になると 1.5～4 に低下する。この実験では，

施 用 した NH4
+と K+の大 半 は土 壌 に吸 着 されたと推 測 されるため，交 換 性 陽 イオンに占 める K+＋

NH4
+の割合は，施肥量からの計算により中粒質で約 16％，細粒質および黒ボクで約 7％となった。

したがって，Wada and Odahara（1993）のデータから，肥料施用後土壌に適用すべき lnKv 値は，中

粒質では最大 4，細粒質および黒ボクでは最大 5 程度とみなされる。これらの値と式(3.1-1)，そして

Ca2+，Mg2+，K+および NH4
+のマスバランスを連立させて，施肥 NH4

+のうち吸着されずに溶存するもの

の割合を推定した。なおこの計算では，土壌の含水比は-3.2 kPa（pF 1.5）相当とし，元の土壌に含

まれる水溶性イオンと重焼リン由来の Ca2+などは無視した。 

  計算結果は，黒ボクと細粒質では 5％， 中粒質では 13％の施肥 NH4
+が土壌溶液に溶存すると

推定された。原土の水溶性イオンや重焼リン由来の Ca2+などはいずれも NH4
+と競合するので，これら

を考 慮 した推 定 値 は上 記 の値 よりも若 干 大 きくなると考 えられる。この計 算 結 果 が示 すように黒 ボク

および細粒質と中粒質では，施肥 NH4
+の土壌溶液への溶存割合に 2.6 倍の差があると推定される。

図 3.1-3 に示した窒素の溶脱特性の土壌間差，特に実験初期の溶脱特性の差は陽イオン保持特

性の差によるところが大きいと考えられる。 

中 粒 質 の主 要 な構 成 粘 土 鉱 物 はカオリン鉱 物 であり（渡 邉 ら，1991）陽 イオン交 換 基 の量 が少 な

く（和田信，1997），表 3.1-1 に示した ECEC は他の土壌タイプに比べて半分以下であった。これら

のことから，ECEC の小 さい中 粒質 では多くのアンモニア態 窒 素が土 壌の固 相に吸 着されずに土 壌

溶液に溶存し，溶脱したものと推察される。 
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3.2 秋冬作 ホウレンソウ栽培における窒素溶脱 に対する土 壌の保水 性 の影響 

 

3.2.1 緒言  

 前節では，ホウレンソウ栽植条件において母材および荷電特性の異なる3種類の土壌を用いたカラ

ム実 験 を行 った。その結 果 ，有 効 陽 イオン交 換 容 量 （ECEC）の小 さい中 粒 質 灰 色 化 低 地 水 田 土 を

充填したカラム（以下，中粒質）では，多くのアンモニア態窒素が土壌の固相に吸着されずに土壌溶

液 中 に溶 存 したため溶 脱 したことを明 らかにした。一 方 ，陰 イオンである硝 酸 態 窒 素 は，層 状 ケイ酸

塩 鉱 物 を主 体 とする土 壌 の場 合，固 相 と物 理 化 学 的 にほとんど干 渉 しないので溶 脱は土 壌 溶 液 中

の硝 酸 態 窒 素 濃 度 と浸 透 水 量 に支 配 される。浸 透 水 量 は降 水 量 および最 大 容 水 量 ，孔 隙 分 布 等

の土 壌 物 理 性 によって影 響 を受 け，年 間 降 水 量 が2,000 mm以 下 の場 合 土 壌 物 理 性 の方 が浸 透

水 量 に大 きく影 響 することが報 告 されている（小 林 ら，1995）。福 岡 県 における露 地 野 菜 産 地 である

久留 米市は年間 降水 量 の平年値（1979～2000年）が1,919 mmと2,000 mmを下回 る。さらに，土壌

の保 水 性 は土 壌 の種 類 によって異 なるとともに，いずれも全 孔 隙 容 量 以 上 の降 水 量 があれば余 剰

水が地下浸 透する（三木ら，2000）。このように，硝酸態窒素の溶脱と土壌の保水性との間には密接

な関係がある。 

 土 壌 中 における水 移 動 および作 物 吸 収 が土 壌 中 の硝 酸 態 窒 素 の動 態 に及 ぼす影 響 について，

岡 島（1989）はトウモロコシを用 いて検 討 している。作 物 根 による硝 酸 態 窒 素 の吸 収は拡 散 と移 流に

よって硝 酸 態 窒 素 が根 へ輸 送 され吸 収 に至 る。一 方 ，土 壌 水 は降 雨 の侵 入 により下 方 に移 動 する

が，移 動 はそのときの保 水 量 によって支 配 される。このとき蒸 散 に伴 う作 物 根 による吸 水 も土 壌 中 を

流 下 しようとする水 の動 きを制 限 することから，土 壌 中 における水 移 動 およびそれに伴 う硝 酸 態 窒 素

の移動には土壌の保水性および作物根による吸収が影響することが考えられる。 

 露地野菜の中でも葉菜類は多様な土壌で作付けられている。また，茎葉部が収穫物であり収穫期

まで栄養 生 長を促 進させる必 要があるため施 肥量が多く，土壌ごとに保水 性と施 肥窒 素の溶 脱との

関 係 を明 らかにすることが重 要 である。これまでにも異 なる土 壌 について保 水 性 と硝 酸 態 窒 素 の溶

脱 との関 係 に関 する研 究 が行 われてきた（小 林 ら 1995，松 丸  1997，三 木 ら 2000）。しかし，これま

でに，軟 弱 葉 菜 類 を対 象 とし，理 化 学 性 の大 きく異 なる土 壌 について施 肥 窒 素 の溶 脱 を保 水 性 と

作物生育から比較，検討した研究はない。 

 そこで，本節では，ホウレンソウ栽植条件における母材および物理性の異なる 3 種類の土壌を用い

たカラム実験によって，土壌の保 水 性および作 物生 育の違 いが施 肥 窒 素の溶 脱に及ぼす影響 を明

らかにすることを目的とした。さらに，露地野菜畑において地下水環境への窒素負荷を軽減するため

の施肥管理技術の基礎となることを目的とした。 

  

3.2.2 材料 および方法  

3.2.2.1 試験方法 

 前節の3.1.1に示した供試材料および実験方法による。 

 

3.2.2.2 作物体および土壌分析法 

 作物は収穫後直ちに地上部と根に分け，70℃で48時間通風乾燥した後風乾重を測定した。全 窒

素 含 有 量 はガンニング変 法 により分 解 後 セミミクロ・ケルダール法 で測 定 した（日 本 土 壌 協 会 ，

2001）。 
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土 壌 は作 物 を収 穫 後 ，全 体 から採 取 し均 一 になるように混 合 し，風 乾 細 土 について無 機 態 窒 素

量を測 定した。乾 土40 gに対して120 mLの10％塩 化カリウム溶 液を添 加し，振とう抽 出 後， アンモ

ニア態 窒 素 を水 蒸 気 蒸 留 法 で測 定 し，別 の抽 出 液 を用 いてデバルタ合 金 による還 元 後 アンモニア

態窒素と硝酸態窒素の合量を同法で測定した。 

供 試 土 壌 の物 理 性 の主 な測 定 結 果 を表 3.2-1に示 した。土 性 はピペット法 （日 本 土 壌 協 会 ，

2001）による粒 径 分 析 の結 果 から，国 際 法 によって判 別 した。跡 地 土 壌 の物 理 性 を測 定 するため，

土壌タイプごとに風乾土を栽植区と同様に充填した無栽植カラムを各1個併置し，収穫後にこれらか

ら100 mLの金属円筒を用いて3連で試料を採取し常法（土壌環境分 析法編集委 員会，1997）に従

って各 項 目 を測 定 した。各 マトリックポテンシャルにおける体 積 含 水 率 は試 料 を毛 管 飽 和 させた後 ，

砂 柱 法 および遠 心 法 により脱 水 過 程 について測 定 した。飽 和 透 水 係 数 は変 水 位 法 （大 起 理 化 工

業 DIK-4050）で測定を行った。 

 

表 3.2-1  供 試 土 壌 の主 な物 理 性 （試 験 終 了 時 ） 
 

        -3.2 kPa -1.6 MPa 

土 壌  土 性  

乾 燥   

密 度  固 相  
全 孔

隙  
(pF1.5） (pF4.2） 

飽 和 透 水

係 数  

    (Mg m-3)     液 相 気 相 液 相 気 相  

有 効

孔 隙  

(m s-1） 

黒 ボク LiC 0.88  0.35  0.65 0.48 0.17 0.29 0.36  0.19 2.5×10-5

中 粒 質  SL 1.25  0.48  0.52 0.32 0.20 0.16 0.36  0.17 8.7×10-5

細 粒 質  LiC 1.11  0.43  0.57 0.46 0.12 0.26 0.31  0.20 7.1×10-8

*1 単 位 は乾 燥 密 度 と飽 和 透 水 係 数 を除 いて m3 m-3。  

 

3.2.3 結果  

3.2.3.1 灌水量と浸透流出水量の推移 

灌 水 量 および浸 透 流 出 水 量 の推 移 を図 3.2-1に示 した。灌 水 開 始 （11月 26日 ）から12月 26日 ま

での期 間 （Ⅰ期 ）の浸 透 流 出 率 （浸 透 流 出 水 量 /灌 水 量 ）はいずれも14～15％にとどまり，土 壌 タイ

プ間の浸透流出水量の差は認められなかった。一方，12月26日～1月16日の期間（Ⅱ期）以降は浸

透 流 出 水 量 に土 壌 タイプ間 差 が現 われ中 粒 質 ＞細 粒 質 ＞黒 ボクの順 に多 く，全 期 間 の合 計 浸 透

流出水量（浸透流出率）は中粒質：93 mm（42％）＞細粒質：75 mm（34％）＞黒ボク：61 mm（27％）

の順に多かった。  

 

3.2.3.2 収穫期におけるキャベツの生育および収量 

 収 穫 期 におけるホウレンソウの生 育 を表 3.2-2に示 した。草 丈 と葉 色 値 は黒 ボクおよび細 粒 質 が中

粒質に比べて高かった。また，地上 部の風 乾重 は土壌間 差 がみられなかったものの根においては認

められ，黒ボクが中粒質および細粒質に比べて大きかった。 

 

3.2.3.3 ホウレンソウ栽培期間の無 機態窒 素の収支  

 本 研 究 の供 試 土 壌 は長 期 間 有 機 物 を施 用 しておらず肥 沃 度 が乏 しいことから，栽 培 前 の土 壌 中

の無機態 窒 素量および有機 態窒 素 無機 化量については考慮しなかった。したがって，カラム内 で土

壌 窒 素 の無 機 化 が起 こらず，ホウレンソウが施 肥 由 来 の無 機 態 窒 素 のみ吸 収 したものと仮 定 して，

播種期（基肥施用日）から収穫期までの無機態窒素の収支を表3.2-3に示した。 

作物吸収量は土壌タイプ間で異なり黒ボクが193 mg pot-1と最も多く，中粒質が154 mg pot-1と最
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も少 なかった。いずれも細 粒 質 とは有 意 差 が認 められなかった。一 方 ，溶 脱 量 は中 粒 質 が132 mg 

pot-1と最も多く，細粒質が50 mg pot-1と最も少なかった。黒ボクは112 mg pot-1であり中粒質に比べ

ると少ない傾向であった。 

 無機態窒素としての土壌残存量は細粒質が138 mg pot-1と最も多く，黒ボクの30 mg pot-1および

中粒質の19 mg pot-1に比べて有意に多かった。 

 無 機 態 窒 素 投 入 量 から作 物 体 吸 収 ，溶 脱および土 壌 残 存の量を差 し引いた残 りである不 明 分は

中粒質が122 mgと最も多く，黒ボクが91 mg，細粒質が57 mgであった。不明分は脱窒による損失や

無機態窒素の有機化によるものと思われる。 
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図3.2-1 積算灌水量および積算流 出水 量の推移 

*1  図 中 の下 向 き矢 印 は流 出 水 の測 定 日 を表 し，ローマ数 字 は測 定 期 間 の略 称 を表 す。  
*2 基 肥 施 用 ：11 月 26 日 ，追 肥 施 用 ：1 月 22 日 。  

 

表 3.2-2  ホウレンソウの収 穫 期 （3 月 15 日 ）における生 育 量  

風 乾 重  
土 壌  草 丈  葉 数   葉 色 *2 

地 上 部  根  

  cm 枚  株 -1   g pot-1 g pot-1 

黒 ボク 16.4±0.5 b 12.3±0.9 a 56.5±2.1 b 5.2±1.2 a 1.07±0.35 b 

中 粒 質  14.2±0.6 a 11.7±1.2 a 42.2±4.6 a 6.3±0.9 a 0.46±0.15 a 

細 粒 質  16.2±1.5 b 11.3±2.8 a 59.1±5.7 b 4.7±0.3 a 0.38±0.06 a 

*1 平 均 値 ±標 準 偏 差 （n=3）。 
*2 葉 色 は葉 色 計 （SPAD-502)の数 値 。 
*3 Fisher's PLSD 検 定 の結 果 ，数 値 に付 した異 符 号 間 に 5％水 準 で有 意 差 あり。 

 

表 3.2-3  収 穫 期 （3 月 15 日 ）における無 機 態 窒 素 の収 支 （mg pot-1)  

  投 入 量 （A)  持 ち出 し量 （B) 土 壌  

土 壌   作 物 吸 収  溶 脱  残 存 量  
不 明 分

  
施 肥  灌 水 計  

 （C) （D) 
計  

(E) (A-B-E)

黒 ボク 420  7 427     193±23 B    112±46 ab 305  30±10 a 91 

中 粒 質  420  7 427     154±22 A   132±26 b 286 19± 6 a 122 

細 粒 質  420  7 427     181±15 AB    50±30 a 231  138±47 b 57 

*1 平 均 値 ±標 準 偏 差 （n=3）。 

*2 Fisher's PLSD 検 定 の結 果 ，異 なる英 小 文 字 間 に 5%水 準 ，英 大 文 字 間 に 10%水 準 で有 意 差 あり。 

－ 39 －



   
 

- 40 -

3.2.3.4 土壌タイプ間の孔隙単位流量の違いが無機態窒素の溶脱に及ぼす影響 

全 孔 隙 容 量 を1単 位（1pV）として積 算 浸 透 流 出 水 量 を孔 隙 容 量 に換 算 した孔 隙 単 位 流 量 （pV）

と施 用 した無 機 態 窒 素 の溶 脱 率 （積 算 無 機 態 窒 素 溶 脱 量 /総 施 肥 窒 素 量 ）の関 係 を表 す施 肥 窒

素 の流 出 曲 線 を図 3.2-2に示 した。ここで，孔 隙 単 位 流 量 とは積 算 浸 透 流 出 水 量 と全 孔 隙 容 量 の

比で1pVは土壌の全孔隙が水で1回完全に置換される浸透流出水量を指す（宮崎ら，2005）。 

 いずれの土壌タイプにおいても第1回目の採水時（12月26日）に無機態窒 素 の溶脱がみられ，この

ときのpVは0.15～0.25の範 囲 にあり差 がなかったが，実 験 終 了 時 は黒 ボクが0.6，中 粒 質 が1.6，細

粒質が1.1と土壌タイプ間で異なった。 

流 出 曲 線 の形 状 は土 壌 タイプによって異 なった。中 粒 質 の無 機 態 窒 素 溶 脱 率 は，灌 水 開 始 時

（pV＝0，無 機 態 窒 素 溶 脱 率 ＝0）からpV＝0.25までに0.19まで急 増 した後 緩 やかな傾 きを示 した。

黒 ボクは初 期 段 階 では比 較 的 緩 やかな傾 きで増 加 したものの，pVが0.27から0.60の間 において無

機 態 窒 素 溶 脱 率 が0.04から0.26へと急 増 した。細 粒 質 はpV＝0.39までは黒 ボクと同 程 度 の無 機 態

窒 素 溶 脱 率 を示 したが，それ以 降 の増 加 は緩やかになりほぼ一 定 の増 加 傾 向 がみられた。また，中

粒質は初期において，同じpVでも他の土壌タイプに比べて無機態窒素溶脱率がかなり大きかった。 
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   図 3.2-2 孔 隙 単 位 流 量 と施 肥 窒 素 の溶 脱 率 との関 係  

    *1 測 定 日 ：①12/26，②1/16，③1/31，④3/8，⑤3/15。 

 

3.2.4 考察 

3.2.4.1 保水性と浸透流出水量および窒素溶脱 

無 機 態 窒 素 溶 脱 量 はⅠ～Ⅲ期 において中 粒 質 が黒 ボクより多 く，総 溶 脱 量 も中 粒 質 が多 かった

（図3.1-3（前 節 ），表 3.2-3）。アンモニア態 窒 素 溶 脱 量 については前 節 の結 果 から，中 粒 質 では土

壌溶液のアンモニア態窒素濃度が高く溶脱量 が多かった。硝酸態窒素 溶脱量についても同様の傾

向 がみられ，Ⅰ～Ⅲ期 では中 粒 質 が最 も多 く，Ⅳ期 ではⅠ～Ⅲ期 以 上 の溶 脱 が認 められた（図

3.1-3（前 節 ））。孔隙 分 布の異なる土 壌間における施肥 窒 素 溶脱 特 性 の差は溶 脱 に要する積 算 浸

透 水 量 への到 達 時 間 の土 壌 間 差 に因 る（小 林 ら，1995）ことから，無 機 態 窒 素 溶 脱 には溶 質 濃 度

だけでなく保 水 性 と浸 透 流 出 水 量 も影 響 する。本 研 究 ではⅡ期 以 降 の浸 透 流 出 水 量 は中 粒 質 が
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黒ボクより多 かったことから（図3.2-1），土壌タイプ間の流出水 量の違いが無機態窒素 溶脱に対して

影 響 を及ぼした可能性が考えられる。また，土壌が乾燥状態である場合，降雨前後における土壌水

分変化量は保水性が低い土壌ほど小さく，そのため同じ降水量でも下方への浸透水量は多くなる。

ここで圃場容水量に相当するマトリックポテンシャル-3.2 kPa（pF1.5）における保水量を保水性の指

標である「保水容量（浜崎ら，2002）」として定義し，保水容量を供試土壌の風乾重，表3.2-1の乾燥

密度およびマトリックポテンシャル-3.2 kPaにおける液相率から求めた。この結果，保水容量は黒ボク

が64.9 mm，中粒質が31.0 mm，細粒質が49.4 mmであり，黒ボクが最も多く，中粒質が最も少なかっ

た。土壌タイプごとの浸透流出水量の差が保水容量の違いに起因するとともに保水容量が施肥窒素

溶脱量に影響を及ぼしたか明らかにするため，次に孔隙単位流量と施肥窒素溶脱量の関係を検討

し（図3.2-2），施肥窒素溶脱の要因を解析した。なお，図3.2-2のグラフの傾きに土壌タイプごとの硝

酸化成速度の違いが影響した可能性が考えられるが，図3.1-3（前節）からⅠ期においていずれの土

壌 でも硝 酸 態 窒 素 よりアンモニア態 窒 素 の方 がかなり多 く溶 脱 しており土 壌 間 差 の影 響 は小 さいも

のと思われる。 

中 粒 質 は，実 験 開 始 から採 水 ①の間 （Ⅰ期 ）において孔 隙 単 位 流 量 の増 加 に対 し無 機 態 窒 素

溶 脱 率 の急 激 な上 昇 傾 向 が示 された。また，pV0.5付 近 までは同 じpVでも無 機 態 窒 素 溶 脱 率 が他

の土 壌 タイプに比 べて非 常 に高 く，中 粒 質 ではⅠ～Ⅱ期 の段 階 ですでに無 機 態 窒 素 全 溶 脱 量 の

73％が溶脱した計算になる。一方，pV0.4以上においては増加の傾きが減少し，孔隙単位流量の増

加の割に無機態窒素溶脱率の増加が小さくなった。これらのことから，中粒質では，Ⅰ～Ⅱ期におい

て固相に吸着されなかったNH4
+が土壌溶液中に高濃度で溶存したため浸透流出水のアンモニア態

窒素 濃度が極めて高くなり，この結果，多 量のアンモニア態窒 素を含 む無機態 窒 素の流 出が起こっ

たことが推察された。 

黒 ボクは保 水 容 量 が大 きいため総 浸 透 流 出 水 量 が最 も少 なかったと考 えられる（図 3.2-1）。しか

し，無 機 態 窒 素 溶 脱 量 は中 粒 質 ＞黒 ボク＞細 粒 質 の順 に多 かった（表 3.2-3）。図 3.2-2によると黒

ボクは無機態窒素溶脱率が実験開 始から採水③まで緩やかに増加した後，採水③から採水④の間

において増 加 の傾 きが著 しく大 きくなった。採 水 ③（1月 31日 ）から採 水 ④（3月 8日 ）の期 間 を対 象 と

して水 収 支 を表 した場 合 ，水 収 支 式 （灌 水 量 ＝蒸 発 散 量 +土 壌 水 分 変 化 量 +浸 透 流 出 水 量 ）のパ

ラメータの一 つである土 壌 水 分 変 化 量 の初 期 保 水 量 は採 水 ③の時 点 の土 壌 水 分 である。このとき

黒 ボクのカラムから浸 透 水 の流 出 が確 認 されたことから，初 期 保 水 量 は少 なくとも概 ね圃 場 容 水 量

程 度 であることが予 想 される。1日 当 たり灌 水 量 は採 水 ③から2月 24日 までは1.5 mmで，2月 25日 以

降 は福 岡 県 久 留 米 市 の3月 の平 年 降 水 量 に合 わせ3～4 mmに増 加 した（図 3.2-1）。また，鴨 田 ら

（1972）によると施 設 野 菜 の冬 期 （日 平 均 気 温 ：8.1～14.0 ℃）における1日 当 たり蒸 発 散 量 は0.5～

1.0 mmであり，当 該 期 間 の日 平 均 地 温 が10 ℃前 後 （図 3.1-2（前 節 ））の本 研 究 では日 蒸 発 散 量

は最 大 で1.0 mmと仮 定 できる。このことから，採 水 ③から2月 24日 の期 間 におけるカラム土 壌 中 の水

フラックスは少 なくとも上 向 きでないことが推 測 され，初 期 保 水 量 は2月 25日 の時 点 においても圃 場

容水量 程度 にあると思われる。さらに灌水量が一 時的にせよ蒸発散 量の3～4倍となった結果，土壌

水 分 量 が黒 ボクの保 水 容 量 を大 きく超 過 したために浸 透 流 出 水 量 が増 加 したことが考 えられる。こ

れらのことから，黒 ボクはⅡ～Ⅳ期 の途 中 までは日 灌 水 量 が少 ないため蒸 発 散 の影 響 が大 きく硝 酸

態 窒 素 は僅 かに流 出 した程 度 であるが，Ⅳ期 の後 半 からはカラム中 の浸 透 水 量 が急 増 したため硝

酸態窒素が土壌から多量に押し出されたことが推察された。 

 黒ボク土における水移動形態は元来マトリックス流が主体であり（Hasegawa and Sakayori,2000），
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このため年 降 水 量 が少 ない北 海 道 においては黒 ボク土 の施 肥 窒 素 の溶 脱 リスクは低 地 土 に比 べて

小 さく（鈴 木 ・志 賀 ，2004），浸 透 水 の硝 酸 態 窒 素 濃 度 の年 間 変 動 も小 さい（松 本 ら，2005）。しかし，

年 降 水 量 が2,000 mmを越 える場 合 では硝 酸 態 窒 素 溶 脱 量 が土 壌 因 子 よりも降 水 量 に支 配 され

（小 林 ら，1995），三 木 ら（2000）は降 水 量 の他 に降 水 強 度 が流 出 程 度 に影 響 することを示 唆 した。

したがって，黒 ボク土は平 時 では溶 脱 リスクが小 さいものの積 算 降 水 量 が保 水 容 量 と蒸 発 散 量 の合

量以上になれば急激に溶脱することが考えられる。  

 

3.2.4.2 作物生育と窒素溶脱 

 小 林 ら（1995）は施 肥 窒 素 と根 の分 布 域 および作 物 の生 育 状 況 を検 討 し，作 付 け初 期 に根 の分

布 域 が狭 く降 雨 により下 方 浸 透 した施 肥 窒 素 を吸 収 できない場 合 と，障 害 による生 育 停 滞 により根

域 内 の窒 素 を吸 収 できない場 合 とがあり，どちらの場 合 も窒 素 の溶 脱 を助 長 するとしている。通 常 ，

ホウレンソウの生 育 は播 種 後 本 葉 8～10枚 目 が展 開 するまでは遅 く（一 ノ瀬 ，1996），いわゆる生 育

停 滞 期 （10月 播 き栽 培 で25日 間 程 度 ）が存 在 する。一 般 的 にこの期 間 は窒 素 吸 収 量 が少 なく（宗

林 ，2001），無 機 態 窒 素 の土 壌 残 存 量 が多いため溶 脱 のリスクが高いといえる。また，ホウレンソウは

好 硝 酸 作 物 であり施 肥 窒 素 中 のアンモニア態 窒 素 の比 率 が高 いと生 育 量 が低 下 する傾 向 がある

（建 部 ら，1995）。これらのことから，中 粒 質 では生 育 停 滞 期 における多 量 のアンモニア態 窒 素 の吸

収 による初 期 生 育 の不 良 のため窒 素 溶 脱 がより助 長 された可 能 性 がある。なお，中 粒 質 カラムは土

壌の厚さが薄いため容積が小さく，このことが土 壌溶液中のアンモニア態窒素濃 度 をさらに上昇させ

初 期 生 育 に影 響 を及 ぼした可 能 性 が考 えられるが，収 穫 期 の生 育 量 （表 3.2-2）からは土 層 の影 響

は判然としなかった。 

以上のことから，葉菜類露地畑において施肥窒素の溶脱を軽減するためには，土壌タイプ別の流

出パターンや生育の特性を考慮した肥培管理を行うことが重要である。  
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第４章 水田転換畑における窒素溶脱の実態とその機構の解明  
 

4.1 水 田 転 換 野 菜 畑 における施 肥 由 来 窒 素 の動 態 と溶 脱 窒 素 の起 源  

 
4.1.1 緒言  

硝 酸 態 窒 素 等 による地 下 水 汚 染 の原 因 は，農 耕 地 に限 った場 合 ，特 に野 菜 畑 地 帯 において広

く分 布 している（熊 澤 ，1998）。一 方 ，米の需 給 調 整 政 策 により，水 田 において野 菜などの高 収 益 作

物 を組 み合 わせた田 畑 輪 換 栽 培 が行 われているが（農 林 水 産 省 ，2009），野 菜 は水 稲 に比 べて施

肥 量 が多 く，水 田 においても硝 酸 態 窒 素 の流 出 負 荷 の増 大 が懸 念 される。また，農 耕 地 の作 土 自

体 が保 有 する窒 素 量 は一 般 的 に極 めて多 く，一 部 が無 機 化 してもかなりの無 機 態 窒 素 量 となる（米

田，1980）。特に，水田において畑作への転換を行った場合，土壌の通気性が良好になり硝酸化成

能が年々高 まるため（西 尾，1997），硝 酸態 窒 素 の溶 脱が増 大する懸 念 がある。したがって，水 田 転

換した露地 野菜 畑における窒素 溶 脱の実 態とその機構を明らかにすることは，環境負 荷を軽 減する

ための作付け体系や栽培法を確立する上で重要である。 

 これまでにも，ライシメータを用 いた露 地 野 菜 畑 における施 肥 窒 素 の溶 脱 の実 態 に関 する研 究 は

多 いが（嶋 田  1970，芝 野  1988，松 丸  1997，山 田  2003），その多 くは黒 ボク土 や赤 黄 色 土 等 の

畑地における事例であり，灰色低地土の水田 転換畑における事例はほとんどなく，施肥窒素 の形態

変化にまで踏み込んだ考察は行われていない。  

そこで，本 節 では，灰 色 低 地 土 の水 田 転 換 畑 を模 したライシメータにおける冬 作 キャベツの施 肥

窒 素の動 態 について，重 窒 素 標 識 肥 料を用いて調 査した。ここで施 肥 窒 素の定 義 を示しておく。土

壌 中 で有 機 化 された施 肥 窒 素 が再 び無 機 化 した場 合 ，これを広 義 の施 肥 由 来 の窒 素 に含 める考

え方もある。しかし，本研究では窒素動態の解析対象を施肥から 1 年間の調査期間内とし，当作で

施用した肥料由来を施 肥由来 窒素 ，それ以外 は試験開 始 前までに施 肥されて残 存した分も含めて

土 壌 由 来 窒 素 と定 義 した。そしてその結 果 ，施 肥 由 来 窒 素 の土 壌 中 での動 態 と溶 脱 との関 係 ，お

よび溶脱した硝酸態窒素の起源を明らかにした。 

 

4.1.2 材料 および方法  

4.1.2.1 試験方法 

 試験は福岡県筑紫野市の福岡県農業総合試験場内のコンクリート製ライシメータ（一辺 1.17 m の

正方形で深さ 1.2 m）において行った。ライシメータの構造を図 4.1-1 に示した。ライシメータは，作土

が厚さ 20 cm，下層土が 60 cm 充填され，その下に厚さ 20 cm の川砂と礫の層があり，最底部に透

水性シートを敷いた構造となっている。下層土については，山中式硬度計の値で約 22 mm 程度のち

密度になるように木製のコンパクターを用いて締め固め，全層を充填した。 

ライシメータには，施 肥 窒 素 の溶 脱 状 況 を追 跡 するために重 窒 標 識 硫 安 を施 用 し，冬 作 キャベツ

栽培期間（2003 年 10 月 2 日から 2004 年 3 月 23 日）および栽培後の裸地状態における流出経過

について，2003 年 10 月 1 日から 2004 年 9 月 16 日まで調査した。ただし，2003 年 10 月は降水量

が極めて少なかったため，10 月 23 日から 11 月 1 日までの期間にほぼ毎日，試験場近辺の太宰府

市における 10 月の平年降水量：78 mm（AMeDAS）を目標に 1 日当たり 6.3 mm の井戸水をジョウロ

で株元に灌水した。なお，試験開始前の 2003 年 7 月から 9 月下旬の期間は，雑草発生を抑制する

目的で透水性の高い黒色のポリプロピレン製シートを土壌表面に被覆した。このため，被覆期間の 
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図 4.1-1 供 試 ライシメータの構 造 と地 上 部 のキャベツ栽 培 の様 子  

*1 図 中 の数 値 の単 位 ：cm。 

 

地温は裸地状態に比べて高かったことが考えられるが実測していない。 

 

4.1.2.2 供試土壌 

 試験土壌は母材および物理性が異なる 2 種類の灰色低地土を用いた。一つは細粒質土壌（以下，

細 粒 質 ）で，作 土 が福 岡 県 三 井 郡 大 刀 洗 町 大 櫃 の水 田 作 土 ，下 層 土 が同 町 下 高 橋 の水 田 下 層

土であり，いずれも，細粒質灰色化低地水田土，粘質（農耕地土壌分類第 3 次案土壌統名）である。

一 方 は中 粒 質 土 壌 （以 下 ，中 粒 質 ）で，作 土 が近 隣 の水 田 （中 粒 質 灰 色 化 低 地 水 田 土 ，壌 質 ）の

作土を 1984 年に客入した農業総合試験場内水田の土壌，下層土が花崗岩質の残積未耕地から

採取した腐朽礫を含む黄色土である。土壌採取および充填は細粒質が 2001 年 10 月に，中粒質が

2002 年 8 月にそれぞれ行った。充填後は冬作キャベツを細粒質で 2 作，中粒質で 1 作栽培し，い

ずれも収穫 後は裸地状 態とした年 1 作体系で作付けを行 った。なお，本研究では，土壌充填 後に

水 稲 を作 付 けていないが，細 粒 質 は土 壌 採 取 直 前 まで現 地 で水 稲 作 が行 われていたため，また，

中粒質は水田としての利用歴が長かったためともに水田転換畑とみなした。 

細粒 質の粘 土鉱 物は，作土がカオリン鉱物（Kl），バーミキュライト・クロライト中 間種 鉱物（Vt-Ch）

および雲母（Mi）（江頭・田中，1997），下層土 が Kl，スメクタイトおよび Mi（渡邉ら，1991）が主体で

ある。中粒質は作土，下層土ともに Kl，Vt-Ch（渡邉ら 1991，九州大学森 裕樹私信）が主体であ

る。表 4.1-1 に供試土壌の主な理化学性を示した。なお，物理性項目用の試料採取は第 3 章 3.1.2

に，理化学 性の測定は定法（土壌 環境分 析法 編集委 員会 ，1997）に基づいて行った。可給態 窒 素

量は，細粒質が 73 mg kg-1，中粒質が 48 mg kg-1 であった。普通畑における土壌改善目標値（地

力問題研究所，1985）の 50 mg kg-1 と比べて細粒質は高く，中粒質はほぼ同等であったことから，供

試土壌の窒素肥沃度は中程度以上と考えられた。なお，可給態窒素の測定は，採取・調製後 6 年

5 か月間ポリビニル袋中で室温保存されていた試料を用いて，2010 年 8 月に最大容水量の 60％水

分条件での 30℃4 週間静置培養法で行った。 

 

4.1.2.3 試験区の設 定 および標識 化合物の施 用 

施肥窒素の動態について基肥と追肥を区別して解析するために，基肥窒素を対象とする(1)基肥 
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表 4.1-1  供 試 土 壌 の主 な理 化 学 性 （栽 培 終 了 時 ）  

土 壌  層 位  土 性  
乾 燥   

密 度  

体 積  

含 水 率

pH  

(H2O)
EC T-C T-N 

      Mg m-3 m3 m-3    ds m-1  g kg-1  g kg-1

細 粒 質  0～20cm CL 0.91 0.402 4.7 0.54 21.4 1.8  

 40～60cm CL 1.29 0.442 7.3 0.12 8.8 0.8  

中 粒 質  0～20cm L 1.01 0.342 4.9 0.21 11.1 1.1  

 40～60cm SCL 1.44 0.391 5.5 0.07 6.5 0.7  
      

交 換 性 陽 イオン含 量  
土 壌  層 位  

  Ca  Mg K Na 計  
Av-P2O5 Av-N 

    cmolc kg-1 mg kg-1 mg kg-1

細 粒 質  0～20cm  9.2 1.9  0.7 0 11.9 238 73 

 40～60cm 15.7 1.6  0.2 0.1 17.6 478 22 

中 粒 質  0～20cm 5.4 1.0  0.3 0 6.6 185 48 

 40～60cm 5.2 0.6  0.1 0 5.9 267 28 

*1 体 積 含 水 率 は-3.1 kPa（pF1.5）のマトリックポテンシャル相 当 。 
*2 Av-P2O5 はトルオーグ法 による可 給 態 リン酸 含 量 。 
*3 Av-N は最 大 容 水 量 の 60%水 分 条 件 下 での 30℃4 週 間 静 置 培 養 法 で測 定 した可 給 態 窒 素 量 。 

 

 

窒 素 標 識 区 （以 下 ，基 肥 区 ），追 肥 窒 素 を対 象 とする(2)追 肥 窒 素 標 識 区 (以 下 ，追 肥 区 )を設 定 し，

供試土壌別に標識区ごとに 1 ライシメータ：1.38 m2 の 3 基で実施した（図 4.1-2）。また，各標識区

のうち 1 基を全調査期間の浸透流出水採取用，2 基を施肥由来重窒素収支用として栽培途中（11

月 25 日）と栽培終了時（3 月 23 日）に作物体および土壌を採取し，浸透流出水も随時採取した。

収 穫 時 の収 量 調 査は後 者のライシメータを用いた。なお，施 肥 窒 素 の成 分 量や施 用 時 期は福 岡 県

野菜施肥基準に準じた。(1)基肥区：基肥は窒素として 15 g m-2 相当の 3.11 atom％重窒素硫安を

10 月 6 日に施用し，第 1 回追肥（追肥Ⅰ）および第 2 回追肥（追肥Ⅱ）には無標識の硫安を施用し

た。(2)追肥区：基肥は無標識の硫安を，追肥Ⅰおよび追肥Ⅱには，それぞれ 11 月 4 日および 11

月 25 日に 6 および 8 g m-2 相当の 3.11 atom％重窒素硫安を施用した。 

  標識および無標識硫安の施用については，基肥は井戸水 5 L に硫安 97.6 g を溶解し，窒素とし

て 4,100 mg L-1 の溶液を作成してジョウロでライシメータ内の土壌表面に均一散布した。追肥も基肥

と同 様 に処 理 した。本 法 は粒 状 のまま施 用 する標 準 的 な方 法 と施 用 後 の動 態 や濃 度 分 布 が若 干

異 なると考 えられるが，硫 安 の溶 解 度 や施 用 後 の土 壌 水 分 状 態 から判 断 して，施 肥 窒 素 は概 ね同

様 の挙 動 を示 したと考 えて差 し支 えないと思 われる。なお，井 戸 水 中 の平 均 窒 素 濃 度 は硝 酸 態 が

1.8 mg L-1，アンモニア態が 0.2 mg L-1 であり，これを灌水量に乗じて求めた窒素量は施肥窒素量の

0.4％程度と少なかったため，井 戸 水中の窒 素 を考慮しなかった。また，重窒 素 濃 度のバックグランド

値を求めるため，土壌ごとに無標識硫安を施用した慣行栽培の無標識区を 1 基設置した。 

 

4.1.2.4 供試作物および耕種概要  

 キャベツ(Brassica oleracea var. capitata）の作型は冬作栽培で供試品種は寒玉系品種‘耐寒大

御所’を用いた。窒素以外の成分の施肥について，基肥は 10 月 1 日に PK 化成肥料および過燐酸

石灰を用いて成分で P2O5：19 g m-2，K2O：13 g m-2 を施用し，作土と混和した。追肥は 11 月 4 日

および 11 月 25 日の 2 回に分けて行い，塩化加里を用いて K2O としてそれぞれ 7 g m-2 および 4 g m-2

を表 面 施 用 した。キャベツの定 植 時 にはライシメータの対 向 する２辺 の壁 に接 している作 土 を掘 り上

げ，慣行栽培と同様に畝（畝上部の幅 90 cm，下部の幅および長さ 117 cm，高さ 20 cm の台形状） 
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図 4.1-2 試 験 区 設 定  

 

を成形した（図 4.1-1）。このため，栽培期間中における作土層の土壌表面からの厚さは 30 cm となっ

たが，ライシメータ上 端 が畝 の上 面 より約 1 cm 高 いため表 面 流 去 水 は発 生 しなかった。定 植 は，

2003 年 10 月 2 日に 2 条千鳥植えで条間 50 cm，株間 30 cm の栽植密度（1 基当たり 5 株：36,231

株 ha-1）にて行った。収穫は 2004 年 3 月 23 日に行った。作物体は下層土の残根以外すべてライ

シメータから搬出した。 

 

4.1.2.5 浸透流出 水，作物体，土 壌試料の採 取および分析法 

 浸透流出水はライシメータ下方の採水容器に貯留し，10 L 以上溜まるごとにメスシリンダーで水量

を測定するとともに，一部を分析用試料として 500～1,000 mL ポリエチレン製容器に採取した。浸透

流 出 水 は ， 硝 酸 態 窒 素 を イ オ ン ク ロ マ ト グ ラ フ （ 東 ソ ー  SC-8020 ， カ ラ ム ： 東 ソ ー 

TSK-GEL-ANION-PWXL）で，アンモニア態 窒 素 をインドフェノール法 （土 壌 環 境 分 析 法 編 集 委 員

会 ，1997）で測 定 した。また，測 定 試 料 の一 部 をペルオキソ二 硫 酸 カリウム溶 液 により加 熱 分 解 後 ，

全窒素を紫外部吸光分析法で測定した。降水量は，降雨を直径 18 cm のロートで受けこれを容量

10 L のポリエチレン製容器に貯留し，適宜水量を測定することで観測した。 

 作 物 体 は外 葉 ，結 球 および作 土 内 の根 に分 け，収 量 調 査 用 として結 球 部 の新 鮮 重 を測 定 し，そ

の後直ちに 70 ℃で 48 時間通風乾燥した後風乾重を測定した。乾燥試料は高速粉砕機（Wonder 

Crush/Mill WDL-1）で微 粉 砕 し分 析 試 料 とした。土 壌 は同 じライシメータから作 物 体 の採 取 と同 時

に，断面が半円形の直径 2～4 cm のルートオーガー（Daiki DIK-102A）を用いて株間から採取した。

採取は土壌表面から作土下端（0～30 cm）までを 5 cm の深さごとに，下層土の上端から下端（30～

90 cm）までを 10 cm の深さごとに 3 か所で行った。3 連の試料を深さ別に均一に混合し，風乾処理

前の生土中の硝酸態窒素量を測定した。分析は，生土 10 g と乾土換算で 5 倍量の蒸留水を混合

し，1 時間 振とう後，ろ液中の硝酸 態窒素濃 度 をイオンクロマトグラフで測定することにより行った。ま

た，生土混合試料は，風乾後 2 mm の篩を通して一部を乳鉢で磨砕し，別途分析用調製試料とし

た。この試 料 の一 部 をガンニング変 法 により分 解 後 ，全 窒 素 含 有 量 をセミミクロ・ケルダール法 で測

定した。 

 重 窒 素 濃 度 は前 述 の調 製 試 料 等 を用 いて以 下 の方 法 で測 定 した。浸 透 流 出 水 はホットプレート

上（60～70℃）で加熱し全窒素濃度で 1,500 mg L-1 まで濃縮した液の一部をスズカップに採取，凍

結乾燥させ，元素分析計－同位体比質量分析計（Flash EA1112-Delta Plus，Thermo Finnigan）

を用いて 2 連で測定した。作物体および土壌は，窒素として 135 μg 相当量の試料をスズカップに

直 接 採 取 し，そのまま測 定 に供 した。各 試 料 の重 窒 素 標 識 硫 安 由 来 重 窒 素 量 （DF）の計 算 は，以
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下のようにして行った。 

    DF＝TN･(S－BG)(F－BG)-1 

ここで，TN：全 窒 素 量 ，S：標 識 区 の試 料 の重 窒 素 濃 度 ，F：重 窒 素 標 識 硫 安 の重 窒 素 濃 度 ，BG：

無標識区の作物体，土壌，浸透流出水および無標識硫安の重窒素濃度とする。 

全硝酸態窒素溶脱量に対する施肥窒素の寄与率（CDF）は以下のようにして求めた。 

CDF(%)＝Σ［Li･｛(Di－BG)(F－BG)-1｝]･(ΣLi)
-1･100 

ここで，Li：採水 i の時の標識区の硝酸態窒素溶脱量，Di：採水 i の時の標識区の浸透流出水中重

窒素濃度とする。 

 

4.1.3 結果  

4.1.3.1 収穫期におけるキャベツの生育および収量 

 キャベツの収 量 性 を表 わすために，根 を含 む全 部 位 の合 計 乾 物 重 および新 鮮 物 の結 球 重 を表

4.1-2 に示した。全乾物重は，細粒質の基肥区および追肥区が 947 g m-2 および 1,063 g m-2 で，

中粒質ではそれぞれ 1,007 g m-2 および 991 g m-2 であった。結球部の新鮮重は，細粒質では基肥

区および追肥区が 3.00 および 3.67 kg m-2，中粒質ではそれぞれ 2.91 および 3.18 kg m-2 で，細粒

質の追肥区以外はほぼ同等であった。 

表 4.1-2  キャベツの乾 物 重 および結 球 重  

土 壌  標 識 区 採 取 日   乾 物 重 結 球 重  

    g m-2  kg m-2 

 基 肥  11/25 258 － 

細 粒 質    3/23 947 3.00  

 追 肥  11/25 239 － 

   3/23 1,063 3.67  

 基 肥  11/25 220 － 

中 粒 質    3/23 1,007 2.91  

 追 肥  11/25 247 － 

   3/23 991 3.18  

 

4.1.3.2 土層中の硝 酸 態窒素および施肥由来 重窒素の分 布 

 土層中の硝酸態窒素量の分布を図 4.1-3 に示した。基肥施用から 50 日目および追肥Ⅰ施用か

ら 20 日目の 11 月 25 日では，硝酸態窒素量は作土（0～30 cm）が 5.1～18.0 g m-2 と下層土（30

～90 cm）の 2.9～6.7 g m-2 に比べて 2 倍以上多かった。土層中の分布は，基肥区では，細粒質が

20～25 cm，中粒質が 10～15 cm の深さにおいてピークを示し，追肥区もほぼ同様の傾向がみられ

た。栽培終了時の 3 月 23 日では，硝酸態窒素量は作土が 0.4～2.5 g m-2，下層土が 0.6～2.0 g 

m-2 と 11 月 25 日の採取時に比べて大きく減少した。土層中の分布をみると，基肥区は作土からほと

んど消失し，下層土にわずかに残存した。追肥区は 0～5 cm の表層に最も多く存在したが，その直

下の 5～20 cm の深さにはほとんど認められなかった。 

 土層中の施肥由来重窒素量の分布を図 4.1-4 に示した。11 月 25 日の施肥由来重窒素量は，

作土が 85～145 mg m-2，下層土が 16～66 mg m-2 と硝酸態窒素と同様に作土が下層土より多かっ

た．基肥区の土層中の分布は，特に 0～15 cm の深さに多量に集積し， また，50～70 cm の深さの

下層にもピークが認められた。3 月 23 日の施肥由来重窒素量は，作土が 50～145 mg m-2，下層土

が 33～46 mg m-2 と作土に多く残存し全体の 52～81％に相当した。基肥区は 0～10 cm，追肥区は

細粒質が 0～25 cm，中粒質が 0～15 cm の深さに多く分布し，硝酸態窒素と異なる傾向を示した。 
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 11月25日 3月23日

g m-2

基肥 追肥 基肥 追肥
0～30cm 18.0 11.8 7.7 5.1

30～90cm 6.7 6.7 4.1 2.9

細粒質 中粒質
土壌深

g m-2

基肥 追肥 基肥 追肥
0～30cm 0.4 2.5 0.6 0.5

30～90cm 1.1 2.0 1.6 0.6

土壌深
細粒質 中粒質
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図 4.1-3  土 層 中 の硝 酸 態 窒 素 量 の分 布  
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図 4.1-4  土 層 中 の施 肥 由 来 重 窒 素 量 の分 布  

 

4.1.3.3 降水量および浸透流 出水 量 

 2003 年 10 月 2 日から最後に採水を行った 2004 年 9 月 16 日までの積算降水量（灌水量を含む）

は 1,607 mm であり AMeDAS（太宰府市）の平年値 1,684 mm（1979～2000 年）よりやや少なかった。

調査終了時までの積算浸透流出水量は 1,223～1,463 mm であり，降水量に対する流出率は 76～

91％と，透水性が高い砂質土畑での 59％（松丸，1997）に比べて高かった。また，積算浸透流出水

量は試験区 によって異なり，いずれの土壌においても基肥区が追肥区 より多かったが土壌間差 は明

確でなかった（表 4.1-3）。 

 

4.1.3.4 浸透流出 水の硝酸態 窒素 および重窒 素濃度の推 移 

 浸透流出水中の硝酸態窒素濃度および施肥由来重窒素濃度の推移を図 4.1-5 に示した。硝酸

態窒素濃度は基肥硫安施用から 14 日目においてすでに 27～41 mg L-1 と高く，翌年 2 月 24 日ま
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で 30～54 mg L-1 と高い値を維持した後急速に低下した。その後徐々に上昇し 9 月 16 日に再び 27

～34 mg L -1 に達した。なお，浸透流出水中にアンモニア態窒素は検出されなかった。 

施 肥 由 来 重 窒 素 濃 度 は，基 肥 区 においては細 粒 質 ，中 粒 質 ともに重 窒 素 標 識 硫 安 の施 用 から

14 日目の 10 月 20 日まで浸透流出水中に施肥由来重窒素が認められなかった。その後 31 日目の

11 月 6 日に初めて検出され，154～196 日目には 0.67～0.82 atom％excess の最高値となった。追

肥区では，11 月 5 日の追肥Ⅰ施用から 140～167 日目に初検出後急激に高まり，223～247 日目に

0.30～0.45 atom％excess の最高値に達した後急減した。 
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図 4.1-5  日 降 水 量 ，浸 透 流 出 水 中 の硝 酸 態 窒 素 および施 肥 重 窒 素 濃 度 の推 移 （2003 年 10 月 ～2004 年 9 月 ）  

 

4.1.3.5 浸透流出 水中 の施肥由 来 硝酸態 窒素 濃度および溶脱量に対 する施肥窒 素寄与 率 

 浸 透 流 出 水 中 の施 肥 由 来 の硝 酸 態 窒 素 濃 度 および全 硝 酸 態 窒 素 溶 脱 量 に対 する施 肥 由 来 窒

素の寄与率を表 4.1-3 に示した。栽培期間の施肥由来の平均硝酸態窒素濃度は，基肥区では細

粒質および中粒質が 5.7 および 1.4 mg L-1，追肥区では同じく 0.09 および 0.02 mg L-1 であった。

一方，土壌由来分を含む平均硝酸態窒素濃度は細粒質が 33.5～45.0 mg L-1，中粒質が 31.8～

33.6 mg L-1 であり，これらに比べて施肥由来濃度は極めて低かった。また，栽培終了から調査終了

時までの非作付け期間においても，施肥由来硝酸態窒素濃度は 0.43～0.98 mg L-1 と低かった。な

お，この期間における土壌由来分を含む平均硝酸態窒素濃度は 13.8～16.6 mg L-1 であった。 

 栽培期間における施肥由来窒素寄与率は，基肥区が 17.0 および 4.4％，追肥区が 0.2 および
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0.1％であり，基肥区が追肥区より著しく高かった。一方，栽培終了後 の非作付け期間では，基肥区

がいずれも 3.9％，追肥区が 5.9 および 3.1％であり，追肥区では栽培終了後の方が栽培期間に比

べて寄与率が高かった。全調査期間における基肥と追肥を合わせた施肥由来窒素の寄与率は 6.2

～12.6％であり，したがって，土壌由来窒素の寄与率が 87.4～93.8％と極めて高かった。 

 

表 4.1-3  浸 透 流 出 水 中 の硝 酸 態 窒 素 の施 肥 由 来 寄 与 率 および施 肥 由 来 溶 脱 量  
 

栽 培 期 間 （10/2～3/23）               

  施 肥 由 来  土 壌  

土 壌  由 来  

  

標 識 区  
浸 透   
水 量  

NO3-N   
濃 度  

NO3-N
溶 脱
量  

寄 与 率 *1 NO3-N 溶 脱 量  
NO3-N  
濃 度  寄 与 率

     L m-2  mg L-1  g m-2 % g m-2 %  mg L-1 % 
基 肥  284  33.5   9.5 17.0 1.6  (10.7)*2 5.70 － 

細 粒 質  
追 肥  193  45.0   8.7 0.2 0.02 ( 0.1) 0.09 － 

基 肥  217  31.8   6.9    4.4 0.3  ( 2.0) 1.40 － 
中 粒 質   

追 肥  200  33.6   6.7   0.1 0.004 ( 0.03) 0.02 － 
          

栽 培 終 了 後 （3/23～9/16）               

  施 肥 由 来  土 壌  

土 壌  由 来  

  

標 識 区  
浸 透   
水 量  

NO3-N   
濃 度  

NO3-N
溶 脱
量  

寄 与 率  NO3-N 溶 脱 量  
NO3-N  
濃 度  寄 与 率

     L m-2  mg L-1  g m-2 % g m-2 %  mg L-1 % 
基 肥  1,184 13.8  16.4 3.9  0.65 ( 4.3) 0.55 － 

細 粒 質   
追 肥  1,083 16.6  17.9 5.9  1.06 ( 7.6) 0.98 － 

基 肥  1,174 16.3  19.1 3.9  0.74 ( 4.9) 0.63 － 
中 粒 質   

追 肥  1,103 13.9  15.4 3.1  0.47 ( 3.4) 0.43 － 
          

全 調 査 期 間 （10/2～9/16）               

  施 肥 由 来  土 壌  

土 壌  由 来  

  

標 識 区  
浸 透   
水 量  

NO3-N   
濃 度  

NO3-N
溶 脱
量  

寄 与 率  NO3-N 溶 脱 量  
NO3-N  
濃 度  寄 与 率

     L m-2  mg L-1 g m-2 % g m-2 %  mg L-1 % 
 基 肥  1,468 17.6  25.9 8.7 2.2  (15.0) 1.53 － 

細 粒 質  追 肥  1,276 20.8  26.6 4.1 1.1  ( 7.7) 0.85 － 

  合 計  － － 26.3 12.6*3 3.3  (11.4) － 87.4 

  基 肥  1,391 18.7  26.0    4.0 1.0  ( 6.9) 0.74 － 
中 粒 質  追 肥  1,304 17.0  22.1    2.2 0.5  ( 3.4) 0.37 － 

  合 計  － － 24.1    6.2*3 1.5  ( 5.2) － 93.8 
 
*1 浸 透 流 出 水 中 の硝 酸 態 窒 素 の施 肥 窒 素 寄 与 率 (%）＝Σ(毎 回 の浸 透 流 出 水 中 の硝 酸 態 窒 素 量  

×((浸 透 流 出 水 の 15N atom%-BG)/(重 窒 素 硫 安 の 15N atom%-BG))÷全 硝 酸 態 窒 素 溶 脱 量 ×100。 
BG は無 標 識 区 の 15N atom%。 

*2 （ ）内 の数 値 は施 肥 窒 素 投 入 量 に対 する施 肥 由 来 硝 酸 態 窒 素 溶 脱 量 の分 配 率 を示 す。 
*3 合 計 の寄 与 率 は，基 肥 区 と追 肥 区 の施 肥 由 来 溶 脱 量 を合 計 し，それを基 肥 区 と追 肥 区 を平 均 して 

求 めた全 硝 酸 態 窒 素 溶 脱 量 で除 した値 。 

 

4.1.3.6 栽培期間における施肥由 来窒素（重 窒素）の収支 

 栽培期間の施肥由来重窒素の収支を表 4.1-4 に示した。ここでは，重窒素投入（施肥）量を 100

とした場合の作物吸収，溶脱および土壌残存の割合を分配率として表した。なお，未回収分は脱窒

および採取できなかった下層土中の根等である。栽培途中（11 月 25 日）では，作物吸収が 23.8～

30.3％で，溶 脱 がほとんど認 められなかった一 方 ，土 壌 残 存 は基 肥 区 で 39.2～45.3％，追 肥 区 で

54.0～90.7％と収支の半分以上を占めた。栽培終了時の 3 月 23 日においては，基肥区は，作物吸

収が 50.7～58.0％，溶脱が 2.2～6.1％および土壌残存が 20.0～20.5％であった。追肥区は，作物

吸収が 65.4～66.1％，溶脱が 0.1～0.3％および土壌残存が 24.9～41.0％であり，基肥区より溶脱

が極めて少なく作物吸収および土壌残存が多かった。 
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表 4.1-4  栽 培 期 間 の施 肥 由 来 窒 素 （施 肥 由 来 重 窒 素 ）収 支 （mg m-2）  
      収 支  

土 壌  標 識 区  採 取 日  
施 肥  

作 物  

吸 収
溶 脱

土 壌   

残 存  (未 回 収 )*2 

      (A) （B) （C) （D) (A-B-C-D) 

  11/25 466.5 120.1 0.0 211.0 135.5  

 基 肥   (100.0)*1 (25.7) ( 0.0) (45.3) (29.0) 

  3/23 466.5 236.5 28.4 93.2 108.4  

細 粒 質    (100.0) (50.7) ( 6.1) (20.0) (23.3) 

  11/25 186.6 45.7 0.0 169.2 -28.3  

 追 肥   (100.0) (24.5) ( 0.0) (90.7) (-15.2) 

  3/23 435.4 284.9 1.3 178.4 -29.2  

   (100.0) (65.4) ( 0.3) (41.0) (-6.7) 

  11/25 466.5 111.0 0.0 182.7 172.8  

 基 肥   (100.0) (23.8) ( 0.0) (39.2) (37.1) 

  3/23 466.5 270.6 10.1 95.6 90.2  

中 粒 質    (100.0) (58.0) ( 2.2) (20.5) (19.3) 

  11/25 186.6 56.6 0.0 100.7 29.3  

 追 肥   (100.0) (30.3) ( 0.0) (54.0) (15.7) 

  3/23 435.4 287.8 0.5 108.3 38.8  

   (100.0) (66.1) ( 0.1) (24.9) ( 8.9) 

*1（ ）内 の数 値 は施 肥 を 100 とした場 合 の分 配 率 (%)。 

*2 未 回 収 は脱 窒 および未 採 取 の 30cm 以 深 の根 への蓄 積 量 。 

 

4.1.4 考察  

4.1.4.1 土壌条件が作 物および窒素溶脱に及 ぼす影響 

細 粒 質 ・追 肥 区 の結 球 重 は他 区 に比 べて大 きかった（表 4.1-2）。収 穫 時 の作 土 中 全 窒 素 量 は

1.84 g kg-1 と同基肥区の 1.78 g kg-1 に比べてわずかに多く，両区の差は土壌肥沃度の違いに因る

と推 察された。土 壌 中 の有 機 態 窒 素は無 機 化 によって施 肥 窒 素の利 用 率を低 下 させる可 能 性があ

るが，施肥由来重窒素の収支からは作物吸収への影響が認められなかった（表 4.1-4）。 

また，本研 究では乾燥密度や保水 性が異なる 2 種の土壌 を供試した結果，浸透 流出水量や施

肥 窒 素 溶 脱 量 に大 きな差 が認 められなかった（表 4.1-3）。これは，作 土 および下 層 土 の砂 含 量 が

62％，65％と多い中粒質（細粒質：52％，40％）は，より大きな孔隙を持 つため飽和 領域では浸透水

量が多い一方，不飽和領域ではシルト含量が 31％，41％と多い細粒質（中粒質：24％，20％）に比

べて低 マトリックポテンシャルでの透 水 性 が低 い（Jury・Horton, 2005）ことによる可 能 性 がある。した

がって，両 土 壌 の孔 隙 分 布 の違 いは全 体 として水 および溶 質 移 動 に影 響 を及 ぼす程 度 ではなかっ

たと考えられる。  

 

4.1.4.2 施肥由来 重窒 素の土壌 中 における動 態 

 施用から 50 日経過後の基肥由来重窒素は，硝酸態窒素の分布と異なり地表から 10 cm 以内の

表層に多く集積していた（図 4.1-3，4）。石塚ら（1962）は，地表下 5 cm への硫安施用から 35 日後

における窒 素 の形 態 別 分 布 を調 べ，アンモニア態 と硝 酸 態 はともに表 層 に多 く集 積 することを報 告

している。したがって，表 面 施 用 された基 肥 窒 素 の一 部 は硝 酸 態 に変 化 し，作 物 に吸 収 されたり下

層 に移 動 したりして表 層 から減 少 したものの，多 くはアンモニア態 か有 機 態 として表 層 に留 まってい

たことが考えられる。 

基肥施用後 169 日目および追肥施用後 140 日目にあたる栽培終了時においても同様に，施肥
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由来重窒素は作土層に多く分布し，特に地表から 15 cm 以内の浅い層に集積していた（図 4.1-4）。

このときの分布形状を硝酸態窒素のものと比較したところ，基肥由来重窒素は 0～10 cm，追肥由来

重窒素は 5～20 cm の深さにそれぞれ硝酸態窒素にはない明瞭なピークが認められた（図 4.1-3，4）。

小 川 ら（1979）は，重 窒 素 標 識 硫 安 を用いて表 層 腐 植 質 黒 ボク土 の畑 地 における施 肥 窒 素 の土 壌

中での動態を調査し，施用後 136 日目に表層 10 cm 内への施肥窒素の集積を認め，これが有機化

によることを指 摘 している。これらのことから，施 肥 由 来 重 窒 素 は，栽 培 終 了 時 には硝 酸 態 としてほと

んど存在しておらず，アンモニア態のまま土壌 粒子表面に吸着されたか，もしくは有機化の可能性が

考えられる。ところで，アンモニウムイオンの粘土鉱物への固定反応は，それが膨張性 2：1 型粘土鉱

物 の土 壌 粒 子 間 に強 く吸 着 され非 交 換 性 となる過 程 であり，このことによって硝 酸 化 成 が遅 くなるこ

とが知られている（三枝，1993）。しかし，供試土壌には 2：1 型粘土鉱物が少なく，また，強い固定能

を有するバーミキュライトが含まれていないことから，本 研 究 ではアンモニア態 窒 素 の固 定を考 慮する

必要はないと考えられた。 

日 平 均 気 温 （AMeDAS：太 宰 府 市 ）が，硝 酸 化 成 作 用 の下 限 温 度 である 4℃（山 本 ，1994）を下

回った日数は，2003 年 11 月 25 日から 2004 年 3 月 23 日までの 119 日間に，のべ 19 日しかなか

った（図 4.1-6）。また，硝酸化成は 5℃の低温条件においても進むことから（満田，2008），施肥由来

重窒素が，栽培終了時までアンモニア態のまま残存していた可能性は低いものと思われる。 
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図 4.1-6  調 査 期 間 （2003～2004 年 ）の日 平 均 気 温 （太 宰 府 市 *1）の推 移  

*1 太 宰 府 市 のアメダスデータ。 

 

 一方，硝酸化成速度 は 15℃以下になると著しく遅れるが，無機態 窒素の有機化は 10℃以下の

低 温 条 件 においても顕 著 に遅 れない（甲 斐 ，1981）。さらに，通 常 の畑 土 壌 では，新 鮮 有 機 物 の添

加がない場 合，硝 酸 態 窒 素の有 機 化はほとんど起こらないことが明らかにされている（西尾，2007）。

なお，ライシメータへの土 壌 充 填 後 は有 機 質 資 材 の施 用 や作 物 残 渣 の還 元 を行 っておらず，これら

のことは，栽 培 終 了 時 までに作 土 中 に残 存 した施 肥 由 来 アンモニア態 窒 素 の多 くが有 機 化 したこと

を強く示唆するものである。 

 なお，細粒質では 3 月 23 日の土壌中硝酸態窒素量が基肥区と追肥区間で異なった（図 4.1-3）。

細 粒 質は中 粒 質より粘 土，シルトおよび腐 植 含 量が多いため団 粒 構造 が発 達しやすいと考えられる

が（Hillel，2001），団 粒 構 造 は選 択 流 の原 因 となったり内 部 に浸 透 した溶 質を保 持 したりするため，

土壌中の溶質分布はより不均一になる。さらに，追肥Ⅱ施用時のキャベツの外葉面積はかなり大きく，
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降 雨 を完 全 に遮 断 する部 分 もあるため土 壌 表 面 への水 分 供 給 が不 均 一 となり，その結 果 ，施 肥 由

来 硝 酸 態 窒 素 の移 流 が制 限 されて濃 度 の偏 りが生 じた可 能 性 が考 えられる。しかし，ここでは施 肥

由 来 窒 素 の動 態 を検 討 するために同 一 試 料 における硝 酸 態 窒 素 と施 肥 由 来 重 窒 素 の分 布 パター

ンの違いを論じており，土壌中硝酸態窒素量の区間差は本論議に影響するものではない。 

 

4.1.4.3 施肥由来 重窒 素の動態と溶脱との関 係 

 収 穫期までの施肥 由 来重 窒 素の収支（表 4.1-4）を精 査 した。その結 果，脱窒および残 根等 を起

因とする未回収分の割合は，マイナス収支の細粒質・追肥区を除いた平均で 16.8％（8.9～23.3％）

であった。竹 内 （1997）が示 した畑 地 での施 肥 量 に対 する脱 窒 量 の比 率 は 5～15％であり，このこと

から，本 研 究 は概 ね妥 当 な収 支 結 果 と考 えられた。細 粒 質 ・追 肥 区 は，前 述 の理 由 に伴 う施 用 重

窒 素 の偏 りが生 じ，ルートオーガによる一 定 間 隔 の採 取 法 ではこれらを充 分 平 滑 化 できなかった可

能性がある。そのため，土壌残存が過大になったと考えられるので平均から除外した。 

松 波 ら（2005）によると，施 肥 窒 素 の溶 脱 は，作 物 吸 収 と表 層 における有 機 化 の両 者 から影 響 を

受 け，これらの合 計 が，施 用 量 とほぼ同 等 でありかつ下 層 への施 肥 窒 素 の移 動 が少 ない場 合 ，ほと

んど溶脱しない。作付け期間中の溶脱がほとんど認められなかった追肥区では，追肥由来重窒素の

作物吸収量と作土中残存量が多く（表 4.1-4），その下層への移動も少なかった（図 4.1-4：11 月 25

日）。対照的に，溶脱量が多かった基肥区ではこれらが少なく（表 4.1-4），施用 50 日後（11 月 25

日）において基肥由来重窒素の深さ 70 cm の下層への移動が認められた（図 4.1-4）。これらのこと

から，本 研 究 の場 合 も作 物 吸 収 と作 土 層 での有 機 化 の両 者 が，施 肥 由 来 窒 素 の溶 脱 に大 きな影

響を及ぼしたことが推察された。 

 また，一度 有機化した施肥窒 素には，容易に無機化する部分と無機 化しにくい安定化した部分 が

あり，一 般 的 に，後 者 は地 温 上 昇 や土 壌 の乾 燥 に伴 い再 無 機 化 するといわれている（甲 斐 ，1981）。

このため，収 穫 後 無 作 付 け状 態 の本 研 究 においては当 初 ，夏 期 の多 雨 にともない，栽 培 終 了 時 の

残 存施 肥 窒 素（残 存 率：20.0～41.0％，表 4.1-4）の多くが溶 脱するものと予 測された。ところが，施

肥由来窒素の溶脱率は，栽培終了以降で 3.4～7.6％と土壌残存の 20％程度に過ぎず，基肥と追

肥を合わせた全調査期間では 5.2～11.4％（平均 8.3％）であった（表 4.1-3）。これは，表層腐植質

黒ボク土のシバの 13.2％（神野・本名，1999），ダイコンの 18.2％（日高ら，1987），黄色土のキャベツ

の 20％（芝野・大野，1988）に比べて低い値であった。一方，収穫時の土壌残存率（表 4.1-4）から

その後 の溶 脱 率 （表 4.1-3）を差 し引 いてみると，施 用 から約 1 年 経 過 後 において，基 肥 窒 素 の

15.7％および追肥 窒素 の 21.5％（細粒 質を除 く）が土壌に残存していたと推定される。灰色 低地 土

の畑では，収 穫 後 表 層 10 cm 以 内に施 肥 窒 素の約 10％が有 機 態として残 存し（Nishio et al.，

2002），一 旦 有 機 化 し微 生 物 バイオマスに取 り込 まれた場 合 ，粘 土 鉱 物 中 に固 定 された場 合 よりも

作 物 に吸 収 されにくく（Preston，1982），比 較 的 安 定 して土 壌 中 に残 存 することが認 められている

（西尾・荒尾，2002）。したがって，灰色低地土の本研究では，施用したアンモニア態窒素の約 15～

20％が難 分 解 性 の有 機 態 窒 素 となったために，施 肥 由 来 窒 素 の溶 脱 が栽 培 終 了 後 も少 なかった

可能性が考えられる。  

 

4.1.4.4 溶脱硝酸 態窒 素の起源 

土 壌 由 来 分 を含 めた全 硝 酸 態 窒 素 溶 脱 量 に対 する施 肥 由 来 窒 素 の寄 与 率 は，6.2～12.6％で

しかなく，約 1 年間に土層から溶脱した硝酸態窒素の 90％程度が土壌由来窒素を起源としていた

－ 53 －



   
 

- 54 -

（表 4.1-3）。窒素 溶脱 量に対する施肥 由来 窒 素の寄 与率 を検討した事例では，前述のシバが 28

～43％（神 野 ・本 名 ，1999），山 田 ら（2003）が細 粒 黄 色 土 におけるキャベツ－スイートコーン体 系 で

得 たデータからの計 算 結 果 が 24～65％であった。いずれも本 研 究 に比 べて大 きいが，前 者 は蒸 発

散量の少ない冬期の多 雨により，この時期の浸透流出水量 が多く，後者は年間施 肥窒素量 が 550 

kg ha-1 と本研究の 2 倍近く多くかつ作物吸収率が低かったために，いずれも施肥由来窒素溶脱量

が多 かった可 能 性がある。しかし，土 壌 由 来を含む硝 酸 態 窒 素 溶 脱 量 は，本 研 究 では 24.1～26.3 

g m-2 であり（表 4.1-3），神野・本名（1999）の 8.8～14.4 g m-2 に対し平均で 2.4 倍多かったものの，

施肥由来窒素溶脱率は平均で 0.62 倍の差に過ぎなかった。また，基肥硫安施用直後から硝酸態

窒素濃度はすでに高く，このときに基肥由来窒素の流出が認められなかったことから（図 4.1-5），試

験開 始 前の夏期の高温 による土壌 窒素の無機 化により，下 層土 壌に硝 酸態 窒 素が蓄積していたこ

とが推 察 された。これらのことはすなわち，硝 酸 態 窒 素 の溶 脱 に対 する施 肥 由 来 窒 素 の寄 与 が小 さ

かった理由が，施肥由 来窒素の溶脱量が少なかったことよりむしろ，作付け前からの蓄積を含め，土

壌由来窒素の無機化量が多かったためであることを示唆している。 

水 田 では，夏 期 の湛 水 により有 機 物 の分 解 が抑 制 されるため有 機 態 窒 素 を蓄 積 しやすいが，畑

地への転換 によって有機態 窒素から硝酸態 窒 素への移行 が経年 的に速まることが示されている（西

尾，1997）。水 稲 作では基 肥 窒 素の大 部 分が速 やかに有 機 化し，収 穫 後の再 無 機 化による二 次 的

な環境負荷 の可能性が指摘され（米田，1981），また実際に，非作付け期間における窒素の地下浸

透量が，無視できない程度であることが報告されている（國松，1985）。畑地では，Macdonald et al.

（1989）が，冬 作 小 麦 畑 において，収 穫 後 の土 壌 残 存 硝 酸 態 窒 素 のほとんどが無 機 化 した土 壌 有

機態窒素に由来することを示唆した。また，インセプティソルの 1 年生草地において，2 か月の休閑

処理により無機化窒素の蓄積量が 65～86 kg ha-1 増加したことが報告されている（Francis et al., 

1995）。このように，畑 地 への窒 素 負 荷 に対 する土 壌 由 来 窒 素 の寄 与 は大 きく，無 作 付 け状 態 の場

合，吸収がないため無 機化窒 素の蓄積が多く，さらにその影響が増すことが考えられる。前述 のシバ

畑は生育初期には裸地に近いものの，多年生のため通年で栽植されているが（神野・本名，1999），

本研究では収穫後の半 年間は裸地 である。したがって，窒素溶脱に対 する土壌由 来窒素の影 響 が

大きかったのは，夏期の非作付け期間に，無機化した土壌由来窒素の蓄積が多かったためと考えら

れる。すなわち，1 年間に土層から溶脱した硝酸態窒素 の 90％程度が作付け前に蓄積していた硝

酸 態 窒 素 を含 む土 壌 由 来 窒 素 を起 源 とし，このため，梅 雨 期 を含む非 作 付 け期 間 における浸 透 流

出水中の平均硝酸態窒素濃度は 13.8～16.6 mg L-1 と水質基準値を超過したものと推察された（表

4.1-3）。 
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第５章 農耕地からのカリウム溶脱の可能性  
 

5.1 樹 園 地 におけるカリウムの蓄 積 と溶 脱 の可 能 性  

 
5.1.1 緒言  

近 年 の国 際 的 な肥 料 価 格 の高 騰 が，農 家 経 営 に深 刻 な影 響 を及 ぼすことが懸 念 されている。こ

れを受 けて，化 学 肥 料 の低 成 分 化 による肥 料 コストの低 減 ，堆 肥 等 有 機 質 資 材 や土 壌 中 に含 まれ

るリン酸 およびカリウムなどの肥 料 成 分 をより一 層 有 効 活 用 することが求 められている。そのために

は，土 壌 の実 態 や作 物 に応 じて施 肥 基 準 を見 直 すことにより具 体 的 な施 肥 の削 減 方 法 を明 示 する

必要がある。 

 樹 園 地 では土 壌 の生 産 力 を増 進 し，高 品 質 な農 産 物 の安 定 生 産 を図 るために，これまで土 壌 改

良 資 材 および堆 肥 等 有 機 質 資 材 の施 用 が推 進 されてきた。しかし，リン酸 質 肥 料 や家 畜 ふん堆 肥

の多施 用は，リン酸およびカリウムなどの養 分の過剰 蓄 積を助長し（内 野ら，2001），全国で 1979～

1998 年 に行 われた土 壌 環 境 基 礎 調 査 では，樹 園 地 における可 給 態 リン酸 含 量 および交 換 性 カリ

含量が増加傾向にあることを認めている（小原・中井 2003，2004）。福岡県が実施した 1979～1993

年 の同 調 査 の結 果 も，可 給 態 リン酸 含 量 の過 剰 化 傾 向 を示 している（小 田 原 ら，1997）。しかし，こ

れまでに樹 園 地 において，堆 肥 等 有 機 質 資 材 の施 用 が土 壌 中 の交 換 性 カリの動 態 に及 ぼす影 響

を，現地において検討した事例はない。 

 土壌粒子 （固相）表面 は負電荷を持ち，その負電荷は陽 イオンを吸着することによりバランスされて

いる。土 に添 加 された陽 イオンの一 部 は，陽 イオン交 換 反 応 によって固 相 に保 持 されていた交 換 性

陽イオンと交換して吸着される。このため，硝酸態窒素などの陰イオンとは異なりアンモニウムやカリウ

ムなどの陽 イオンは，施 用 しても一 般 に農 耕 地 から溶 脱 しにくいといわれている。岡 田 ら（1992）はポ

ット試 験 の結 果 ，灰 色 低 地 土 と比 べてカリウム保 持 力 が弱 い黒 ボク土 において，施 肥 カリの溶 脱 率

は多 雨 期 の無 栽 植 条 件 でも 8.5％でしかなく，硝 酸 態 窒 素 に比 べて無 視 できるとした。一 方 でそれ

は，同じ黒ボク土でもバナナ栽植条件で 15.5％と高く（Sansoulet et al.，2007），畑作物では長期三

要素連用試験の収支から 20％であることが推定された（杉山ら，2002）。さらに，排水良好な林地に

おいて 27％（Riekerk，1971），カキおよびモモの樹園地 では暗渠排水を利用した推定値 が 32.5％

に及ぶことが報告されている（吉田，1992）。このように，作物に吸収されなかった施肥由来のカリウム

は農 耕 地 から多 量 に溶 脱 する可 能 性 がある。したがって，果 樹 栽 培 において生 育 および品 質 上 重

要 な成 分 であるカリウムの溶 脱 の実 態 を把 握 しておくことは，環 境 のみならず肥 料 の経 済 的 損 失 を

防ぐためにも重要である。 

そこで，本 節 では，福 岡 県 内 の樹 園 地 における堆 肥 等 有 機 質 資 材 の肥 料 成 分 を含 む施 肥 管 理

が，交 換 性 カリの動 態 に及 ぼす影 響 を検 討 した。その結 果 ，一 部 の園 で交 換 性 カリの減 少 がカリウ

ムの溶脱による可能性が示唆されたので，その機作を推定した。 

 

5.1.2 材料 および方法  

5.1.2.1 調査地点および調査方法  

本研究では，土壌環境基礎調査（1979～1998 年）に引き続き，1999～2007 年に実施された土壌

機 能 実 態 モニタリング調 査 で得 られた福 岡 県 内 の樹 園 地 のデータを解 析 した。調 査 は，土 壌 環 境

基礎調査から継続した 10 地点と， 1999 年以降新に選定した 12 地点からなる合計 22 地点を対象
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に実施した。対象品目とその地点数を表 5.1-1 に示した。調査地点の農耕地土壌分類第二次案に

基づく土壌群名とその地点数の内訳は，褐色森林土が 9 地点，黄色土が 5 地点，赤色土が 4 地

点，黒ボク土が 4 地点であった。 

 
表 5.1-1  調 査 地 点 の品 目 および土 壌 の種 類  

 
品 目  点 数  土 壌 の種 類 （農 耕 地 土 壌 分 類 第 2 次 案 ：土 壌 群 ） 

 柑 橘 類  8  黒 ボク土 (1)，黄 色 土 (1)，赤 色 土 (3)，褐 色 森 林 土 (3) 

 ナシ 5  黒 ボク土 (2)，黄 色 土 (2)，褐 色 森 林 土 (1) 

 ブドウ 4  黒 ボク土 (1)，黄 色 土 (1)，褐 色 森 林 土 (2) 

 カキ 2  褐 色 森 林 土  

 ビワ 1  黄 色 土  

 イチジク 1  赤 色 土  

 ｷｳｲﾌﾙｰﾂ 1  褐 色 森 林 土  

計  22    

 

調査は 1 年間に 5～8 地点について実施し，1999～2002 年に県内を一巡した。その後，2004～

2007 年に 2 巡目を行い，前回と同一の地点において 5 年経過後の再調査を行った。土壌採取は

基本的に収穫中もしくは直後に行い，園内の中央部および対角線上の 5 か所から平均的な樹齢お

よび樹勢の木を選び，亜主枝の雨落ち部端から 30～50 cm 幹側の位置においてリター層を取り除い

た第 1 層と第 2 層を採取した。なお，第 1 層の深さの全地点平均値は 17.0 cm（10.0～30.0 cm）で

あった。 

 

5.1.2.2 堆肥等有 機質 資材の施 用 量および成分量 

家 畜 ふん堆 肥 等 有 機 質 資 材 （以 下 ，有 機 質 資 材 ）の施 用 量 ，施 肥 量 ，収 量 は，各 地 点 の耕 作

者 への聞 き取 り調 査 のデータを用 いた。有 機 質 資 材 に含 まれる有 効 成 分 量 は地 点 ごとの施 用 量

に，表 5.1-2 に示した代 表 的な成 分 濃 度および種 類ごとの肥 効 率を乗じて概 算 した。成 分 濃 度は

有 機 質 資 材 等 の利 用 上 の手 引 き（福 岡 県 農 政 部 ，2007）に記 載 された県 内 の家 畜 ふん堆 肥 の種

類 別 平 均 値 および土 壌 保 全 調 査 事 業 全 国 協 議 会 編 （2003）の値 を使 用 し，肥 効 率 も同 様 に前 述

の文献に基づいた。 

 

5.1.2.3 土壌理化 学性 の分析方 法  

1 圃場の 5 か所から採取した試料はよく混合して一つにし，風乾後細かく砕いて 2 mm の篩を通し

たものを化学性の測定に供した。分析項目は，第 1 層の pH（H2O），全炭素（T-C），交換性陽イオ

ン，陽 イオン交 換 容 量 で定 法 （土 壌 環 境 分 析 法 編 集 委 員 会 ，1997）に従 って測 定 した。なお，宗 像

地点のみ，第 1 層および第 2 層の 1：5 水抽出液の水溶性イオンを原子吸光分析法およびイオンク

ロマトグラフ法，炭酸水素イオンをアルカリ滴定法によって測定した。乾燥密度は 100 mL の金属円

筒を用いて第 1 層の断面から未攪乱状態で採取した試料を 105℃で熱乾し測定した。 

粘 土 鉱 物 組 成 は，前 処 理 として土 壌 を 6％過 酸 化 水 素 水 で有 機 物 を分 解 した後 ，超 音 波 処 理

により土 粒 子 を分 散 させ，ストークスの式 から計 算 した粘 土 粒 子 の沈 降 時 間 にサイホンによって粘 土

画 分 を 全 量 回 収 し た 。 次 に 粘 土 懸 濁 液 試 料 を 定 方 位 法 に よ り ， X 線 回 折 装 置 （ Rigaku 製 ，

Rint2000V）で測定した。 
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表 5.1-2  施 用 有 機 質 資 材 の種 類 と代 表 的 な成 分 濃 度 *2 および肥 効 率 *3  
  施 用 地 点 数  成 分 濃 度 代 表 値  肥 効 率  

種 類  
 地 点  

 全 体  
 

資 材 施  

用 地 点 *4 窒 素 リン酸 カリ 窒 素  リン酸   カリ

 Ⅰ Ⅱ  Ⅰ Ⅱ  (P2O5) (K2O)  (P2O5) (K2O)

           % % % % % % 

ｵｶﾞｸｽﾞ牛 ふん堆 肥  9 7  7 5 0.80 0.80 1.10 15 60 90 

ﾓﾐｶﾞﾗ牛 ふん堆 肥  1 0  1 0 0.80 0.75 1.12 15 60 90 

馬 ふん堆 肥  1 1  1 1 0.56 0.64 0.64 30 60 90 

バ－ク堆 肥  2 1  0 0 0.44 0.28 0.04 4 60 90 

ｵｶﾞｸｽﾞ厩 肥  1 1  0 1 0.59 0.62 0.68 30 60 90 

乾 燥 牛 ふん 0 1  0 1 1.65 1.84 1.74 30 60 90 

発 酵 鶏 ふん 0 1  0 1 2.80 5.80 2.90 50 70 90 

下 水 汚 泥  1 0  0 0 0.72 1.37 0.20 100 33 100 
*1 Ⅰは 1 巡 目 （1999～2002 年 ），Ⅱは 2 巡 目 （2004～2007 年 ）。 
*2 現 物 当 たりの福 岡 県 内 産 家 畜 ふん資 材 平 均 値 および既 往 の文 献 値 から引 用 。 
*3 福 岡 県 農 政 部 （2007）および土 壌 保 全 調 査 事 業 全 国 協 議 会 （2003）から引 用 。 
*4 資 材 施 用 地 点 は 1，2 巡 目 ともに堆 肥 等 有 機 質 資 材 を施 用 した地 点 。  

 

5.1.2.4 統計処理 

施肥量および分析項目ごとの結果は，1 巡目と 2 巡目で対応する調査地点の巡間について，統

計解析用アドインソフト Statcel を用いてノンパラメトリック検定の一種であるマンホイットニ検定および

ウイルコクソン符 号 付 順 位 和 検 定 を行 った。また，有 機 質 資 材 の施 用 の有 無 別 に施 肥 量 および土

壌化学性の実態を解析するため，有機質資材を 1 巡目，2 巡目ともに施用した 9 地点を「有機質資

材施用地点」，1 巡目，2 巡目ともに施用しなかった 7 地点を「有機質資材無施用地点」と区分し，

上記の検定法により 2 巡目の平均値間および各地点の巡間について統計解析を行った。 

 

5.1.3  結 果および考察   

5.1.3.1 家畜ふん堆肥 等有機 質資 材の施用 量 および施肥 量の実態 

調査地点全体では 2 巡目の有機質資材施用量の平均値が 15.53 Mg ha-1 と 1 巡目に比べて

17％少なく，全地点数に対する 2 巡目に有機質資材を施用した地点割合は 55％であった（データ

略）。有機質資材施用地点では 2 巡目の平均施用量が 14.48 Mg ha-1 であり，1 巡目に比べて 33％

減少した（データ略）。 

調査地点における施肥量の実態を表 5.1-3 に示した。化学肥料の施用量に施用有機質資材中

の有効成分量を加えた総施肥量の概算値は，2 巡目の地点全体では窒素，リン酸およびカリがそれ

ぞれ 176， 193 および 177 kg ha-1 であり，各地点の品目および品種ごとの成木における収量別施

肥基準量（福岡県農政部，1999）平均値の 193，148 および 144 ｋg ha-1 に比べて窒素が 0.9 倍と

やや少なく，リン酸およびカリが 1.3 倍および 1.2 倍多かった。 

2 巡目のカリ総施肥 量 を有機質 資 材施 用の有 無別に比 較 すると，有機 質資 材 施用 地点は 222 

kg ha-1 であり，同無施用地点の 130 kg ha-1 より多く（p＜0.05），それは前述の県施肥基準量の平

均値に対して 1.5 倍の投入量に相当した。 

 

5.1.3.2 有機質資 材施 用の有無と土壌中の交 換性カリ含量 

有機質資材施用地点における 2 巡目の第 1 層の交換性カリ含量平均値は 562 mg kg-1 と無施

用地点の 373 mg kg-1 より多かったものの，有機質資材施用の有無間で統計的に有意な差はなかっ

た（データ略）。したがって，有機質資材施用地点ではカリ総施肥量が多かったが，有機質資材の施
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用が交換性カリ含量に及ぼす影響は判然としなかった。 

 

表 5.1-3 施 用 有 機 質 資 材 の有 無 *1 別 にみた施 肥 量 （kg ha-1）の実 態  
化 学 肥 料  資 材 中 有 効 成 分 量 *2 総 施 肥 量  資 材  

施 用   窒 素 リン酸  カリ 窒 素  リン酸 カリ 窒 素  リン酸  カリ 

(地 点 ) 

調 査  

時 期  
  (P2O5) (K2O)   (P2O5) (K2O)   (P2O5) (K2O) 

 Ⅰ 251 223 117 0 0 0 251 223 117 

無 施 用  Ⅱ 195 167 130 0 0 0 195 167 130 

(7) Ⅱ/Ⅰ 78 75 111 － － － 78 75 111 

 検 定 *4 * + ns － － － *     + ns 

 Ⅰ 134 195   104 30 96 183 164 291 287 

施 用  Ⅱ 117 129  74 32 92 148 149 221 222**3 

(9) Ⅱ/Ⅰ 87 66  71 107 96 81 91 76 77 

  検 定  ns ns ns ns ns ns ns ns    + 

 Ⅰ 178 190   102   18   56  106 196 246 208 

全 体  Ⅱ  160   145    96   16   48   81 176 193 177 

(22) Ⅱ/Ⅰ 90 76 94 89 86 76  90 78 85 

  検 定  ns ns ns ns ns ns ns     +    + 
 

*1 1 巡 目 （Ⅰ），2 巡 目 （Ⅱ）とも有 機 質 資 材 を施 用 しなかった地 点 を「無 施 用 」，施 用 した地 点 を「施 用 」。 
*2 資 材 中 有 効 成 分 量 は資 材 施 用 量 に表 5.1-2 の成 分 濃 度 代 表 値 と肥 効 率 を乗 じて算 出 した概 算 値 。 
*3 マンホイットニ検 定 の結 果 ，施 用 の 2 巡 目 に付 した ** は無 施 用 の 2 巡 目 に対 して 1%水 準 で有 意 差 あり，無

印 は有 意 差 なし。 
*4 ウイルコクソン符 合 付 順 位 和 検 定 の結 果 ，巡 間 に*，+は 5，10%水 準 で有 意 差 あり，ns は有 意 差 なし。 

 

5.1.3.3 カリ総施肥 量と交換性カリ含量の変 化  

カリ総 施 肥 量 の巡 間 の推 移 をみると，有 機 質 資 材 無 施 用 地 点 では変 化 がなく，地 点 全 体 および

有 機 質 資 材 施 用 地 点 では減 少 傾 向 がみられた（p＜0.1，表 5.1-3）。そこで，交 換 性 カリ含 量 の巡

間の推移を地点別に検討するため，1 巡目に対する 2 巡目の関係を図 5.1-1 に示した。1 巡目の交

換性カリ含量が 500 mg kg-1 以下の地点は有機質資材施用の有無に関係なく増減の傾向が判然と

しなかった。一方， 1,000 mg kg-1 以上の 3 地点（宗像，上陽，八女）はすべて有機質資材施用地

点であり 2 巡目に大きく減少した。 
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図 5.1-1 交 換 性 カリ含 量 の 1 巡 目 と 2 巡 目 の関 係  
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5.1.3.4 巡間のカリ施肥量と交換 性カリ保有 量の変化 

宗像，上陽および八女 の 3 地点において交換性カリ含 量の大幅な減少傾向が認められた。そこ

で，これらが単 純 にカリ施 肥 量 の減 少 に伴 うものかどうか確 かめるため，巡 間 のカリ施 肥 量 の変 化 量

（ΔA）と交 換 性 カリ保 有 量 の変 化 量 （ΔK）の関 係 を図 5.1-2 に示 した。ここで，交 換 性 カリは，表

5.1-5 に示した第 1 層の厚さに乾燥密度を乗じて土量（kg ha-1）を求め，これに含量（mg kg-1）を乗

じ，交換 性 カリ保 有量（kg ha-1）に換算した。この結果，八 女地 点のみが施肥 量の減少によるもので

あり，宗像地点は ΔA の増加にもかかわらず ΔK が大きく減少した。上陽地点は土量の違いで交換

性カリ含量の差が相殺されたため，結果的に ΔK が少なかった。これらのことから，宗像地点ではカリ

ウムが第 1 層から溶脱した可能性が伺えた。 

 

-1500

-1000

-500

0

500

1000

-250 -200 -150 -100 -50 0 50 100 150

○ 堆肥無施用

● 堆肥施用

カリ施肥量の変化量（K2O kg ha
-1）

交
換
性
カ
リ
保
有
量
の
変
化
量
（
K
2
O
 
k
g
 
h
a
-1
）

宗像八女

上陽

-1500

-1000

-500

0

500

1000

-250 -200 -150 -100 -50 0 50 100 150

○ 堆肥無施用

● 堆肥施用

カリ施肥量の変化量（K2O kg ha
-1）

交
換
性
カ
リ
保
有
量
の
変
化
量
（
K
2
O
 
k
g
 
h
a
-1
）

宗像八女

上陽

 
図 5.1-2  カリ施 肥 量 の変 化 量 （ΔA）と交 換 性 カリ保 有 量 の変 化 量 （ΔE）の関 係  

*1 変 化 量 は 2 巡 目 の値 から 1 巡 目 の値 を差 し引 いた。  

 
5.1.3.5 作土（第 1 層）からのカリウム溶脱の可 能性の検 証  

次に，宗像地点におけるカリウム溶脱現象を説明するため，土壌の pH（H2O）および陽イオン交換

反 応 について検 討 した。宗 像 地 点 土 壌 の基 本 的 性 質 について，母 岩 および粘 土 鉱 物 組 成 を表

5.1-4 に，栽培品目および主な理化学性を表 5.1-5 に示した。宗像地点土壌の母岩は第三紀堆積

岩 で，粘 土 鉱 物 にスメクタイトおよびカオリナイトを多 く含 み，バーミキュライト－クロライト中 間 種 鉱 物

を含 む。これらは風 化 によって塩 基 類 が強 度 に溶 脱 された結 果 生 成 したものであり，土 壌 は強 い酸

性を示す（井上，1997）。したがって，柑橘類の栽培管理においては，土壌の pH（H2O）を 5.5～6.5

に矯 正 することを基 本 としている（福 岡 県 農 林 水 産 部 ，2009）。そのため，この園 でも炭 酸 カルシウム

を各巡で 1,000～2,000 kg ha-1 施用していたものの，第 1 層の pH（H2O）は 6.1 から 5.4 に低下した。

このとき，交 換 性 陽 イオン含 量 はカルシウム（Ca）およびマグネシウム（Mg）が増 加 した一 方 で，カリウ

ム（K）は 2.6 から 1.6 cmolc kg-1 に減少した。林地土壌では pH の 6.4 から 5.1 への低下に伴って，

施用カリウムの溶脱量が 2.1～3.0 倍増加したことが報告されている（Krause，1965）。したがって，本

研究では，聞き取り調査による果実収量が巡間で 30.0 および 32.5 Mg ha-1 と大差がないので樹体

による収奪量は同じと仮定すると，ΔA の増加から，ΔK の減少は pH の低下に伴う第 1 層からの K+

の溶脱による可能性が考えられる。 

しかし，通常，層状ケイ酸塩鉱物内部の同型置換によって負電荷を帯びた酸素原子団（陽イオン  
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表 5.1-4  宗 像 地 点 土 壌 の母 岩 ，土 壌 分 類 名 ，粘 土 鉱 物 組 成 および土 性  
母 岩  採 取 地  土 壌 分 類 名  粘 土 鉱 物 組 成   土 性   

 第 三 紀 堆 積 岩  宗 像 市 山 田    細 粒 赤 色 土  St,Kt＞Ch-Vt,Mc-Vt  LiC 

 *1 Kt：カオリナイト，St：スメクタイト，Vt：バーミキュライト，Mc：雲 母 ，Ch：クロライト。 

 

表 5.1-5  宗 像 を含 む任 意 抽 出 地 点 における栽 培 品 目 および第 1 層 の主 な土 壌 理 化 学 性  
pH 交 換 性 陽 イオン 

地 点  
調 査

時 期  
品 目  

層

厚  

乾 燥   

密 度  (H2O)
T-C 

Ca  Mg  K  Na 

塩 基  

飽 和 度  
K/ECEC

   cm Mg m-3  g kg-1      cmolc kg-1  %  

宗 像  Ⅰ 柑 橘 類  29 0.94 6.1 20.6 31.7 2.4 2.6 0.3 101  0.07  

 Ⅱ  29 0.95 5.4 16.6 32.1 3.9 1.6 0.3 103  0.04  

上 陽  Ⅰ ブドウ 15 1.18 7.2 45.1 23.7 6.9 4.1 0.2 128  0.12  

  Ⅱ   19 1.13 7.1 46.8 24.1 8.0 3.2 0.2 128  0.09  

八 女  Ⅰ ｷｳｲﾌﾙｰﾂ 16 1.32 5.4 23.6 10.8 2.4 2.5 0.1 81  0.16  

  Ⅱ   10 1.39 6.5 15.6 13.0 2.6 1.0 0.0 87  0.06  
 

*1 調 査 時 期 はⅠが 1999～2002 年 ，Ⅱが 2004～2007 年 。 
*2 ECEC は交 換 性 陽 イオン含 量 の合 計 。 

 
交 換 基 ）は Ca2+ および Mg2+ より K+ に対 する選 択 性 がかなり高 い（和 田 信 ，1997）。Wada and 

Odahara（1993）によると Ca2+と K+の交換反応における Vanselow の選択係数 Kv は吸着 K+の電荷

分 率 が低 いほど高 くなる。本 研 究 では K+の電 荷 分 率 が 7.0％から 4.2％に低 下 しているので（表

5.1-5），K+は少 なくとも交 換 体 に保 持 されやすく，より放 出 されにくい状 態 になっているはずである。

ところが，土壌溶液中の Ca2+濃度が K+濃度より極めて高い場合，Ca2+が K+と交換して土壌溶液中

に放 出 するので，K+は降 雨 により土 層 から溶 脱 しやすい状 態 になることもある。このことについて，室

内カラム実験によって 15 mM 塩化カルシウム溶液を 5pV（孔隙単位流量）通液した結果，充填土壌

の交換性 K の 34％が失われたことが明らかにされている（Lalali and Rowell，2003）。 

本研究では，前述のように 1,000～2,000 kg ha-1 の炭酸カルシウム資材が施用されており，交換

性カルシウム含量は 30 cmolc kg-1 を越え（表 5.1-5），炭酸塩の蓄積が確認された施設畑の水準

（兼子・和田 ，1996）に匹敵した。兼 子・和田（1996）は 100％を越える塩基 飽 和度 の原因が炭 酸塩

の存在によることを指摘しており，本研究の宗像地点では塩基飽和度が 100％を越えていることから

（表 5.1-5），炭酸カルシウムが土壌溶液中に沈殿していた可能性がある。 

そこで，炭 酸 塩 の存 在 を推 定 するために，宗 像 地 点 土 壌 の水 溶 性 イオン組 成 とその経 時 変 化 を

図 5.1-3 に示した。その結果，第 1 層では，Ca2+は 1 巡目で最も多く，2 巡目にやや減少した程度で

あったのに対し，K+は大きく減少した．第 2 層でも K+は同様の傾向がみられたが，Ca2+は第 1 層と異

なりむしろ大きく増加していた。一方，第 1 層の陰イオンは，1 巡目では Ca2+の対イオンとなる硫酸イ

オンが少 なく，リン酸 イオンと炭 酸 水 素 イオンが多 かった。次 に，化 学 種 の推 定 に利 用 される汎 用 プ

ログラム，地球化学的モデリング・コードの PHREEQ-C を用いて，1 巡目の水溶性イオン濃度から炭

酸 塩 の存 在 を推 定 した。計 算 条 件 として，土 壌 中 の炭 酸 ガス濃 度 を大 気 中 の濃 度 と，現 地 土 壌 の

含水比を一般的な畑土壌の毛管連絡切断点に近い 22％と仮定して計算した結果，カルシウムの炭

酸 塩 であるカルサイトとして飽 和 に達 していることが推 定 された。なお，実 際 の土 壌 中 の炭 酸 ガス濃

度は，植物や土壌微生物の呼吸のため，大気中濃度よりかなり高いことが予想される。 

以上 ，土 壌 中の交 換 性 陽イオンの動態とカルサイトの存在および pH の低 下から，本研 究 では，

土壌中に蓄積していたカルサイトの一部が pH の低下により溶解し，多量の Ca2+が土壌溶液中に溶

出したことが推定された。また，不飽和未攪乱土壌カラムを用いた降雨実験で，高い降水強度で  
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図 5.1-3  宗 像 地 点 土 壌 の水 溶 性 イオン* 1 組 成 とその経 時 変 化  

*1 水 溶 性 イオンは 1：5 水 抽 出 液 の測 定 値 。 

*2 図 中 の数 値 は水 溶 性 イオンの合 計 量 。 

 
は，添加した K+が土壌中の Ca2+と交換平衡に到達する前に選択流によって溶脱したことが報告され

ている（White et al.，1999）。したがって，前述の Lalali and Rowell（2003）の実験結果と合わせて考

察すると，宗像地点では，カルサイトの溶解によって生じた土壌溶液中の Ca2+が交換体上の K+を置

換し，放出された K+が再び交換平衡に達する前に降雨によって溶脱した可能性が考えられる。 

なお，この地点では，1 巡目から 2 巡目の間に交換性 Ca 含量および塩基飽和度が変化しなかっ

たにもかかわらず，pH（H2O）が大きく低下した。1 巡目から 2 巡目にかけて，第 2 層の pH（H2O）も 6.9

から 4.7 に低下し（データ略），1：5 水抽出液中の硝酸イオンおよび硫酸イオン濃度が増加しているこ

とから，肥料由来の酸が影響したものと思われる。しかし，ここまで大きな pH の低下は，肥料の影響

だけでは説 明 が付 かないので，供 試 土 壌 の性 質 上 自 然 に酸 性 化 しやすいことがこれを助 長 した可

能 性がある。したがって，頁 岩 および熔 結 凝 灰 岩に由 来 する第 三 紀 堆 積 岩を母 材 とする地 域 では，

定期的に土壌診断を実施し，pH（H2O），交換性 Ca および K 含量に留意する必要性が示唆され

た。また，塩基飽和度が過剰な園地では土壌中の炭酸塩を定量的に把握する必要がある。 
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総 合 考 察  
 

硝 酸 態 窒 素 は植 物 に必 須 であるが，人 体 にはメトヘモグロビン血 症 の原 因 となるなど有 害 物 質 で

ある可能性があり，1992 年に WHO（世界保健機関）は硝酸イオンとして 50 mg L-1 以下とする飲料

水 の指 針 値 を勧 告 している。現 在 ，わが国 の飲 用 水 源 は河 川 水 が中 心 であり，井 戸 水 に依 存 する

地域は約 7％に過ぎないが，井戸水は広い範囲から長い時間をかけて集水しているため，一度 汚染

されると修 復 に非 常 に長 い時 間 と多 大 な労 力 を要する。そのため，わが国 においても硝 酸 態 窒 素 等

による地 下 水 汚 染 に対 する消 費 者 の関 心 が高 まり，硝 酸 性 窒 素 （NO3-N）および亜 硝 酸 性 窒 素

（NO2-N）の基準値 10 mg L-1 が 1999 年 2 月に公共水域および地下水の環境基準の項目に追加

された。汚 染 の原 因 は，施 肥 や家 畜 排 泄 物 および生 活 排 水 等 が考 えられるが（環 境 省 ，2007），露

地 野 菜 は肥 料 成 分 の利 用 率 が低 く，多 量 の施 肥 が行 われているため，農 耕 地 に限 った場 合 ，特 に

露 地 野 菜 畑 地 帯 に硝 酸 態 窒 素 汚 染 地 が広 く分 布 している（熊 澤 ，1999）。したがって，露 地 野 菜 に

ついては，環 境 基 準 を遵 守 するための硝 酸 態 窒 素 溶 脱 の低 減 対 策 が急 務 となっている。一 方 ，陽

イオン交換反応においてアンモニア態窒素と同じ振る舞いをするカリウムについては，わが国にとって

貴重な鉱物資源でもあり，その有効利用の観点から農耕地からの溶脱は好ましいことではない。 

そこで，本 研 究 ではまず，九 州 ・沖 縄 各 県 から提 供 された露 地 葉 菜 類 の施 肥 管 理 および肥 料 成

分の吸収に関する試験データの解析を行った（第 1 章）。その結果，栽培期間の短い品目ほど見か

けの窒 素 利 用 効 率 が低 く，リーフレタス，レタス，次 いでホウレンソウにおいて低 いことを明 らかにした。

これらの窒素利用効率は 24～45％であり，作物に吸収されなかった窒素量は 132～171 kg ha-1 にも

なる。これらすべてが溶 脱 する訳 ではないが，西 尾 （2001）は，この程 度 の残 存 窒 素 があれば，年 間

降水量が少ない地方の場合，土壌水中の硝酸態窒素濃度が環境基準の 10 mg L-1 を越える可能

性 を指 摘 している。また，一 部 の事 例 では堆 肥 の過 剰 施 用 による肥 料 成 分 の利 用 効 率 の低 下 が認

められ，このような圃 場 では硝 酸 態 窒 素 およびカリウムの溶 脱 が懸 念 される。これらのことから，露 地

野菜では，施肥量および施肥法の適正化が急務である。 

硝酸 態 窒素 の溶脱を低 減するためには窒 素施 用量を削減 しなければならないが，作物の生 産 性

を維持しつつ効率的に減らすためには，溶脱の予測が必要である。硝酸態窒素等の陰イオンは，土

壌の固相に吸着されないので水移動に伴って土壌中を動く。したがって，露地野 菜畑において硝酸

態 窒 素 の溶 脱 を予 測 するためにはまず，土 壌 中 の水 移 動 特 性 を把 握 しておくことが重 要 となる。水

移 動 の形 態 には，土 壌 マトリックス中 の細 孔 隙 を通 るマトリックス流 と収 縮 亀 裂 や粗 孔 隙 を通 る，流

速の速い選択流がある。そこで，第 2 章・第 1 節では，細粒質泥炭質グライ低地土（農耕地土壌分

類委員会，1995）の水田転換畑（以下，低地土）の未攪乱土壌を充填したモノリスライシメータによる

重 水および臭 化物イオンの不 飽和 定 常浸 透 実 験を行ない，水 移動のモデル化を試みた。その結 果 ，

伝達 関 数モデルの一部 であるガンマ型確 率 密度 分布 関 数を用いたパラメータフィッティングによって，

低地土の溶質浸透特性 を表すパラメータ：α＝4.5，β＝53 を得ることができた。さらに，作成した流

出 推 定 曲 線 から，低 地 土 では，重 水 濃 度 のピーク位 置 が最 大 保 持 水 分 量 に比 べて前 方 にあること

が認 められ，土 壌 水 の流 れの中 に，流 速 の速 い選 択 流 が多 く含 まれることを明 らかにした。Maeda 

and Bergström（2000）は，伝達関数モデルに用いたパラメータ n によって土壌カラム中の不均一な

流 れを説 明 した。しかし，これまで本 手 法 では，水 移 動 特 性 について，ガンマ型 確 率 密 度 分 布 関 数

のパラメータα，βの積である平均到達浸透流 出水量とピーク時水量 との関係を議論することはあっ

ても（Maeda and Ota, 2006），パラメータ自体に注目することはなかった。カラム実験における流出濃
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度 曲 線 は，団 粒 構 造 等 が原 因 で土 壌 水 の流 速 分 布 に著 しい偏 りがある場 合 ，始 めの立 ち上 がりが

急になるが，以後の増加が緩慢になることが示されている（Van Genuchiten et al.，1976）。そこで，

既 往の事 例 において，流 出濃 度 曲 線が異なった土壌タイプ間におけるパラメータの傾 向について検

討した。まず，選 択流を多く含むとされた土壌について，Maeda and Ota（2006）が粘 質のアルティソ

ルで得た値はα＝3.8，β＝126 であり，本研究の低地土（α＝4.5，β＝53）と同様，α＜5 かつβが

αより 10 倍以上大きかった。一方，マトリックス流が主体と考えられる黒ボク土については，本研究の

α＝11，β＝30 の他 に，α＝14.6，β＝44（Maeda and Ota, 2006），α＝13，β＝115（田 中 ら, 

2006）といずれもα＞10，β＜10αであった。つまり，選 択 流 を含 む不 均 一 な流 れでは，αが極 めて

小 さく，βがαに比 べて十 分 大 きい場 合 ，流 出 濃 度 曲 線 の形 状 はピークを境 に前 方 が歪 む一 方 ，

後方では濃度が緩やかに低下しテーリングするという特徴を示すと考えてよいかもしれない。 

また，低 地 土 では，圃 場 条 件 であれば，臭 化 物 イオンを溶 質 移 動 のトレーサーとして利 用 できるこ

とを明らかにした。臭 化 物イオンは安 価かつ測 定が容 易であり，1：5 水 抽 出 液を用いた測定 が可 能

なため，今後の適用場面の拡大が期待される。このように，第 2 章・第 1 節では，室内実験によって，

農耕地に広く分布する低地土壌における水移動に，選択 流が多く含まれることを定性的に確認でき

た。そこで，第 2 節では，マトリックス流と選択流の分別定量を試みるために，土壌構造が発達した細

粒 質 の灰 色 低 地 土 の現 地 農 家 圃 場 において，水 収 支 法 とパンライシメータ法 を併 用 した野 外 調 査

を行った。その結果，梅雨期を含む 9 か月間では，水移動におけるマトリックス流と選択流の比率は，

平均で約 2：3 程度と推定された。低地土では，硝酸態窒素など 1 価の陰イオンは，水移動に随伴し

て溶脱するので（第 2 章・第 1 節），灰色低地土畑では，選択流が硝酸態窒素の溶脱に重要な役割

を担っていることは明らかである。このため，灰 色 低 地 土 畑 は，マトリックス流を主 体 とする黒ボク土 畑

（Hasegawa and Sakayori，2000）に比べて硝酸態窒素の溶脱リスクが高いと考えられる。それは，選

択流の日流量がマトリックス流のそれの 1.7 倍と多く（江口，2006），硝酸態窒素を一度の豪雨で多

量 かつ下 層 深 くまで輸 送 するからである。したがって，春 先 や梅 雨 期 など天 候 が不 安 定 な時 期 の施

肥 直 後 は，硝 酸 態 窒 素 の溶 脱 リスクが特 に高 いといえる。しかし，豪 雨 の発 生 を長 期 的 に予 測 し，

施肥 時期を決定することは非常に困難である。金子ら（2002）は，パンライシメータにおける浸透水の

流出が，概ね 10 mm を越える降水でみられたことから，亀裂内への降水の侵入により貯留水が押し

出された結果であるとした。本研究においても，同様のことを概ね 15 mm 以上の連続降水時に確認

した（図 2.2-5）。これらの事実は，積算降水量が亀裂や粗孔隙中の水移動に関与していることを示

唆しており，硝酸態窒素の溶脱量を積算降水量の関数として表せる可能性がある。著者は第 2 章・

第 2 節の研究と並行して進めていたトレーサー実験において，基肥窒素の標識化合物として臭化物

イオン（Br-）を使用した。そこで，第 2 章・第 1 節で用いた流出濃度曲線（図 2.1-5）を改変し，積算

降 水 量 に対 する流 出 水 中 の正 規 化 Br-濃 度 の関 係 を示 したところ，Br-の流 出 が積 算 降 水 量 200 

mm で開始し，ピークが 276 mm 付近に現われることが明らかになった（藤冨・角重，2007）。したがっ

て，基肥窒素施用後からの積算降水量 200 mm が，溶脱リスク低減のための追肥省略の指標になり

得ると思われる。すなわち，これが 200 mm 未満であれば，基肥窒素が主要根群域に多く残存してい

ると推 定されるため，作 物 生 育を勘 案した上 での追 肥 窒 素の省 略が可 能になると考えられる。ただし，

その後の流出ピークまでに要する積算降水量は 80 mm 程度しかないので，豪雨による急速な流出

に注意を要する。 

次に，第 3 章では，ホウレンソウを栽植したカラムで実 験を行 い，施 肥 窒 素の溶 脱 機 構を土壌 の

荷電特性および保水性に基づいて解析した。第 1 節では，荷電特性の影響を検討し，有効陽イオ
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ン交 換 容 量 が小 さい中 粒 質 灰 色 低 地 土 （中 粒 質 ）は，施 肥 アンモニウムの土 壌 溶 液 への溶 存 割 合

が，淡色黒ボク土（黒ボク）および細粒質灰色低地土（細粒質）より 2.6 倍多いことが推定された。そ

の結 果 ，中 粒 質 はアンモニア態 窒 素 溶 脱 量 が多 く，したがって，アンモニア態 窒 素 の溶 脱 特 性 の土

壌 間 差 ，特 に基 肥アンモニウム施 用 後 の溶 脱 特 性 の差は，陽イオン保 持 特 性 の差 によるところが大

きいと考えられた。第 2 節では，保水性の影響を検討し，生育期間における総浸透流出水量は中粒

質＞細粒 質 ＞黒ボクの順に多く，土壌の保 水 容量（圃場 容水 量時の保水 量）が少ないほど多くなる

傾向が認められた。これらのことから，陽イオン保持能および保水容量が小さい中粒質は，NH4
+選択

性の高い粘土鉱物を有するものの，総合的に NH4
+を含む無機態窒素の保持力が脆弱であることが

明らかになった。冬 期 は秋に播 種 し 3～5 月 に収 穫する作 型の追 肥 施 用 時期 に当たる。このため，

蒸 発 散 量 の少 ないこの時 期 の集 中 的 な降 雨 は，土 壌 溶 液 中 に溶 存 する硝 酸 態 窒 素 やアンモニア

態 窒 素 を急 速 に溶 脱 させる可 能 性 が高 いと考 えられる。また，ホウレンソウではアンモニア態 窒 素 の

過 吸 収 による生 育 低 下 が指 摘 されており（建 部 ら，1995），栄 養 生 理 の面 でも土 壌 溶 液 中 のアンモ

ニア態 窒 素 濃 度 を適 正 に保 つ必 要 がある。それゆえに，硝 化 速 度 が遅 い冬 期 の溶 脱 リスクを回 避

するためには，土 壌 診 断 に基づく硝 酸 カリウムの分 施や溶 出 期 間 の短 いリニア型 の被 覆 硝 酸 アンモ

ニウムおよび被覆硝酸カルシウムの施用による土壌溶液濃度の制御技術の確立が望まれる。 

一方，黒ボクは保水容量が大きいため，積算 降水量が保水容量と蒸発散量の合量を越えない場

合 無 機 態 窒 素 溶 脱 量 は最 少 となったが，積 算 降 水 量 がこれを越 えた場 合 ，浸 透 水 に押 し出 されて

急 増 することが示 唆 された。すなわち，黒 ボク土 の溶 脱 リスクは比 較 的 小 さいものの，蒸 発 散 量 およ

び降 雨 前 の土 壌 含 水 量 次 第 で急 激 に溶 脱 することから，黒 ボク土 畑 では低 温 期 の含 水 量 に留 意

する必 要 がある。したがって，葉 菜 類 露 地 畑 においては，施 肥 窒 素 の溶 脱 を軽 減 するために土 壌 タ

イプ別の流出パターンを考慮した施肥および土壌水分管理が重要と考えられる。 

本 研 究 では，施 肥 由 来 窒 素 を対 象 に，その溶 脱 と土 壌 理 化 学 性 との関 係 を中 心 に論 議 してきた

が，第 4 章では加えて施肥由来窒素の有機化や土壌由来窒素も対象とした。本章では，キャベツを

作 付 けした灰 色 低 地 土 の水 田 転 換 畑 を再 現 したライシメータと重 窒 素 標 識 硫 安 を用 いて，施 肥 由

来 アンモニア態 窒 素 の硝 酸 化 成 および有 機 化 ，土 層 中 の下 方 移 動 ，そして溶 脱 に至 るまでの複 雑

な動 態 の解 明 を試 みた。その結 果 ，施 用 したアンモニア態 窒 素 のかなりの割 合 が難 分 解 性 の有 機

態 窒 素 に変 化 したため，栽 培 終 了 後 の非 作 付 け期 間 における施 肥 窒 素 の溶 脱 が少 なかった可 能

性 が示 唆 された。一 旦 有 機 化 した施 肥 由 来 窒 素 は年 月 を経 ていずれ無 機 化 するが，無 機 化 の人

為的コントロールは困難 であり，もし，このとき作物が栽植されていなければ硝酸 態 窒素として溶脱す

る。したがって，長 いスパンで見 た溶 脱 リスクを軽 減 するためには，有 機 化 が起 こりやすいと考 えられ

る尿 素 系 からそれが起 こりにくい硝 安 系 への肥 料 成 分 の変 更 ，または利 用 率 の高 い施 肥 法 を選 択

する必要がある。本研究（第 4 章）では，キャベツの施肥由来窒素利用率が基肥に比べて追肥にお

いて優 ったことを見 出 している。今 後 は，追 肥 を中 心 とする分 施 体 系 の再 構 築 やセル内 施 肥 （岩 佐

ら 2005，鎌 田 ら 2008），チェーンポット内 施 肥 （山 本 ・松 丸 ，2007）および畝 内 条 施 肥 （進 藤 ら，

2001）など硝 安 系 肥 効 調 節 型 肥 料 の局 所 施 肥 技 術 の導 入 により，窒 素 利 用 率 がさらに向 上 するも

のと期待される。 

また，約 1 年間に溶脱した硝酸態窒素の 90％程度が土壌由来窒素を起源としており，土壌由来

の硝 酸 態 窒 素 の溶 脱 が地 下 水 環 境 に影 響 を及 ぼす可 能 性 が示 唆 された。これに伴 う窒 素 負 荷 を

軽 減 するためには，当 該 作 期 間 の施 肥 窒 素 量 の削 減 だけでなく，クリーニングクロップを導 入 した上

で圃 場 をなるべく裸 地 状 態 にしないことが重 要 である。特 に，春 期 から夏 期 において地 温 が高 く，降
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水 量 も多 い西 南 暖 地 においては，非 作 付 け期 間 の短 縮 に努 めるとともに，従 来 ，直 播 栽 培 されるこ

とが多 い軟 弱 野 菜 にも，生 育 停 滞 期 間 の短 縮 が可 能 な移 植 栽 培 の導 入 を検 討 する必 要 がある。さ

らに今 後 は，不 耕 起 や部 分 耕 起 栽 培 の導 入 により土 壌 窒 素 の無 機 化 の抑 制 に取 り組 むことも必 要

であろう。 

第 5 章では，陽イオン交換反応や 2：1 型層状ケイ酸塩鉱物における固定反応において，アンモ

ニア態窒 素 と同じ振る舞いをするカリウムに注目した。そこで，福岡県 内の樹園地 における有 機質 資

材 中 の肥 料 相 当 分 を含 むカリ施 肥 量 と土 壌 中 の交 換 性 カリ保 有 量 との関 係 を検 討 した。その結

果，家畜ふん堆肥を施用した第三紀堆積岩を母材とする宗像市の柑橘園において，pH の低下にと

もなう土壌溶液中の陽イオン組成の変化により，K イオンが多量に溶脱した可能性が示唆された。カ

リ肥料の原料は 100％輸入に依存しており，産出国にとって貿易上の戦略物質となっている。今後，

貴重なカリ資源を有効に活用するためには，農耕地に施用したカリ肥料の利用率を向上させるととも

に，溶脱を防ぐための K イオンの保持を目的とする土壌溶液制御技術を導入する必要がある。それ

にはまず，塩 基飽 和 度 が 100％を越える園 地 では，炭 酸 カルシウムの施 用を中 止し，さらに，pH 低

下 の軽 減 を目 的 に，副 生 成 物 として硫 酸 塩 を生 じない尿 素 および硝 酸 アンモニウムを適 宜 分 施 し，

過燐酸石灰の施用を避けることが有効と考えられる。 

以 上 ，本 研 究 において，九 州 ・沖 縄 地 域 の露 地 野 菜 畑 では，栽 培 期 間 の短 い品 目 および家 畜

ふん堆肥を過剰に施用した場合に，見かけの肥料成分の利用効率が低いことを明らかにした。灰色

低 地 土 畑 における窒 素 溶 脱 に関 して，土 壌 構 造 の発 達 した細 粒 質 土 壌 では，流 速 の速 い選 択 流

が溶 脱 に重 要 な役 割 を担 っていること，陽 イオン保 持 能 の低 い中 粒 質 土 壌 では，硝 酸 態 窒 素 だけ

でなくアンモニア態 窒素 も秋冬 作 期 間にかなりの割 合で溶 脱することを明らかにした。また，土 壌タイ

プに応 じた溶 脱 リスクへの対 策 が必 要 であることも示 した。灰 色 低 地 土 の水 田 転 換 畑 では，施 肥 由

来窒素の有機化と土壌由来窒素の無機化のため，約 1 年間に溶脱した硝酸態窒素の大部分が土

壌 由 来 窒 素 であり，環 境 負 荷 を抑 制 するためには，施 肥 以 外 の窒 素 源 にも留 意する必 要 性 を示 唆

した。そして，第三紀堆 積岩を母材 とする樹園 地では，土 壌に吸着したカリウムが，pH の低 下にとも

なう土壌溶液中の陽イオン組成の変化によって，多量に溶脱する可能性を指摘した。 

今 後 ，本 研 究 が，農 耕 地 における地 下 水 の環 境 基 準 を遵 守 するための窒 素 施 肥 技 術 の開 発 お

よび貴重なカリ資源の有効活用に資することを期待する。 
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摘  要  
 

農耕地における肥料成分の溶脱とその機構に関する研究  
 

地 下 水 の硝 酸 態 窒 素 汚 染 が，飲 用 地 下 水 の多 量 摂 取 による人 の健 康 への影 響 に関 係 している

ことが指摘されている。わが国では，1999 年 2 月に硝酸性窒素および亜硝酸性窒素の基準値 10 

mg L-1 が，公 共 水 域 および地 下 水 の環 境 基 準 の項 目 に追 加 された。農 耕 地 における地 下 水 の硝

酸態窒素汚染の原因には施肥や家畜排泄物が指摘されているが，露地野菜は肥料成分の利用率

が低 いため，多 量 の施 肥 が行 われている。そのため，畑 作 地 帯 において硝 酸 態 窒 素 汚 染 地 が広 く

分 布 しており，対 策 が急 務 となっている。一 方 ，陽 イオン交 換 反 応 においてアンモニア態 窒 素 と同 じ

ふるまいをするカリウムについては，世界的な戦略資源でもあり，有効利用上その土壌中での動態を

把握しておく必要がある。そこで，本研 究は，農耕 地における硝 酸態 窒素およびカリウムの溶 脱の実

態 とその溶 脱 機 構 を明 らかにし，地 下 水 の環 境 基 準 を遵 守 するための窒 素 施 肥 およびカリ資 源 の

有効活用の技術開発に資することを目的とする。 

 

第１章 露地野菜 畑における施肥 管理の実 態 解析 

1.1 九 州 ・沖 縄 地 域 の露 地 野 菜 畑 における施 肥 と養 分 吸 収  

九州・沖縄各県における露地葉菜 類の施肥と収量および肥料成分吸 収との関係 を解析し，以下

の実態が明らかになった。 

1）家畜ふん堆肥の施用事例が多く，実収量からみてリン酸およびカリが過剰投入となっていた。 

2）葉菜類全体における見かけの肥料成分利用効率は，平均で窒素が 56.5％，リン酸が 19.1％，

カリが 77.9％であり，窒素およびリン酸は全国平均に比べて高かった。 

3）窒素の見かけの利用効率は，リーフレタス＜レタス＜ホウレンソウ＝ハクサイ＜ブロッコリー＜キャ

ベツの順に高く，栽培期間の短い品目ほど低い傾向であった。 

4）キャベツでは，窒 素 総 施肥 量と実 収量および窒 素吸 収 量との関係 から，現 行 の施 肥窒 素 基 準

量は妥当な範囲であった。 

5）レタスは，リン酸 だけでなく窒 素 およびカリにおいても見 かけの利 用 効 率 が低 いことから環 境 負

荷量が大きかった。 

 
第２章 露地畑における土壌中の水移動 形態 の解明  
2.1 モノリスライシメータを用いた低 地土の水 田 転換畑における溶質移 動特性の解 析  

細 粒 質 泥 炭 質 グライ低 地 土 の水 田 転 換 畑 （以 下 ，低 地 土 ）の未 攪 乱 土 壌 を充 填 したモノリスライ

シメータによる重水および臭化物イオンの不飽和定常浸透実験を行った。 

1) ガンマ型 確 率 密 度 関 数 を用 いたパラメータフィッティングによって，低 地 土 の溶 質 浸 透 特 性 を

表すパラメータ：α＝4.5，β＝53 を得た。 

2) 重水濃度のピーク位置は最大保持水分量に比べて極めて前方にあることが認められ，土壌水

の流れの中に流速の速い選択流が多く含まれることが示唆された。 

3) 化 学 種 間 で，積 算 浸 透 流 出 水 量 に対 する正 規 化 濃 度 ピークの出 現 位 置 にほぼ差 がなく，淡

色黒ボク土でみられた臭化物イオンの土壌吸着による浸透遅延現象が認められなかった。 

4) 3)および圃場条件下では陰イオン排除の影響を無視できることから，低地土では臭化物イオン
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を溶質移動のトレーサーとして利用できる。 

2.2 灰色低 地土の露 地 野菜畑におけるマトリックス流と選 択流の定 量 化 

下層土の構 造が発達した細粒灰 色 低地土のキャベツ畑において，降水量と土層 ごとの体積 含水

率 からマトリックス流 と選 択 流 の合 計 量 を概 算 し（水 収 支 法 ），この値 から，主 に選 択 流 を集 水 すると

考 えられるパンライシメータで測 定 した流 出 水 量 を差 し引 くことによって，土 壌 水 の流 れの分 別 定 量

を試みた。 

1）深さ 40 および 60 cm における土壌体積含水率が，降雨時にほぼ同時に頻繁に圃場容水 量を

越えたことから，土壌水の急速な下方移動が生じたことが示された。 

2）水収支法で求めた流出水量は 846 mm で，これを積算降水量で除した流出率は 68％とマトリッ

クス流を主体にする黒ボク土畑より高かった。 

3）パンライシメータで得られた流出水量 237～807 mm を積算降水量で除した集水率は 19～65％と

高く，選択流の発生が考えられた。 

4）マトリックス流と選択 流の比率は平均で約 2：3 であり，多雨条件の場合，灰色低地土では選択

流の方が水移動に大きく寄与する可能性が示唆された。 

 
第３章 露地野菜 畑における施肥 窒素の溶 脱 機構の解 明  
3.1 秋 冬 作 ホウレンソウ栽 培 における窒 素 溶 脱 に対 する土 壌 の荷 電 特 性 の影 響  

中粒質は窒素溶脱量が土壌タイプ間で最も多く，49％の硝酸態窒素と 51％のアンモニア態窒素

が含まれていた。このアンモニア態窒素の多量の溶脱については，中粒質では ECEC が小さいことか

らその理由を説明することができた。 

3.2 秋冬作 ホウレンソウ栽培における窒素溶脱 に対する土 壌の保水 性 の影響 

1）生 育 期 間 における総 浸 透 流 出 水 量 は中 粒 質 ＞細 粒 質 ＞黒 ボクの順 に多 く，土 壌 の保 水 容 量

（圃場容水量時の保水量）が少ないほど多くなる傾向が認められた。 

2) 黒 ボクは保 水 容 量 が大 きいため積 算 降 水 量 が保 水 容 量 と蒸 発 散 量 の合 量 を越 えない場 合 無

機 態 窒 素 溶 脱 量 が最 少 であり，積 算 降 水 量 がこれを越えた場 合 無 機 態 窒 素 溶 脱 量 は浸 透 水 に押

し出されて急増することが考えられる。 

3) 本 研 究 で明 らかになった多 量 の無 機 態 窒 素 溶 脱 は，低 温 のため土 壌 中 に長 く残 存 したアンモ

ニア態 窒 素 によりホウレンソウが生 育 不 良 となり，無 機 態 窒 素 を充 分 吸 収 できなかったために起 こっ

た可能性がある。 

  
第４章 水田転換 畑における窒素 溶脱の実 態 とその機構 の解明  
4.1 水 田 転 換 野 菜 畑 における施 肥 由 来 窒 素 の動 態 と溶 脱 窒 素 の起 源  

灰 色 低 地 土 の水 田 転 換 露 地 野 菜 畑 における施 肥 由 来 窒 素 の動 態 と溶 脱 窒 素 の起 源 を解 明 す

るために，土壌深 90 cm のライシメータと重窒素標識硫安を用いて冬作キャベツ単作体系における

施肥由来重窒素（15N）の行方を約 1 年間調査した。 

 1）施肥由来重窒素は，栽培終了時に地表から 15 cm 以内の土層に多く集積することが明らかに

なり，その形 態 は，土 壌 中 の分 布 パターンが硝 酸 態 窒 素 のそれと異 なることから有 機 態 と推 定 され

た。 

 2）施肥由来窒素の年間溶脱率は 3.4～15.0％（平均 8.3％）と低かった。この理由として，施肥由

来重窒素収 支から，施肥由来窒素 の溶脱が作物吸収と土壌中での有機化の両者 から相加的 に影
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響を受けていたためと考えられた。 

 3）全溶脱量に対する施肥由来窒素の寄与率は従来の畑地でのそれに比べて極めて低く，約 1 年

間に溶脱した硝酸態窒素の 90％程度が，作付け前に蓄積していた硝酸態窒素を含む土壌由来窒

素を起源としていることが明らかになった。 

 4）浸透流出水中の平均硝酸態窒素濃度は，非作付け期間においても 13.8～16.6 mg L-1 と水質

基 準 値 を超 過 しており，水 田 転 換 畑 では，土 壌 由 来 硝 酸 態 窒 素 の溶 脱 が地 下 水 環 境 に影 響 を及

ぼす可能性が示唆された。 

 
第５章 農耕地からのカリウム溶脱 の可能性  
5.1 樹園 地 におけるカリウムの蓄積 と溶脱の可 能性  

福岡県内の 22 地点の樹園地について，有機質資材からの肥料成分を含むカリ総施肥量の推移

と交換性カリ含量の推移との関係を解析した。  

1）第 三 紀 堆 積 岩 を土 壌 母 材 とする宗 像 地 点 では，牛 ふん堆 肥 が施 用 され，カリ総 施 肥 量 が増 加

したにもかかわらず，第 1 層の交換性カリ保有量が著しく減少していた。 

2）宗像地点では pH 低下に伴う第 1 層からのカリウムイオン（K+）の溶脱の可能性が示唆された。 

3）それは以下の機作によることが推定された。 

①土壌に蓄積した炭酸カルシウム（カルサイト）が pH の低下により溶解し， 

②多量のカルシウムイオン（Ca2+）が土壌溶液中に溶出， 

③Ca2+が交換体上の K+を置換し，K+が土壌溶液中に放出され， 

④遊離の K+が降雨によって溶脱した。 
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A study on leaching of fertilizer nutrients and the leaching mechanism 

 in arable land 

 
 

Summary 
 

Nitrate (NO3) contaminated groundwater is known to affect human health because groundwater 

is used for drinking water. In 1999, the Japanese Government established an environmental quality 

standard for NO3-N in groundwater (10 mg L-1). Excessive application of nitrogenous fertilizers 

was reported to be one of the causes of groundwater contamination by NO3 leaching: a large 

proportion of the unabsorbed NO3-N may leach from the root zone and eventually reach 

groundwater. Because utilization efficiency of fertilizers for vegetables cultivated in outdoors is 

generally low, large amounts of fertilizer are applied. Therefore, the NO3-polluted regions are 

distributed in outdoor vegetable cultivation fields, and investigating this area of land is an urgent 

need. Meanwhile, potassium (K), which behaves a similar to ammonium (NH4)-N with regard to 

cation exchange reaction, is a strategic resource. Therefore, K leaching from an arable land is 

unfavorable for effective uses.  

The objectives of this study are to evaluate NO3-N and K leaching from an agricultural land and 

to understand the leaching mechanism. The results of the study are summarized below.                     

First, in chapter 1, the author has discussed the relation between plant nutrient management 

practices and productions in outdoor cultivation of vegetables in the Kyusyu and Okinawa region. It 

was found that the shorter the cultivation period, the lower is the utilization efficiency of the applied 

nitrogenous fertilizer: the efficiency was lowest for leaf lettuce (Lactuca sativa L. var. crispa), 

followed by lettuce (Lactuca sativa L. var. capitata), spinach (Spinacia oleracea L.), and then 

cabbage (Brassica oleracea L. var. capitata). In some cases, excessive application of manures 

caused a decrease in the utilization efficiency of nitrogenous and potassic fertilizers, suggesting that 
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NO3-N and K might have leached from the root zone. 

To reduce NO3-N leaching in agricultural land, it is essential to reduce the amount of applied 

nitrogenous fertilizers, while maintaining crop productivity. Therefore, predicting the amount of 

NO3-N leaching is very important. Because water movement in soil is accompanied by the transport 

of NO3-N, which is hardly adsorbed by the soil matrix, downward water flow is a good parameter to 

predict NO3-N leaching. Water flow comprises (1) matrix flow via micropores in soil matrix and (2) 

preferential flow, which is a rapid flow, via shrinking cracks and macropores. In the first section of 

chapter 2, the author has designed the use of non-reactant tracers such as heavy water (D2O) and 

bromide (Br) to investigate the percolation properties by using a monolith lysimeter. The lysimeter 

was filled with undisturbed Gley Lowland soil of upland field, which was converted from a paddy 

field. This percolation simulation model created using the gamma distribution-probability density 

function revealed that the preferential flow contributed to NO3-N leaching. In addition, this study 

showed that Br could be used as a tracer instead of D2O when observing the Lowland soil on field 

conditions.  

In the second section of chapter 2, the author has described the combined use of the water 

balance method and pan lysimeter method to determine the proportion of matrix flow to preferential 

flow in clayey Gray Lowland soil (Soil Taxonomy; thermic Aeric Haplaquent). The experimental 

site was a farmer’s outdoor cultivation field located in Kurume City, where B. oleracea L. var. 

capitata was cultivated. The contribution of preferential flow to the percolation was approximately 

1.5 times than the matrix flow during the growing and fallow periods, including the rainy season. 

Hence, in a well-structured Gray Lowland soil, it is possible that preferential flow greatly 

contributes to the deep drainage of NO3-N. 

In chapter 3, the author has described the examination of the effect of the physico-chemical 

properties of soils in inorganic nitrogen leaching during S. oleracea L. cultivation in autumn and 

winter by using columns packed with light-colored Andosol (A), loamy Gray Lowland soil (L), and 
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clayey Gray Lowland soil (C). The first section of chapter 3 has described the effect of cation 

exchange capacity. L showed the largest inorganic-N leaching, which comprised of 49 % of NO3-N 

and 51 % of NH4-N. The considerably high leaching of NH4-N could be semiquantitatively 

explained in terms of the lowest effective cation exchange capacity of L.  

In the second section of chapter 3, the effect of water holding properties and crop growth has 

been discussed. The 3 soil types showed a variation in the total amount of percolated water in the 

growing period in the following order: L > C > A: the amounts of inversely corresponded to the 

water holding capacity of the soils. The amount of inorganic-N leaching from A, which has the 

highest water holding capacity, was least before the cumulative irrigation exceeded the sum of 

water holding capacity and evapotranspiration; however, after exceeding this amounts, inorganic-N 

leaching upsurged due to the rapid water flow. The fairly high inorganic-N leaching observed in the 

present experiment might have been resulted from the scant uptake of inorganic-N by S. oleracea 

L., whose growth was hindered by the surplus soil NH4-N. 

In chapter 4, the author has described the fate of heavy nitrogen (15N) -labeled NH4-N fertilizer 

in winter monoculture B. oleracea L. var. capitata that was investigated by using lysimeters packed 

with Gray Lowland soils, which were primarily paddy fields. A large portion of the 15N derived 

from fertilizer accumulated in an immobilized form in the topsoil 15 cm from the surface, until the 

harvest season. The percentage of 15N leaching was relatively low, ranging from 3.4% to 15.0% 

(average 8.3%) in about 1 year, probably due to the synergistic effect of plant uptake and 

immobilization in the soil. In this study, the contribution of fertilizer N to the total NO3-N leaching 

was markedly lower than that in a conventional upland field. Thus, it was demonstrated that about 

90% of annual leaching of NO3-N was derived from the indigenous organic soil matter. During the 

fallow period, the average concentration of NO3-N contained in leaching water ranged from 13.8 to 

16.6 mg L-1 and exceeded the prescribed water-quality standard, suggesting that NO3-N leaching 

from soils may affect groundwater quality. 
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In chapter 5, the author has described the analysis of the relation between the amount of potassic 

fertilizer application, which included the nutrient in organic materials, and the amount of 

exchangeable K in the topsoil in 22 survey-point orchards in Fukuoka Prefecture. At the Munakata 

point that contained mainly soil from the Tertiary, the exchangeable K showed a markedly decrease, 

regardless of the increase in the potassic fertilizer application. As the reason, it was suggested that 

K might leach from the topsoil because of a change in the cation component of the soil solution 

depending on the decline in the soil pH.  
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